
Ⅲ 給与

第１ 給与

１ 給与

（１） 給与の区分と支給対象職員

    ① 報酬

      非常勤職員（短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員を除く。）を支

給対象とし、額及び支給方法については、条例で定める。

この場合において、報酬は条例で特別の定めをした場合を除き、その勤務日数

に応じて支給する。

    ② 給料、諸手当

      常勤職員（一般職・特別職）、短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職

員を支給対象とし、額及び支給方法については、条例で定める。

１ 給与とは、賃金、報酬、給料、手当、賞与その他名称のいかんを問わず勤労役務の対

  価として支払われるものをいう。

   なお、

   ・ 任意的恩恵的に与えられ、社会通念上妥当と認められる記念品、謝礼及び布施等

     → 給与とはいえない。

   ・ 公務の遂行に要する費用の支給としての費用弁償、旅費及び被服等の支給

     → 給与ではない。

２ 普通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基

づかずには、職員に支給することができない。

（２） 給与決定の原則

    ① 一般職

     ア 職務給の原則

       職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

     イ 均衡の原則

       職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事

業の従事者の給与その他の事情を考慮して定めなければならない。

     ウ 条例主義の原則

       職員の給与は条例で定めなければならず、また条例に基づかない限り、いか

なる金銭又は有価物も支給することはできない。

   ② 特別職［注］

     ・ 条例主義の原則

       職員の給与は条例で定めなければならず、また条例に基づかない限り、いか

なる金銭又は有価物も支給することはできない。

自治法203の 2

自治法204

行実昭32.10.22

行実昭31.9.28

自治法204の 2

地公法24①

地公法24②

地公法

24⑤、25①

自治法

204③、204の 2

自治法

203の2⑤、204③､

204の 2
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［注］ 特別職の給与改定については、次の事情を総合的に考慮し、特別職報酬等審議会

に諮ること。

     ・ 国の特別職の給与改定

     ・ 特別職のここ数年来の給与改定の経緯

     ・ 一般職の給与改定

     ・ 他の地方公共団体との均衡

（３） 給与支給の原則

    ① 通貨払いの原則

      職員の給与は、通貨で支払わなければならない。

    ② 直接払いの原則

      職員の給与は、直接職員に支払わなければならない。

    ③ 全額払いの原則

      職員の給与は、その全額を支払わなければならない。

    ④ 重複給与支給の禁止

      職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けては

     ならない。

（４） 給与請求権

    ① 請求権の放棄と譲渡

公務員の給与を受ける権利は公法上の権利であり、その放棄、譲渡は一般には

許されない。ただし、公務の執行に支障を及ぼさず公益を害する恐れが全くない

場合で具体的に発生した支分権については認められる。

    ② 請求権の時効

支払期日又は支給すべき事実の生じた日から５年［注１］。なお、請求権は公法

上の権利であり、時効の中断又は停止がなされない限り５年経過した時に消滅

する。なお、特別職の職員で労基法が適用されない者（労働者に該当しない者）

の時効も５年である。［注２］

［注１］ 令和２年４月１日の労基法第 115 条の改正により、給与請求権の時効は５年

となったが、同法 143 条第 3 項により、当分の間３年とする経過措置がとられ

ている。また、労基法改正による新しい消滅時効期間は、改正法の施行日（令和

２年４月１日）以後に支払日が到達する給与の請求権に適用される。

改正前は、労基法第115条（改正前の時効：２年）の規定が自治法第236条第

1項の「他の法律の定め」に該当し、労基法が適用される一般職の職員の給与請

求権の時効は２年であった。

［注２］ 給与の返納を請求する場合の時効

手当の過払い等による給与の返納を地方公共団体が職員に求める場合の時効

は５年である。

通達昭39.5.28

通達昭43.10.17

地公法25②

地公法24③

仙台高裁

昭32.7.15

行実（文）

昭28.7.27

労基法115、

自治法236

労基法143③

R2 労基法改正附

則2②

自治法236
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２ 給料                      

（１） 給料の決定

     給料は職員の給与のうち最も基本的な給与であり、その決定は「職務給の原則」

により、次の段階を踏んで行われる。

    ・ 適用給料表の決定 → 職務の級の決定 → 号俸の決定

     給料の決定が必要となる場合は下記のとおり。

    ① 新たに職員となった場合（初任給）

    ② 昇格又は降格の場合

    ③ 初任給基準又は給料表の適用を異にする異動の場合

    ④ 昇給又は降号の場合

    ⑤ その他号俸の調整等を必要とする場合

     ア 上位資格取得等による調整

     イ 復職時等の調整

     ウ 給料訂正

    ⑥ 給料表の改正があった場合（給料の切替え）

（２） 給料表

     給料表は、職務給の理念に立脚し、職務内容の類似のもの毎に設定されており、

臨時又は非常勤の職員以外のすべての一般職の職員に適用される。

（３） 職務の級

     職務の級とは、職員の職務をその複雑、困難及び責任の度に基づき給料表上分類

したものであり、これを決定するにあたっては次の基準が定められている。

    ① 級別標準職務

      職員の職務をその複雑、困難の度に応じて、給料表に定める職務の級に分類す

る基準

    ② 級別資格基準

      職員間の給与の均衡を確保するため、各職務の級ごとにその級に決定するため

の最低基準

    ③ 級別定数

      行政組織に関する法令等の趣旨に従い、職務の級の分類の基準に適合するよう

に定められる定数

    ④ 等級別基準職務表

      職員の職務の複雑、困難及び責任の度に基づく等級ごとの明確な基準で、人事

院規則九－八に規定する標準職務を同様に定めるもの。

     ※H28.4.1改正地公法により条例化義務

      既に条例で級別職務分類表又は級別標準職務表を定めているときは、必要があ

れば所要の規定整備を行うこととされ、等級別基準職務表と名称変更までは行う

必要なし。

（４） 60歳に達した職員の給料

① 給料月額の７割措置

当分の間、職員の給料月額は、職員が60歳に達した日後の最初の４月１日（特

定日）以後、７割水準となる。［注１］

  なお、７割措置により、給料に連動する手当も含めて給与水準は 60 歳前の７

割に設定される。［注２］

  60歳超職員の給料月額 ＝（給料表の職務の級・号俸に応じた）給料月額 × 70％

（100円未満四捨五入）

給与法4

国公法62

規則九－八

給与法6①②

給与法6③

県規則七－三三3

県規則七－三三5

県規則七－三三4

地公法25③

給与法附則⑧
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② ７割措置の対象とならない職員

・臨時的任用職員等法律により任期を定めて任用される職員、非常勤職員

・旧制度下で65歳の特例定年が定められた職を占める職員（医師、歯科医師）

・管理監督職勤務上限年齢制の特例（特例任用）が適用される職を占める職員の

うち、「職員の職務の遂行上の特別の事情がある場合」又は「職務の特殊性から

みて役職定年による降任等により公務の運営に著しい支障が生じる場合」に該

当する職員［注３］

・定年退職日に給料月額の７割措置が適用されていなかった職員で、勤務延長さ

れる職員 等

③ 管理監督職勤務上限年齢制による降任等をされた職員の特例

  当分の間、管理監督職の職員が、管理監督職勤務上限年齢による降任等をされ

た場合、職員が60歳に達した日後の最初の４月１日（特定日）以後、７割措置後

の給料月額のほか、管理監督職勤務上限年齢調整額が給料（基本給）として支給

される。

  管理監督職勤務上限年齢制により降任等された職員 ＝

               ＋

   ・基礎給料月額＝異動日（管理監督職勤務上限年齢による降任等をされた日）の前日
に受けていた給料月額×70％の額  （100 円未満四捨五入）

   ・特定日給料月額＝特定日（60歳に達した日後の最初の４月１日）に受ける給料月
額（給料表の職務の級・号俸に応じた給料月額×70％の額）

（100円未満四捨五入）

［注１］ 「当分の間」

      60 歳を超えても引き続き同一の職務を担うのであれば本来は給与水準を維持

することが望ましいこと等から、俸給月額（給料月額）７割措置は「当分の間」

の措置と位置付けられており、60歳前後の給与水準が連続的なものとなるよう定

年の段階的引上げが完成（令和13 年３月31 日）するまでに、人事院における

検討を踏まえ所要の措置を講ずることとされている。

［注２］ 60歳超職員の諸手当

     給料月額の７割措置の適用対象となる職員の諸手当に関する取扱いは、各手当

の趣旨や目的を踏まえ以下のとおりである。

① 給料の調整額、管理職手当、初任給調整手当及び管理職員特別勤務手当

  ⇒ 給料月額7割措置の対象とならない職員の手当額等 × 70％

（100円未満四捨五入）

② 地域手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び勤

勉手当

⇒ 給料月額が７割水準となることにより、当該給料月額等に連動した額

  （期末手当及び勤勉手当の支給割合は60歳以下の職員と同じ。）

③ 扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、宿日直手当

及び寒冷地手当

  ⇒ 給料月額７割措置の適用対象とならない職員と同額

給与法附則⑨

給与法附則⑩

質疑応答/問13-1

質疑応答/問18-1

職員の受ける給料月額

（給料表の額×70％）

基礎給料月額 － 特定日給料月額

「管理監督職勤務上限年齢調整額」［注４］
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［注３］ 特例任用適用職員の給与水準

・勤務延長型特例任用（職務の遂行上の特別の事情等がある場合）

⇒その期間中は、給料月額が７割水準とならない（＝10割）。

・異動可能型特例任用（特定管理監督職群）

⇒その期間中は、給料月額が７割水準となる。

［注４］ 給料表の改定があった場合

管理監督職勤務上限年齢調整額は、異動日の前日における給料月額の７割と特

定日における給料月額の７割との差額で金額が確定するため、調整額は固定化さ

れるが、人事院勧告等で異動日の前日から特定日までの間に俸給表の改定があっ

た場合（増額改定時の遡及改定により特定日における俸給表の改定があった場合

も含む。）、異動日の前日における俸給月額については、異動日の前日におけるそ

の者の号俸等に対応する特定日の俸給表の俸給月額欄に掲げる俸給月額とする

こととされている。そのため、異動日の前日における俸給月額に改定がなかった

としても、差額の算出に当たっては、異動日の前日及び特定日における俸給月額

は、いずれも特定日時点の改定された俸給表における俸給月額となる。

このことから、管理監督職務上限年齢調整額は、給料表の改定があった場合な

ど、変わりうることに留意すること。

地公法28の 5①

地公法28の 5③

質疑応答/問15-4
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３ 初任給

（１） 初任給の決定

     新たに給料表の適用を受けることとなった職員の初任給については、その職務に

応じ職務の級を決定し、さらにその職務の級の号俸を定めることにより決定される。

    ① 職務の級の決定

      職務の複雑、困難及び責任の度及び級別資格基準表［注１］に定める資格基準に

従い決定される。

     ※ 級別資格基準表については「２ 給料（資料編）」を参照のこと。

   ② 号俸の決定［注２］

      学歴免許等の資格及び経験年数等により決定される。

区     分 決 定 さ れ る 号 俸

決定された職務の級の号俸が初任給基

準表に定められている場合

当該号俸

決定された職務の級の号俸が初任給基

準表に定められていない場合

同表に定めのある級の号俸を基礎としてその

者の属する職務の級に昇格又は降格したもの

とした場合に得られる号俸

初任給基準表に適用すべき職種欄若し

くは試験欄のない場合又はその者の学

歴免許等の資格が同表の最低の学歴免

許等の区分に達しない場合

その者の属する職務の級の最低の号俸

［注１］ 級別資格基準表を適用する場合の特例

      下記の場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認められ、かつ

長の承認を得たときに限り、級別資格基準表に定める必要経験年数の８割以上10

割未満の年数をもって必要経験年数とすることができる。

      ・ 他の地方公共団体の職員、国家公務員又は長がこれらに準ずると認めた者

を採用する場合

      ・ 特殊の技術、経験等を必要とする職員を採用する場合

［注２］ 定年前再任用短時間勤務職員等の給料の決定

     定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、その者に適用される給料表の定年

前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級

に応じた額を基礎として、勤務時間条例で定められたその者の勤務時間を38時間

45分で除して得た数を乗じて得た額とする。（１円未満端数切り捨て）

また、常勤の暫定再任用職員の給料月額はその者に適用される給料表の定年前

再任用短時間勤務職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に

応じた額とし、暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は定年前再任用短時間勤務

職員と同様とする。

（２） 号俸の調整

   ① 学歴免許等の資格による調整

ア 対象者

         その者に適用される初任給基準表の学歴免許等欄の学歴免許等の資格よりも

上位の学歴免許等の資格を有する者

     イ 調整方法

       （初任給基準表の号俸の号数）＋（修学年数調整表の加える年数（＋の年数）×４）

規則九－八11

規則九－八12

規則九－八12

給実甲326

第12条関係

県規則七－三三

11②

給与法8⑫

規則九－一〇七

R3国公法改正附

則7①③

規則九－八14①

規則九－八14①

給実甲326

第14条関係
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※ 修学年数調整表については「２ 給料（資料編）」を参照のこと。

なお、号俸の調整に当たり調整の対象とならなかった１年未満の端数は経

験年数の調整の対象として取り扱うことができる。

② 経験年数による調整

     ア 対象者等

区

分

対   象   者 調整の対象となる経験年数

1 試験採用者 試験合格又は基準学歴取得後の経

験年数

2 1に該当し、その後人事交流等により引

き続き他の地方公共団体等の職員とし

て勤務した後、引き続いて職員となった

者

級別資格基準表に定めるその職務

の級についての必要経験年数を超

える経験年数

3 ① 試験採用者と同等と認められる

者（②以外の者）

級別資格基準表に定めるその職務

の級についての必要経験年数を超

える経験年数

② 試験採用者と同等と認められる

者で、基準号俸（※）が職務の級の

最低の号俸（初任給基準表に掲げら

れている場合の最低の号俸を除

く。）以外の号俸である者

その職務に有用な免許その他の資

格取得後の経験年数

4 1～3、5以外の者 初任給基準表の適用に際して用い

られるその者の学歴免許等の資格

を取得した時以後の経験年数

5 1～3 以外の者で基準号俸が職務の級の

最低の号俸（初任給基準表に掲げられて

いる場合の最低の号俸を除く。）である

者

級別資格基準表に定めるその職務

の級についての必要経験年数を超

える経験年数

       ※基準号俸：県規則七－三三12①の規定による号俸。学歴免許等による調整

を行った場合はその調整後の号俸。

     イ 調整方法［注］

ａ 調整の対象となる経験年数について、その年数の月数を12 月又は18月

で除した数（１未満の端数は切捨て）に４（新たに職員となった者が特定

職員であるときは３）を乗じて得た数を基準号俸の号俸に加えた数の号俸

に調整することができる。

Ⅰ 以下の経験年数については、12月で除することとされている。

ⅰ アの表中、区分１又は４に該当する者については、５年

ⅱ アの表中、区分２、３または５に該当する者については、５年から

必要経験年数を減じた年数

ⅲ ⅰ及びⅱを超える経験年数のうち、職員の職務にその経験が直接役

立つと認められる以下の職務に従事していた年数であって、部内の他

の職員との均衡を考慮して長が相当と認める年数

・ その者の職務と同種の職務（職員として在職したものに限る。）

・経験年数換算表により100/100の換算率によって換算した場合に

おける当該職務

Ⅱ Ⅰ以外の経験年数については、18月で除すこととされている。

規則九－八15、

15の 2

県規則七－三三

15①

規則九－八15、15

の2

給実甲326

第 15条関係⑥
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ｂ ａにおいて経験年数の月数のすべてを12月で除すこととされた職員で、

年度の途中で採用されたことにより、経験年数の端数の月数が９月以上と

なるもののうち、学卒後の直採用である部内の他の職員との均衡を図る上

で必要があると認められるものについては、長の定める号俸をａに加える

ことができる。

［注］ 初任給の調整の際の経験年数の計算

     経歴×経験年数換算表の換算率（１月未満切上げ）

１ 経験年数の起算

アの表中、対象者欄の区分1から 5までの場合の経験年数は、その者の試験

合格後又は学歴免許等の資格を取得した時以後（学歴免許等の資格による初任

給の調整を行った場合には、その調整に当たって用いた学歴免許等の資格を取

得した以後）の経験年数とする。

ただし、級別資格基準表の備考に別段の定めがある場合における経験年数の

取扱いについては、その定めによることとなるので注意すること。例えば医療

職給料表(一)～(三)適用者の経験年数は、その職に必要な免許を取得した時以

後の年数となる。

     ２ 経歴の換算

・ 月を単位として計算する。

・ 同一月に換算率の異なる 2以上の期間がある場合は、職員に有利な方の経

歴の期間に係る月として計算する。

・ 各期間の換算の結果、１月未満の端数が生じたときは、合算し、なお１月

未満の端数があるときは１月に切り上げる。

※ 経験年数換算表については資料編「２給料 （４）経験年数」を参照のこ

と。

（３） 号俸決定の特例

対   象   者 条     件 号俸決定方法

① 下位の試験区分､

学歴免許 区分を

適用する方が有利

な者

下位の区分を適用して得

られる号俸とすることが

できる。

② 国又は他の地方

公共団体等から人

事交流等によって

異動した者

一般の初任給決定による

号俸が著しく部内の他の

職員との均衡を失する場

合

長の定めるところによ

り、その者の号俸を決定

することができる。

③ 特殊の技術、経験

等を必要とする

職に採用する者

一般の初任給決定によっ

ては採用が著しく困難に

なる場合

部内の他の職員との均衡

を考慮して、あらかじめ

長の承認を得て定める基

準に従い決定することが

できる。

給実甲326

第 15条関係⑦

規則九－八15の2

給実甲326

第15の2条関係

規則九－八16

規則九－八17

規則九－八18
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４ 昇給

   職員の昇給は、評価終了日以前1年間の勤務成績に応じて行うものとする。

（１） 昇給日

毎年１月１日

（研修、表彰等による昇給及び特別の場合の昇給に係るものを除く。）

（２） 勤務成績の証明

昇給は、昇給日前１年間に係る当該職員の勤務成績について、その者の職務につ

いて監督する地位にある者の証明を得て行わなければならない。（当該証明が得ら

れない職員は昇給しない。）

（注） 「当該証明が得られない職員」とは昇給日前１年間の全部又は大部分

を勤務していないことにより勤務成績を判定することができない職員を

いう。なお、昇給日に休職、派遣中の職員等であっても一定程度の勤務

実績があり、勤務成績の判定が可能である場合には昇給の対象となり得

る。

（３） 昇給区分及び昇給の号俸数

① 評価終了日以前における昇給評語（直近の能力評価及び直近の連続した２回の

業績評価の全体評語[注]）がある職員は、その者の勤務成績に応じて、次のア～

ウに掲げる昇給区分のいずれに決定する。

ア 昇給評語がいずれも「良好」の段階以上である職員のうち、勤務成績が特に

良好である職員

ａ 勤務成績が極めて良好である職員    Ａ

ｂ ａに掲げる職員以外の職員       Ｂ（※特に良好）

イ ア及びウに掲げる職員以外の職員      Ｃ（※良好）

ウ 昇給評語のいずれかが「やや不十分」の段階以下である職員、評価終了日以

前１年間又は評価終了日の翌日から昇給日の前日までにおいて懲戒処分を受

けた職員、懲戒処分を受けることが相当とされる行為をした職員及び訓告その

他の矯正措置の対象となる事実があった職員

ａ 勤務成績がやや良好でない職員    Ｄ

ｂ 勤務成績が良好でない職員      Ｅ

② 派遣等の事情により、昇給評語の全部又は一部がない職員の昇給区分を決定し

ようとする場合には、必要に応じて他の職員との均衡に配慮しつつ、評価終了日

以前１年間における当該職員の人事評価の結果及び勤務成績を判定するに足り

ると認められる事実（派遣先における勤務の取組状況等）を総合的に勘案し昇給

区分を判定する。

③ 職員を昇給させる場合の昇給の号俸数は、「①」「②」で決定される昇給区分に

応じて次表に定めるとおりである。

【昇給号俸数表】

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給の号俸数
８以上 ６ ４（管理職層にあっては、３） ２ ０

２以上 １ ０ ０ ０

備考 ① 上段の号俸数は昇給抑制年齢職員（原則55歳を超える職員）以外の

職員に、下段の号俸数は昇給抑制年齢職員に適用。

② 「管理職層」とは、行７級以上及びこれに相当する職員をいう。

給与法8⑥

規則九－八34

県規則七－三三

34

規則九－八37①

規則九－八37③

給実甲 326 第 37

条関係⑪

規則九－八37⑦

規則九－一三七
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［注］ 国家公務員の人事評価においては、評語区分が５段階から６段階に細分化され、

令和４年10月から始まる評価期間に係る評価から適用されている。

    

（４） 昇給の号俸数の調整

① 前年の昇給日以後に昇格した職員の昇給の号俸数は、「（３）③」にかかわらず、

他の職員との均衡を考慮して昇給号俸数表のＣ欄に定める号俸数以下の号俸数

とする。ただし、当該号俸数とすることが不適当であると認められる特別の事情

がある場合は、この限りでない。

② 前年の昇給日後に新たに職員となった者等の昇給の号俸数は、「（３）③」によ

る号俸数に相当する数に、その者の新たに職員となった日等から昇給日の前日ま

での期間の月数（１月未満の端数切上げ）を12月で除した数を乗じて得た数（１

未満の端数切捨て）に相当する号俸数とする。ただし、人事交流等による採用者

等の昇給の号俸数については、期間による割落とし前の号俸数を超えない範囲内

で、部内の他の職員との均衡を考慮して決定した号俸数とすることができる。

③ 「（３）③」又は上記「①」若しくは「②」による昇給の号俸数が、昇給日にそ

の者が属する職務の級の最高の号俸の号数から当該昇給日の前日にその者が受

けていた号俸の号数を減じて得た数に相当する号俸数を超えることとなる職員

の昇給の号俸数は、当該相当する号俸数とする（職務の級の最高の号俸を超えて

昇給することができない。）。

（５） 昇給区分に関する基準

① 上位の昇給区分への決定方法

ア Ａ又はＢの昇給区分については、人事評価における調整者が同一である職員

ごとに次に掲げる順位グループのうち上位の順位グループに属するものから

順に上位の昇給区分となるよう決定する。［注］

イ 相当の期間にわたり繁忙度の高い業務や負担の大きい業務に精励した場合

など、公務に対する貢献が顕著であると認められる職員については、「①ア」に

かかわらず、２位の順位グループに属する者にあっては１位の順位グループに

属するものとして取扱うことができるほか、昇給評語がいずれも「良好」の段

階以上である者のうち１位及び２位に属さないもの（上記表の網掛け）にあっ

ては２位の順位グループに属するものとして取り扱うことができる。

業績評価（２回・順不同）
卓越して
優秀

卓越して
優秀

非常に
優秀

卓越して
優秀

非常に
優秀

優良
卓越して
優秀

非常に
優秀

優良 良好

卓越して
優秀

非常に優秀 優良 良好

能
力
評
価
（
１
回
）

卓越して
優秀

非常に
優秀

優良

良好

規則九－八37⑦

規則九－八37⑧

給実甲326

第37条関係⑰

規則九－八37⑩

給与法8⑨

給実甲326

第 37条関係①

給実甲326

第 37条関係②③

【～令和４年９月】

上位
Ｓ 特に優秀

Ａ 通常より優秀

中位 Ｂ 通常

下位
Ｃ 通常より物足りない

Ｄ はるかに及ばない

【令和４年10月～】

卓越して優秀

非常に優秀

優良

良好

やや不十分

不十分

１位グループ

２位グループ
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② 上位の昇給区分に決定する職員の割合

ア 昇給区分を決定する職員の総数に占めるＡ又はＢの昇給区分に決定する者

の割合は、職員層に応じ長の定める割合におおむね合致していなければならな

い。

昇給区分 Ａ Ｂ

管理職層 100分の10 100分の30

中間層 100分の5 100分の20

初任層 100分の20（「Ａ」は100分の5以内）

イ 一の昇給日において昇給区分をＡ又はＢに決定する職員の昇給の号俸数の

合計は、各任命権者の職員の定員、アの長の定める割合等を考慮して任命権者

ごとに長の定める号俸数を超えてはならない。

③ 下位の昇給区分に関する基準

ア 以下の事由に該当する職員については、勤務成績がやや良好でない（昇給区

分Ｄ）ものとして取り扱う。

ａ 昇給評語のいずれかが「やや不十分」の段階である職員

ｂ 基準期間において、戒告の処分（イｂに掲げるものを除く。）を受けた職員

ｃ 基準期間において、訓告その他の矯正措置の対象となる事実があった職員

ｄ 基準期間において、ｂに掲げる処分を受けることが相当とされる行為をし

た職員

ｅ 評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間において、ｂからｄに掲げる

職員となり、下位の昇給区分に決定することが適当であると判断された職員

イ 以下の事由に該当する職員については、勤務成績が良好でない（昇給区分Ｅ）

ものとして取り扱う。

ａ 昇給評語がいずれも「やや不十分」の段階である職員又はいずれかが「不

十分」の段階である職員

ｂ 基準期間において、停職の処分若しくは減給の処分又は戒告の処分（その

対象となった事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が著しいと認められるも

のに限る。）を受けた職員

ｃ 基準期間において、ｂに掲げる処分を受けることが相当とされる行為をし

た職員

ｄ 特定期間において、ｂ又はｃに掲げる職員となり、下位の昇給区分に決定

することが適当であると判断された職員

ウ ア、イにかかわらず、次のａに掲げる職員は昇給区分Ｄに、ｂに掲げる職員

は昇給区分Ｅに決定することとされている。

ａ 基準期間の６分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない

職員（イの事由に該当する職員を除く。）

ｂ 基準期間の２分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない

職員

［注］ （３）［注］における細分化される前の評語区分５段階の場合の「上位の順位グル

ープ」の考え方は以下の表のとおりである。

業績評価

能力評価

S･S S･A/

A･S

A･A S･B/

B･S

A･B/

B･A

B･B

Ｓ

Ａ １位グループ ２位グループ

Ｂ

規則九－八37⑥

給実甲326

第37条関係⑮

規則九－八37⑪

給実甲326

第37条関係④

給実甲326

第37条関係⑤

規則九－八37④

給実甲326

第37条関係⑬
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（６） 研修、表彰等による昇給

勤務成績が良好である職員が次の①～③のいずれかに該当する場合は、長の定め

るところにより、当該①～③に定める日に、昇給をさせることができる。

① 研修に参加し、その成績が特に良好な場合 成績が認定された日から同日の

属する月の翌月の初日までの日

② 職務上特に功績があったことにより、又は公務のため顕著な功労があったこ

とにより表彰又は顕彰を受けた場合 表彰又は顕彰を受けた日から同日の属

する月の翌月の初日までの日

③ 廃職又は過員を生じたことにより退職する場合 退職の日

（７） 特別の場合の昇給

勤務成績が良好である職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤とな

り、又は著しい障害の状態となった場合その他特に必要があると認められる場合に

は、あらかじめ長の承認を得て、長の定める日に、昇給させることができる。

（８） 最高号俸を受ける職員についての適用除外

昇給に関する規定は、（昇給させようとする日において）職務の級の最高の号俸

を受ける職員には、適用されない。

（９） 職員への通知等

昇給を行うに当たっては、人事異動通知書など適宜の方法で職員に通知を行う。

また、昇給日に職員が昇給しない場合、昇給区分をＤ又はＥに決定した場合には、

その根拠となる規定を職員に文書で通知するものとする。

   【職員への通知の例】

     ① 昇給しない旨の通知（昇給の場合には｢●級●号俸を給する｣旨通知）

       ●市（町村）職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則第●条に基づき

昇給しない。

     ② 昇給区分の決定等の通知

       ●市（町村）職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則第●条に基づき

｛昇給区分Ｄ、昇給区分Ｅ｝に決定した

（注） 昇給区分Ｅに決定され、昇給しない場合等には、上記「①」及び「②」を

組み合わせて通知する。

規則九－八39

規則九－八40

規則九－八41

給実甲326

第37条関係⑱
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５ 昇格・降格

  昇格とは、職員の職務の級を同一の給料表の上位の職務の級に変更することをいい、

降格とは、職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。

（１） 昇格の種類と要件

種  類 要 件 等

昇任した場合 級別資格基準表の必要経験年数又

は必要在級年数を有していること

上位の資格を取得した場合 上位の職務の級に決定される資格

を取得したこと

特別の場合の昇格 生命をとして職務を遂行し、そのた

めに危篤又は重度障害の状態とな

った場合

１ 職務給の原則

    昇格させようとする職務の級がその者の職務に応じたものであり、かつその者の勤務

成績に従ったものであること。

  ２ 昇格と級別定数

    昇格させようとする職務の級について定められている級別定数の範囲内であること。

  ３ 必要経験年数又は必要在級年数

    級別資格基準表に定めのある職務の級に昇格させる場合は、同表に定める資格（必

要経験年数又は必要在級年数）を有していること。

    （※）勤務成績が特に良好である職員を昇格させる場合は、級別資格基準表に定め

る必要経験年数又は必要在級年数に80/100 以上 100/100 未満の割合を乗じた

年数をもって「同表に定める資格」として取り扱うことができる。

  ４ 勤務成績の証明

    昇格させる場合には、勤務成績が良好であることが明らかでなければならない。

５ 在級年数の原則

    現に属する職務の級に１年（民法143条の規定による１年（給実甲326 第 20 条関係

⑩））以上在級していない職員は、昇格させることができない。

    ただし、職務の特殊性等により特に必要がある場合は、長の定めるところにより昇   

   格させることができる。（上位の資格を取得した場合の昇格を除く。）

（２） 昇格の場合の号俸の決定

   昇格させた場合の号俸は、その者に適用される給料表の別に応じ、かつ、昇格した

日の前日に受けていた号俸に対応する人事院規則九－八別表第７に定める昇格時号

俸対応表の昇格後の号俸欄に定める号俸とする。

※ 昇格時号俸対応表については、「５ 昇格（資料編）」を参照のこと。

２級以上上位の職務の級への昇格であるときは、それぞれ１級上位の職務の級への昇

格が順次行われたものとして扱う。

規則九－八2

県規則七－三三

20①

規則九－八21

規則九－八22②

規則九－八20①

給与法8③

県規則七－三三

20①

県規則七－三三

20③

県規則七－三三

20②

規則九－八20⑦

規則九－八23①

規則九－八23②

109 / 213



（３） 降格の場合の号俸の決定

職員を降格させた場合におけるその者の号俸は、その者に適用される俸給表の別に

応じ、かつ、降格した日の前日に受けていた号俸に対応する人事院規則九－八別表第

７の２に定める降格時号俸対応表の降格後の号俸欄に定める号俸とする。

２級以上下位の職務の級への降格であるときは、それぞれ１級下位の職務の級への

降格が順次行われたものとして取り扱う。これらによって得られる号俸に決定するこ

とが著しく不適当であると認められるときは、長の承認を得て号俸を決定することが

できる。この場合において、当該号俸は、当該職員が降格した日の前日に受けていた

俸給月額に達しない額の号俸でなければならない。

規則九－八 24 の

2
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６ 初任給基準・給料表の適用を異にする異動

（１） 職務の級の決定基準

    ・ 異動後の職務に応じたものであること。

    ・ 級別資格基準表に定めのある職務の級に異動させる場合は、同表に定める資格

     を有していること。

（２） 号俸の決定基準

採用時の区分 給料の決定方法

次に掲げる以外の者 採用時から異動後の職務と同種の職務に引き

続き在職したものとみなし、そのときの初任給

を基礎として再計算する。

※ 他の職員との均衡とその者の従前の勤

務成績を考慮する。

規則九－八第17条、第18条

の適用を受け初任給を決定さ

れた者及び長の定める者

あらかじめ長の承認を得て定める基準に従い

上記に準じて再計算する。

※ 基準：給実甲254第 3（初任給基準を異

にする異動）

     給実甲254第 5（給料表を異にする

異動）

県規則七－三三

25、27

        

規則九－八

26、28

給実甲254

第3、第5
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７ 特別の場合の号俸の決定等

（１） 上位資格取得等の場合の調整

特別の場合 号俸の決定方法

現に職員である者が上位の資格を取得した場合（昇

格、初任給基準・給料表の適用を異にする異動の場合

を除く。）でその者の現に受けている号俸がその資格

によって初任給として受けるべき号俸に達しない場

合［注］

その初任給として受け

るべき号俸

長が定めるこれに準ずる場合 長が定めるところによ

る上位の号俸

初任給基準表、規則に定める初任給の基準、学歴免許

等資格区分表、経験年数調整表が改正された場合で当

該改正に伴い職員の号俸を調整する必要があると認

められる場合

改正後の当該基準及び

規則九－八第 12 条、第

14 条の規定を適用した

場合に得られる号俸

［注］ 「上位の資格を取得した場合」とは、正規の試験の結果に基づき任用された場合及

び学歴免許等の資格を取得した場合をいい、単に経験年数が上位の号俸を初任給とし

て受けることができる年数に達した場合を含まない。

（２） 復職時等の場合の調整

     休職にされ、若しくは専従許可を受けた職員が復職し、派遣職員、育児休業職員、

又は休暇のため引き続き勤務しなかった職員が再び勤務するに至った場合で、部内の

他の職員との均衡上必要があると認められるときは、休職等の期間を、次により換算

して得た期間を引き続き勤務したものとみなし、その者の号俸を調整することができ

る。

・休職期間等換算表

休職等の期間 換算率

公務災害又は通勤災害による休職（休暇）の期間
3/3 以下

派遣職員の派遣の期間

専従許可の有効期間 2/3 以下

介護休暇の期間 3/3 以下

※H28.12.31以前の

期間は1/2

結核性疾患による休職（休暇）の期間 1/2 以下

私傷病による休職（休暇）の期間 1/3 以下

刑事事件による休職の期間（無罪判決を受けた場合

の期間に限る。）

3/3 以下

育児休業をした期間 100/100以下

※H19.7.31以前の

期間は1/2

    ※休職等の期間の計算方法は次による。

① 休職等の期間は暦に従って月及び日を単位として計算し、それぞれの換

算率を乗じて調整期間を算出する。

② 換算により生じた２分の１月は15日、３分の１月は10日として取り扱

い、各期間の１月未満の部分を合算するときは、30日をもって１月とする。

        

規則九－八

43

給実甲326

第 43 条関

係

給実甲326

第 43 条関

係①

規則九－八

44

規則九－八

44別表8

規則一九－〇

16

給実甲192

第 1④
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・調整方法等

（図）

1/1 1/1 1/1 1/1

昇給 復職等の日

〇

基準日

基準号俸

算定期間A 算定期間B 算定期間C

休職等の期間

復職時調整①

復職時調整②

   
① 復職時調整に係る用語の意義

  以下の説明で用いる次の用語の意義は、それぞれ次に示すとおりである。

  ア 昇 給 日：人事院規則九－八第３４条に規定する昇給日（毎年１月１日）をい

う。

  イ 算定期間：一の昇給日から次の昇給日の前日までの期間をいう。

  ウ 基準号俸：休職等の期間の初日において受けていた号俸をいう。

  エ 基 準 日：休職等の期間の初日の直前の昇給日（休職等の期間の初日が昇給日

である場合にあっては、その日）をいう。

  オ 調整期間：各算定期間における休職等の期間を人事院規則九－八別表第８に定

める休職期間等換算表に定めるところにより換算して得た期間をい

う。

  カ 合算期間：各算定期間における休職等の期間以外の期間と調整期間とを合算し

て得た期間をいう。

   ② 復職時調整の実施時期

復職等の日（図：復職時調整①）及び復職等の日後の最初の昇給日（図：復職時調整

②）の２度、復職時調整の実施を検討し、調整の必要がある場合には、これらの日に

実施する。

なお、復職等の後再び休職等のため勤務しない職員等にあっては、復職時調整の時

期を延期することができ、後の復職等の日及びその日後における最初の昇給日にその

後の休職等の期間と合わせて実施することができる。

③ 号俸調整の基本

   復職等の日における復職時調整は、基準日から復職等の日の直前の昇給日の前日ま

での算定期間（図：算定期間Ａ及びＢ）に係る復職時調整を行い、復職等の日後の最

初の昇給日における復職時調整は、基準日から当該昇給日の前日までの算定期間（図：

算定期間Ａ～Ｃ）に係る調整を行う。

   具体的には、基準号俸の号数に調整の対象となる各算定期間（令和５年については、

「令和５年1月 1日から12月 31日までの期間」をいう）の類型に応じて次のアから

ウの算定方法により得られた調整数を合計した数（合計した数について 1 未満の数を

切り捨てる）を加えた数を号数とする号俸の範囲内で調整する。

ア 通常の算定期間に係る調整数の算出（イ以外の場合）

調整期間又は合算期間に応じて、次の式により当該算定期間に係る調整数を算出

する。

   調整数＝標準号俸数（注）×合算期間又は調整期間の月数／12月  

                ※合算期間又は調整期間の月数、調整数の算出に当たって

は、すべて端数処理は行わない。

（注） 標準号俸数とは、人事院規則九－八第３７条第７項に規定する規則で定

める基準において当該職員に係る標準となる号俸数をいい、算定期間及び

職員区分に応じて以下のとおり。

職員
算定期間
平成22年4月～平成25年12月 ４号俸（２号俸） ３号俸（１号俸）
平成26年1月～ ４号俸（０号俸） ３号俸（０号俸）

一般職員 特定職員

※表中の括弧書きは、昇給抑制年齢（55歳又は57歳）を超える職員の標準号俸数

規則九－八44

給実甲192

第一①

給実甲192

第一②

給実甲192

第一②

給与法８⑧

規則九－八37

⑦

規則九－八38
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イ 算定期間中に次の①～②の事由がある場合の調整数の算出

① 休職等の期間以外の引き続かない病気休暇等で勤務しなかった日数が合算

期間の６分の１以上となる場合、算定期間中に停職、減給、戒告等があった

場合の当該算定期間に係る調整数

アの「標準号俸数」に代えて、昇給の取扱いに準じて得られる号俸数を算定の

基礎とした以下の式により当該算定期間に係る調整数を算出する。

調整数＝昇給の取扱いに準じて得られる号俸数×

合算期間又は調整期間の月数／12月

※合算期間又は調整期間の月数、調整数の算出に当たって

は、すべて端数処理を行わない。

② 算定期間後の最初の昇給日に昇給（人事院規則９－８第39条、第 40条に

定める昇給を除く。）した場合で、その昇給号俸数がア又はイ①の調整数より

大きい場合の当該算定期間に係る調整数

        調整数＝当該昇給日に昇給した号俸数に相当する数

ウ 一の算定期間中に人事院規則９－８第 39 条、第 40 条に定める昇給（研修、表

彰等による昇給等）をした場合

ア又はイにより得られた調整数に、人事院規則 9-8 第 39 条、第 40条に定める

ところによる昇給の号俸数に相当する数を加えた数をもって当該算定期間に係る

調整数とする。

   ④ 昇格をした場合の復職時調整

      休職等の期間中又は復職等の日から復職等の日後における最初の昇給日の次の

昇給日までの期間中に昇格をした職員の昇格の日以後に行う復職時調整は、以下

の手順で行う。

ア 昇格の日を復職等の日とみなして、③に従い、基準日から昇格の日の直前の昇

給日の前日までの期間に係る仮定上の復職時調整を行う。

イ アで得られる号俸から昇格を行ったとした場合の昇格直後の号俸を基礎とし

て、③に従い昇格の日の直前の昇給日以後の調整の対象となる期間に係る復職時

調整を行う。

   ⑤ 復職時調整の特例

復職時調整に関し、上記③、④により難い場合は、あらかじめ長の承認を得て別

段の取扱いをすることができる。

（３） 給料の訂正

     職員の給料の決定に誤りがあり、これを訂正しようとする場合、その誤りの発生

時期までさかのぼって訂正することに困難な事情等があるときは、あらかじめ長の

承認を得て、その訂正を将来に向かって行うことができる。

給実甲192

第一②

給実甲192

第一③

給実甲192第三

規則九－八45

114 / 213



８ 給料の調整額

（１） 概要

     職務内容、勤務条件等が同じ職務の級に属する他の職に比べ、著しく特殊な職の

職員に対して、給料月額が適当でないと長が認める場合支給される。

  給料の調整額は給料に含まれる。

   このことから、地域手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当、

勤勉手当、休職者の給与、寒冷地手当、退職手当、退職共済年金等の算定の基礎となる。

   なお、給与条例にいう「給料月額」には給料の調整額は含まれず、給料の調整額を含

む場合は「給料の月額」という。

（２） 支給要件と支給額

要   件 支   給   額

職務の複雑、困難若しくは責任の

度又は勤労の強度、勤務時間、勤

労環境その他の勤労条件が同じ

職務の級に属する他の職に比べ

著しく特殊な職の職員

調整基本額×調整数

［注］支給限度 調整前の給料月額×25/100

調整基本額表

イ 行政職給料表    

職務の級 調 整 基 本 額
1 級 6,600円
2 級 8,500円
3 級 9,600円
4 級 10,200円
5 級 10,600円
6 級 11,200円
7 級 12,100円
8 級 12,700円

（３） 支給手続等

     給料の一部なので、給料の支給方法に準ずる。

給与法10

給与法5①

給実甲28

第5条関係

給実甲28

第10条関係

規則九－六

1、別表第二

規則九－六１②
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９ 給与の支給

（１） 給与の支給方法

     「通貨払い・直接払い・全額払いの原則」に基づき、法律又は条例により特に認め

られた場合を除いて、現金で、直接職員にその全額を支払わなければならない。

                                      ［注 1］

    ① 給料の計算期間及び支給日

給 与 期 間 支 給 日 ［注 2］

月の初日から末日まで 毎月21日（休日、土曜日、又は日曜日

に当たる場合は、その日前の最も近い

休日、土曜日又は日曜日でない日）

   ② 日割計算

      給与期間の中途から支給するとき、給与期間の中途まで支給するとき及び給与期

間の中途で下記の事由により給料等の額に異動を生じたときは、日割により計算

し、支給する。

     ア 事由

      ・ 採用の場合

      ・ 昇給、降給等の場合

      ・ 給料表を異にして異動した場合

      ・ 給料の調整額を異にして異動した場合

      ・ 離職の場合（死亡を除く。） ［注 3］

      ・ 支給義務者を異にして異動した場合

      ・ 非常の場合の費用に充てるため職員が請求した場合

      ・ 休職、停職、復職の場合

      ・ 育児休業、職務復帰の場合

      ・ 専従許可、職務復帰の場合等

     イ 日割計算の方法

       給料等の月額×支給を受ける日数（週休日を除く。）

           その月の週休日を除いた日数       （1円未満切り捨て）

    ③ 給与の減額

     職員が勤務しないとき（祝日法による休日、年末年始の休日、休暇による場合、

その他勤務しないことにつき特に承認のあった場合を除く。）は、勤務しない１時

間につき給与を減額して支給する。［注 4］

     ・ 勤務1時間当たりの給与額の算出方法

         （給料の月額＋地域手当等×12）     （50銭未満切り捨て、

      1週間当たりの勤務時間×52－休日等の時間   50銭以上1円未満切り上げ）

    ④ 給与からの法定控除

      給与の全額支給の原則に関し、給与からの差引きが認められるものとして次のも

のがあげられる。

     ・ 所得税

     ・ 住民税

     ・ 共済組合掛金

     ・ 共済組合の貸付償還金等

     ・ 勤労者財産形成貯蓄契約に基づく預入等に係る金額

     ・ 金銭差押による取立［注 5］

     ・ 個人型年金加入者掛金

給与法3①

規則九－七

   １の2②

給与法9の2

規則九－七2～5

給実甲28

第9条の2関係

給与法15

給与法19

給与法18の 2

労基則19④

所得税法183①

地税法

41、321の 3

地共済法115

財形促進法15①

民事執行法151

確定拠出年金法 71
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［注１］口座振替

給料は、職員の申出により、口座振替の方法により支払うことができる。

［注２］非常の場合の繰り上げ支給

職員が、出産、疾病、災害、婚礼、葬儀その他これらに準ずる非常の場合の費

用に充てるためにその月の給料の支給日前において給料の支給を請求した場合

には、請求の日までの給料を日割計算により支給する。

［注３］職員が死亡したときは、その月まで給料を支給する。

［注４］勤務しない時間

その給与期間の全時間数によって計算するものとし、当該時間数に1時間未満

の端数を生じた場合、その端数が30分以上のときは1時間とし、30分未満のと

きは切り捨てる。

［注５］金銭差押（差押禁止債権）

給料、賃金、俸給、退職年金及び賞与並びにこれらの性質を有する給与等に係

る債権については、その支払期に受けるべき給与の3/4に相当する部分は差押が

できない。

（２） 休職者の給与の支給

     休職者の給与は、休職の事由に応じ支給する。

種  別 支 給 割 合 支 給 期 間

公務災害又は通勤災害
による休職

給与の全額 休職の期間中

私傷病（結核性）による
休職

給料、扶養手当、地域手当、
住居手当、期末手当の80/100

休職期間満２年まで

校長及び教員、学校事務職員
にあっては給与の全額

休職期間満２年まで
（特に必要と認める
ときは予算の範囲内
で３年まで延長可）

私傷病（非結核性）によ
る休職

給料、扶養手当、地域手当、
住居手当、期末手当の80/100

休職期間満１年まで

刑事事件による休職 給料、扶養手当、地域手当、
住居手当の60/100以内

休職の期間中

（３） 派遣職員の給与の支給

     自治法 252 の 17 の規定に基づく職員の派遣については､派遣される職員は派遣

を受けた団体の身分を併せ有することとなり、給与は原則として派遣元の団体の給

与条例を適用し、派遣先の団体で負担する。

     ただし、退職手当及び退職年金又は退職一時金は派遣元の団体の負担とする。

     なお、派遣が長期間にわたる等の場合に、協議により、派遣先の団体が退職手当

の負担をすることができる。

規則九－七1の3

規則九－七4

給与法9の2③

給実甲28

第 15条関係③

民事執行法152

給与法23

教特法14②

公立の学校の事

務職員の休職の

特例に関する法

律

自治法252の 17

①②④

自治令

174の 25③

行実昭35.6.9
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第２ 諸手当

１ 扶養手当

（１） 概要

     扶養親族のある職員に支給される手当

     ※ 定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員は支給されない。

（２） 支給要件と支給額

     下記の者で他に生計の途がなく主として職員の扶養を受けているもの

     ① 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む）

［注１］

      ② 子（満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間）

      ③ 孫（満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間）

      ④ 父母及び祖父母（満60歳以上）

      ⑤ 弟妹（満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間）

       （※②～⑤については、血族又は法定血族に限る。）

⑥ 重度心身障害者（心身の障害の程度が終身労務に服することができない程
度である者）

扶養親族 職員の職務の級
支給額

R6 R7 R8以降

配偶者

行政（一）７級まで 6,500円 3,000円 支給しない

行政（一）８級 3,500円 支給しない 支給しない

子［注 2］

０歳～15歳 10,000円 11,500円 13,000円

16歳～22歳 15,000円 16,500円 18,000円

父母等

行政（一）７級まで 6,500円 6,500円 6,500円

行政（一）８級 3,500円 3,500円 3,500円

除かれる者

・ 職員の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業所

等のこれに相当する手当の支給の基礎となっている者

・ 年額130万円以上の恒常的な所得があると見込まれる者

［注１］ 配偶者に係る扶養手当についてはR7.4.1から段階的に廃止予定。

［注２］ 子（満 22 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある子）については

子のうち満 15 歳に達する日後の最初の４月１日から満 22 歳に達する日以後の３月

31日までの間にある子については子1人につき5,000円を加算する。

給与法11

給与法19の 8③

R3 国公法改正附

則7⑦

給与法11②

給実甲580

給与法11③④

規則九－八〇2
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（３） 支給手続等

支給の届出 次のいずれかに該当する事実が生じた場合においては、職員

は、直ちにその旨を長に届け出なければならない。

①新たに職員となった者に扶養親族がある場合

②新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者がある

場合

③扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（ただ

し、満22歳年度末の経過による場合を除く。）

支給の始期 要件を具備した日の属する月の翌月（その日が月の初日のとき

はその日の属する月）

※ 届出が要件を具備した日から 15 日［注］を経過した後にさ

れたときは、届出を受理した日の属する月の翌月

（その日が月の初日のときはその日の属する月）

支給の終期 要件を欠いた日の属する月（その日が月の初日のときはその日

の属する月の前月）

支給の方法 給料の支給方法に準ずる。

※ 支給定日までに事実が確認できない等のため、支給定日  

に支給できないときは、支給定日後に支給することができ  

る。

※ 支給義務者を異にして移動した場合には、その月の初日

に職員が所属する支給義務者において支給する。

［注］ 「15 日」の考え方は、その事実が生じた日の翌日（その事実が午前零時に生じた

ときはその日）から起算し、要件を具備した日から 15 日目が「○○市（町村）の

休日を定める条例」に定める市（町村）の休日（週休日、休日、年末年始の休日）

に当たる場合は、その休日の翌日が15日目となる。

災害その他職員の責めに帰することができない事由により、職員が届出を行うこ

とができないと認められる期間は、「15日」の期間に含まれないものとする。

給与法11の 2

規則九－七 8

民法140

民法142

給実甲580

給与法第11条

の 2 及び規則

第3条関係3
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２ 住居手当

（１） 概要

     自ら居住するための住宅又は単身赴任手当を支給され配偶者等が居住するための

住宅を借り受け、月額16,000円を超える家賃を支払っている職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支     給     額

・借家、貸間  

を借受け  

・現に居住し   全てを

・家賃を支払    具備

  っている     

［注１、２］

・ 27,000円以下の家賃を支払っている職員

   家賃－16,000円

    ＝支給額（100円未満切り捨て）

・ 27,000円を超える家賃を支払っている職員

  （家賃－27,000円）×1/2＋11,000円

    ＝支給額（100円未満切り捨て）

※ ただし、28,000 円を支給限度とする。

単身赴任手当を支給され配

偶者等（事実婚含む）が居

住するための住宅を借り受

けている職員 ［注 3］

・ 自ら居住する住宅等を借り受け家賃を支払

っている職員の例により算出した額の1/2

    ＝支給額（100円未満切り捨て）

適用除外職員 ・ 職員宿舎（他の地方公共団体のものも含

む｡）に居住している職員

・ 職員の扶養親族である者が所有する住宅及

び配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。）又は父母（配偶

者の父母を含む。）で、職員の扶養親族である

者以外が所有し又は借り受けている住宅の一部

又は全部を借り居住している職員（別棟の住宅

を借り受けている場合は、賃貸契約書、家賃

の支払書類、貸し主の家賃収入の税法上の取

扱い書類等により十分確認できるときは適用

して差し支えない。）

［注１］ 職員の扶養親族（扶養手当を受けている者）が借り受けた住宅に居住し、家賃

を支払っている職員を含む。

［注２］ 「家賃」には、次のものは含まれない。

      ① 権利金、敷金、礼金、保証金その他これらに類するもの

      ② 電気、ガス、水道等の料金

        なお、家賃に食費、光熱水費を併せて支払っている場合において、家賃の

額が明確でないときは

        ａ 食費が含まれている場合は40/100を家賃とする。

        ｂ 光熱水費が含まれている場合は90/100を家賃とする。

      ③ 団地内の児童遊園、外燈その他共同利用施設の負担金（共益費）

      ④ 店舗付住宅の店舗部分等に係る借料

［注３］ ① 単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住するための住宅を借り受

け、現に当該住宅に配偶者が居住し、月額16,000 円を超える家賃を支払って

いる職員

給与法11の10

①

給与法19の8③

R3 国公法改正附

則7⑦

給与法11の10

②Ⅰ

規則九－五四2

給実甲434

給与法第11条

の10関係②

給実甲434

給与法第 11 条

の10関係②

給実甲434

給与法第 11 条

の10関係③

給実甲434

規則第 7 条関

係

給与法11の10

① Ⅱ

120 / 213



      ② 単身赴任手当を支給される配偶者のない職員で、単身赴任手当の支給要件

に係る子が現に居住している住宅を借り受け、月額 16,000 円を超える家賃を

支払っている職員

［注４］ R7.4.1 から定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員についても支給対象

に追加。

（３） 支給手続等 （扶養手当の場合に同じ。）

規則九－五四4

給実甲434

規則4条関係

規則九－五四

5～9
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３ 通勤手当

（１） 概要

     通勤のため、交通機関等を利用してその運賃等を負担することを常例とする職

員、自動車等を使用することを常例とする職員及びこれらを併用することを常例と

する職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支     給     額

交通機関等の利用者

［注１］

  交通機関等を利用し

運賃等を負担すること

を常例とする職員で、

徒歩により通勤するも

のとした場合の距離が

片道２㎞以上［注２］

（交通機関等を利用しな

ければ通勤が著しく困

難な職員を除く。）

        

運賃等相当額［注３］

・ 支給限度額150,000円/月(R7.4.1施行予定)

・ 定期券使用が最も経済的・合理的である区間

については、支給単位期間［注４］に対応する通用

期間の定期券の価額とし、それ以外の区間につい

ては回数乗車券等による通勤 21 回分（在宅勤務等

手当を支給される職員（R6.4.1 施行）、交替制勤務

に従事する職員の場合は平均１ヶ月当たりの通勤

所要回数分）の運賃等の額とする。

自動車等の使用者

  自動車等を使用する

ことを常例とする職員

で、徒歩により通勤す

るものとした場合の距

離が片道２㎞以上

［注２］

（自動車等を使用しなけ

れば通勤が著しく困難

な職員を除く。）

自動車等の使用距離に応じて次に掲げる額

使用距離（片道） 支給額
5㎞未満 2,000円

5㎞以上 10㎞未満 4,200円
10㎞以上 15㎞未満 7,100円
15㎞以上 20㎞未満 10,000円
20㎞以上 25㎞未満 12,900円
25㎞以上 30㎞未満 15,800円
30㎞以上 35㎞未満 18,700円
35㎞以上 40㎞未満 21,600円

40㎞以上 45㎞未満 24,400円
45㎞以上 50㎞未満 26,200円
50㎞以上 55㎞未満 28,000円
55㎞以上 60㎞未満 29,800円
60㎞以上 31,600円

※ 定年前再任用短時間勤務職員のうち、平均１

ヶ月当たりの通勤所要回数が 10 回に満たない職

員は、上記の額から 50/100 を乗じて得た額を減

じた額とする。（暫定再任用短時間勤務職員は定

年前再任用短時間勤務職員とみなす。）

給与法12①

給与法

12①Ⅰ

12⑤

R7.4.1施行予定

規則九－二四 8

規則九－二四

8①ⅠⅡ

給与法

12①Ⅱ

12②Ⅱ

給与法12②Ⅱ

規則九－二四

8の2

R3 国公法改正附

則7④
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交通機関・自動車等の併

用者

  交通機関等を利用し

て運賃等を負担し、か

つ自動車等を使用して

いる職員で、徒歩によ

り通勤するものとした

場合の距離が片道２㎞

以上［注２］

（交通機関等を利用し、

又は自動車等を使用し

なければ通勤が著しく

困難な職員を除く。）

        

次の区分に相当する額

① 通常徒歩によることを常例とする距離を超え

て交通機関を利用し、かつ、自動車等を使用す

る距離が片道２㎞以上の者及び片道２㎞未満で

自動車等を使用しなければ通勤が著しく困難な

者

   → 運賃等相当額＋自動車等の使用距離に応

じた額

     （支給限度額150,000円/月）

② ①以外の者で、

   ・ 運賃等相当額が自動車等の使用距離に

応じた額以上である者→ 運賃等相当額

   ・ 運賃等相当額が自動車等の使用距離に

応じた額未満である者

    → 自動車等の使用距離に応じた額

［注１］ 正当な理由がある場合を除き、往路と復路は同一の通勤経路及び方法とする。

［注２］ 「徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、自動車等の使用距離」とは

     職員の住居から勤務公署までの経路のうち、一般に利用し得る最短の長さである

     こと。

［注３］ 運賃等相当額

・ 「運賃等相当額」については、運賃、時間、距離等の事情に照らし、最も経済

的・合理的な通常の通勤経路及び方法により算出する。

・ 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金については、R7.4.1 改正前は特別料金等の

額の１/2 に相当する額（2 万円限度）が支給されていたが、当該規定が改めら

れ、全額が支給対象（150,000 円限度）となった。また「通勤事情の改善に相当程

度資するものであると認められるもの」という支給要件についても廃止された。

［注４］支給単位期間

・ 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的

→ 発行されている定期券の最長通用期間に相当する期間（６箇月を超える場

合は長の定める期間）

    ・ 回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的 → １箇月

・ 自動車等に係るもの → １箇月

※ 支給単位期間の特例あり

給与法

12①Ⅲ

12②Ⅲ

規則九－二四

8の3

給与法

12⑤

R7.4.1施行予定

規則九－二四 7

規則九－二四 2

②

規則九－二四 6

給与法12③④

規則九－二四

12～16

R7.4.1施行予定

規則九－二四

16
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（３） 支給手続等

支給の届出 要件を具備した日から15日以内

支給の始期 要件を具備した日の属する月の翌月（その日が月の初日のとき

はその日の属する月）

※ 届出が要件を具備した日から15日を経過した後にされた

ときは、届出を受理した日の属する月の翌月

（その日が月の初日のときはその日の属する月）

支給の終期 要件を欠いた日の属する月（その日が月の初日のときはその日

の属する月の前月）

（４） 確認及び決定、職員への注意喚起

    ・ 職員の届出にかかる事実を定期券等（これに準ずるものを含む）の提示を求め

る等の方法により確認し、支給要件を具備するときは、その者に支給すべき通勤

手当の額を決定し、又は改定する。任命権者は、職員に対し、少なくとも毎年度

１回、この条の規定による届出に関し注意を喚起するものとする。

    

（５） 支給単位期間の開始

   ① 通常の場合

     → 通勤手当の支給が開始される月又は額が改定される月から

   ② 月の中途において休職等した場合で、それらの期間が二以上の月にわたり、そ

の後復職等した場合

      → 復職した日の属する月の翌月（その日が月の初日である場合にあってはそ

の月）

   ③ 長期出張・休暇・欠勤等により、月の初日から末日までの全日数にわたって通

勤しないこととなった職員が再び通勤することとなった場合

     → 再び通勤することとなった日の属する月から

（６） 支給日

   ① 基本的な支給日

→ 支給単位期間の最初の月の給料の支給定日

  ② その他の支給日

ア 支給定日前に離職、死亡した場合

→ 離職、死亡した際

イ 支給月に給料の支給義務者を異にして異動した場合

        → 支給月の初日に所属する給料の支給義務者により支給する（異動が支

給定日前であるときは、異動した際）

ウ 二以上の交通機関等を利用する場合等で支給限度額を超える場合

   → 最長支給単位期間（通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間）の最初の月の支給定日

（７） 返 納

    ① 返納事由

     ア 支給要件の欠如等

        → 離職等により通勤手当の支給対象の職員たる要件を欠くに至った場合

イ 通勤経路等又は運賃等の額の変更

   → ・通勤経路又は通勤方法を変更したことにより、通勤手当の額が改定

された場合

          ・運賃等の額に変更があったことにより、通勤手当の額が改定された

場合

ウ 月の中途に、休職、組合専従、育児休業等になった場合（その期間の初日の

属する月又はその翌月に復職等する場合を除く）

規則九－二四

19

規則九－二四 4

給実甲 151 第 3

条関係⑤

規則九－二四

19の 4

給与法12⑥

規則九－二四

18の 2

規則九－二四

18の 2④

給与法12⑦

規則九－二四

19の 2①

124 / 213



エ 長期出張・休暇等により、月の初日から末日までの全日数にわたって通勤し

ないこととなる場合

    ② 返納額

     ア １箇月当たりの運賃等相当額等が支給限度額以下であった場合

      ａ 使用している定期券の通用期間が６箇月を超えない場合

        → 返納事由発生月の末日に定期券の払戻しをしたものとして得られる

額（払戻金相当額）

      ｂ 使用している定期券に通用期間が６箇月を超えるものがある場合

        → 支給単位期間が６箇月を超える定期券のみを使用している場合と、

通用期間が支給単位期間と同じ定期券を併用している場合の区分に応

じて、長の定める額

     イ １箇月当たりの運賃等相当額等が支給限度額を超えていた場合

      ａ 一の交通機関等を利用する場合（ｃに掲げる場合を除く。）

→ 「150,000 円×支給単位期間の残月数」又は「払戻金相当額」のいず

れか低い額

      ｂ 二以上の交通機関等を利用する者又は併用者（ｃに掲げる場合を除く。）

→ 「150,000 円×支給単位期間の残月数」又は「払戻金相当額及び長の

定める額の合計額」のいずれか低い額

      ｃ 使用している定期券に通用期間が６箇月を超えるものがある場合

         → 長の定める額

   ③ 新幹線鉄道等の場合

       上記①②に準ずる。

規則九－二四

19の 2②

給実甲151

第 19 条の 2

関係④

規則九－二四

19の 2③
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４ 単身赴任手当

（１） 概要

     新たに給料表の適用を受ける職員となったことに伴い転居し、やむを得ない事情に

より同居していた配偶者と別居し、単身で生活することを常況とする職員に支給され

る手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支     給     額

① ・新たに給料表の適用を受

ける職員となったことに

伴い転居

  ・ やむを得ない事情によ

り配偶者と別居

  ・ 異動直前の住居から在

勤する公署に勤務するこ

とが通勤距離等を考慮し

定める基準に照らし困難

  ・ 単身で生活することを

   常況

の全ての要件を満たす職員

・ 基礎額 30,000円

交 通 距 離 加算額
100㎞以上 300㎞未満 8,000円
300㎞以上 500㎞未満 16,000円
500㎞以上 700㎞未満 24,000円
700㎞以上 900㎞未満 32,000円
900㎞以上 1,100㎞未満 40,000円

1,100㎞以上 1,300㎞未満 46,000円
1,300㎞以上 1,500㎞未満 52,000円
1,500㎞以上 2,000㎞未満 58,000円
2,000㎞以上 2,500㎞未満 64,000円
2,500㎞以上 70,000円

※ 加算額については、職員の住居から

  配偶者の住居まで、最も経済的・合理

的な通常の交通の経路及び方法で算定

した交通距離が100㎞以上である場合

に加算する。

② 人事交流等による採用に伴

い転居した職員で①の要件を

満たす職員

③ ①に掲げる職員との権衡上

必要があると認められる職員

適用除外職員 ・ 配偶者が単身赴任手当又は国、地方公

共団体その他のこれに相当する手当の支

給を受けている職員

（３） 支給手続等 （扶養手当の場合に同じ。）

       

給与法12の 2①

給与法12の 2②

規則九－八九 4

給与法12の 2③

規則九－八九 5

規則九－八九 6

規則九－八九

7～10
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５ 在宅勤務手当

（１） 概要

    職員の住居、宿泊施設の客室等において、正規の勤務時間の全部を勤務することを

命ぜられた職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支 給 額

・ 住居、配偶者又は二親等内の親族の住居、宿泊

施設の客室等で正規の勤務時間（休暇により勤務

しない時間、超勤代休時間、祝日法による休日

等、年末年始等に割り振られた勤務時間を除く）

の全部を勤務すること

・ 上記の場所で、３箇月以上の期間について、１

箇月当たり平均１０日を超えて勤務することを命

ぜられること ［注 1、2］

月額 3,000円

［注１］ ３箇月以上の期間とは、月を単位とし、在宅勤務をあらかじめ命ぜられた日の属

する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）以降の月から

３箇月以上の期間連続する一の期間をいう。この場合において、一の期間中に命ぜ

られた在宅勤務等の状況に変更が生じた場合であっても、当該一の期間の始期又は

終期が変更されることはない。

［注２］ 支給開始月は、在宅勤務等の職務命令があった期間内の在宅勤務等の計画日数

を、当該期間の月数で除して得た日数が 10 日を超えていれば該当。支給開始後の

月は、月の初日の時点で、前月以前の在宅勤務等の実績日数と当月以降の在宅勤務

等の計画日数の合算した日数を当該期間の月数で除して得た日数が 10 日を超えて

いれば該当。

給与法12の 3

規則九－一五一

②③④

給与法12の 3

規則九－一五一

②③④

給実甲1319

第 12条の3関係
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６ 期末手当

（１） 概要

     ６月１日及び 12 月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（基

準日に離職、死亡、採用となった者を含む。）及び基準日前１ヶ月以内に退職又は死

亡した職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要  件 支     給     額

６月１日・

12 月１日に在

職する職員

給料の月額［注１］

扶養手当［注１］    の合計額（期末手当基礎額［注４］）

地域手当［注２］     ×125.0/100×在職期間率［注５］

役職段階別加算額［注３］   ↑定年前再任用短時間勤務職員

は70/100

※ 暫定再任用職員は定年前

再任用短時間勤務職員とみ

なす。

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達

した日後の最初の４月１日以降、給料月額の７割措置が

適用される職員に支給される期末手当は、７割水準の給

料月額を基礎として手当額が算定される。

支給除外職員 ① 基準日及び基準日前 1 ヶ月以内に退職又は死亡した日に

おいて、次に該当する職員

ａ 無給休職者又は刑事休職者［注６］

ｂ 停職者

ｃ 非常勤職員（給与法22の規定の適用を受ける職員）

ｄ 専従休職者

ｅ 無給派遣職員［注７］

ｆ 育児休業中の者（基準日以前 6 ヶ月以内に勤務した期

間又は勤務した期間に相当する期間がある職員を除く。）

［注８］

ｇ 自己啓発等休業職員

ｈ 配偶者同行休業職員

② 退職の後基準日までの間に、

ａ 給与条例適用職員となった者

ｂ 単純労務職員、企業職員等となった者     

ｃ 特別職の職員となった者         

③ 退職に引き続き、

ａ 国家公務員となった者

ｂ 他の地方公共団体の職員となった者

ｃ 公益的法人等への退職派遣者

［注１］ 期末手当の算定の基礎とする給料の月額、扶養手当の月額

      ① 休職者の場合は、給与法23による支給率を乗じない月額

      ② 給与法 15、育休法(国)26②、勤務時間法 20③等による給与減額の場合は、

減額される前の月額

      ③ 懲戒処分等による減給の場合は、減給されない月額

      ④ 公益的法人等派遣職員で派遣法第６条第２項の規定により給与を市町村が

支給している場合は、公益法人等派遣条例第４条の支給割合を乗じない月額

給与法19の 4①

給与法23

給実甲220①

給与法19の 4

②～⑤

R7.4.1施行予定

R3 国公法改正附

則７⑤

給与法附則8

規則九－四〇

1～3

育休法(国)8①

育休法7

県規則七－一四

2

支給規則24③

給実甲220②

県規則七－一四

8⑤

非常勤

を除く。
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［注２］ 地域手当は、給料の月額及び扶養手当の月額に対するものとし、１円未満は切    

り捨てる。

［注３］ 役職段階別加算額は、

       ｛給料の月額＋地域手当（給料の月額に対するもの）｝×加算割合とする。

加算割合

給料表 職     員 割 合

行政職給料表

職務の級７級及び６級の職員 100分の15

職務の級５級及び４級の職員 100分の10

職務の級３級の職員 100分の５

［注４］ 期末手当の基礎額に1円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

［注５］ 在職期間別割合

在 職 期 間 割 合

６ 月 100分の100

５ 月 以 上 ６ 月 未 満 100分の 80

３ 月 以 上 ５ 月 未 満 100分の 60

３ 月 未 満 100分の 30

       ① 次の期間は在職期間から除算する。

        ａ 停職、専従休職の期間

        ｂ 非常勤職員の期間（勤務日、勤務期間が          全期間除算

         常勤の職員と同様である者を除く。）

        ｃ 休職の期間（公務災害等による期間を除く。）    

        ｄ 育児休業の期間（子の出生日から57日間以内

の育児休業期間（期間が二以上あるときは、

合算した期間）が１か月以下、又はそれ以外の

育児休業期間（期間が二以上あるときは、

合算した期間）が１ヶ月以下の職員を除く。）

        ｅ 自己啓発等休業の期間              

ｆ 配偶者同行休業の期間               

        ｇ 育児短時間勤務をすることにより短縮された

勤務時間の短縮分に相当する期間［注９］

       ② 次の期間は在職期間に算入する。

        ａ 単純労務職員、企業職員等の期間

        ｂ 常勤特別職に属する職員の期間

        ｃ 国又は他の地方公共団体の職員の期間

        ｄ 公益的法人等派遣条例に基づく退職派遣者としての期間

［注６］ 傷病による休職中の職員（有給の期間に限る）の期末手当

     ① 基準日に公務傷病により休職中の職員には期末手当の全額を支給する。

   ② 基準日に結核性疾患により休職中（有給の期間に限る）の職員には期末手当の

80/100を支給することができる。

規則九－四九15

給与法19の 4⑤

規則九－四〇

4の3、別表1

規則九－四〇

15

給与法19の 4②

規則九－四〇

5②

支給規則25④

規則九－四〇 6

県規則七－一四

6

給与法23①

給与法23②

２分の１の

期間を除算
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     ③ 基準日に私傷病により休職中（有給の期間に限る）の職員には期末手当の      

80/100を支給することができる。

④ 結核性疾患又は私傷病により休職中（有給の期間に限る）の職員が、基準日

前１ヵ月内に退職、失職又は死亡した場合は、期末手当の 80/100 を支給するこ

とができる。

［注７］ 公益法人等派遣条例第４条に規定する派遣職員のうち、給与の支給を受けて

いない職員。

［注８］ 「勤務した期間に相当する期間」

① 休暇の期間その他勤務しないことにつき特に承認のあった期間のうち、下記

以外の期間

      ａ 育休法第３条の規定により育児休業をしていた期間

      ｂ 規則九－四〇1③～⑤まで、⑩又は⑫として在職した期間

      ｃ 休職にされていた期間（公務災害等による期間を除く。）

      ｄ 公益法人等派遣条例に基づく派遣職員の派遣期間のうち、a～c のいずれか

に相当する期間

② 公益法人等派遣条例に基づく退職派遣者として在職した期間のうち、a～c の

いずれかに相当する期間以外の期間

［注９］ 育児短時間勤務職員として在職した期間 － 当該期間 × 算出率（※）

    
※ 算出率＝

    育児短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間        

             
38 時間 45分（フルタイムで勤務する職員の１週間当たりの勤務時間）

（３） 支給制限

     （２）に掲げる支給要件を満たす者であっても、次のいずれかに該当する者に

ついては、期末手当は支給されない。

     ① 基準日から支給日の前日までの間に、懲戒免職され又は失職した職員

     ② 基準日前 1 ヶ月以内又は基準日から支給日の前日までの間に離職した職員で、

離職した日から支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの

     ③ 期末手当の一時差止処分を受けた者で、在職期間中の行為に係る刑事事件に      

関し禁錮以上の刑に処せられたもの

（４） 一時差止処分

    ① 一時差止処分

      期末手当を支給することとされていた離職者が、離職した日から支給日の前日     

までの間に次のいずれかに該当する場合は、その支給を一時差し止めることがで     

きる。

      ア 在職期間中の行為に係る刑事事件に関して起訴（略式起訴等を除く。）さ

れ、その判決が確定していない場合

      イ 在職期間中の行為に関し、その者が逮捕された場合又は事実確認の結果、       

犯罪があると思料するに至った場合等、その者に手当を支給することが公務       

に対する信頼を確保し制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障       

を生じると認める場合

    ② 一時差止処分の取消し

      一時差止処分について、次のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに     

当該処分を取り消さなければならない。

     ア 刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合

     イ 刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合

ウ 刑事事件に関し起訴されることなく基準日から起算して１年を経過した場合

給与法23③

給与法23⑦

県規則七－一四

1①Ⅶ

規則一九－〇15

県規則八－七4

規則九－四○ 5

②Ⅵ

育休法(国)16

給与法19の 5

給与法19の 6

①②

給与法19の 6③
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（５） 支給日

基  準  日 支  給  日
・ 支給日が日曜日

   → 前々日

６月１日 ６月30日 ・ 支給日が土曜日

12月１日 12月 10日    → 前日

規則九－四〇

14、別表3
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７ 勤勉手当

（１） 概要

     ６月１日及び 12 月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（基

準日に離職、死亡、採用となった者を含む。）及び基準日前１ヶ月以内に退職又は死

亡した職員に勤務成績に応じて支給される手当

（２） 支給要件と支給額

支   給   額   等

任命権者ごと

の支給総額の

限 度

（ 総 原 資 ）

給料の月額［注１］

扶養手当 ［注１］      

地域手当①［注２］ の合計額×計算率

役職段階別加算額［注３］

計算率

・定年前再任用短時間勤務職員以外

６月 12月

105/100

・定年前再任用短時間勤務職員

６月 12月

50/100

※ 暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。

職員に対する

支 給 額

給料の月額［注１］     

地域手当②［注２］     の合計額（勤勉手当基礎額）

役職段階別加算額［注３］    ×期間率[注４]×成績率[注５]

※ 60歳に達した職員については期末手当の場合に同じ。

支給除外職員 ① 基準日及び基準日前１ヶ月以内に退職又は死亡した日に

おいて、次に該当する職員

ａ 休職者（公務疾病等による休職を除く。）

ｂ 停職者

ｃ 非常勤職員（給与法22の規定の適用を受ける職員）

ｄ 専従休職者

ｅ 公益的法人派遣条例第4条に規定する派遣職員

ｆ 育児休業中の者（基準日以前 6 ヶ月以内に勤務した期

間又は勤務した期間に相当する期間がある職員を除く。）

                        ［注６］

ｇ 自己啓発等休業職員

ｈ 配偶者同行休業職員

② 退職の後基準日までの間に、

ａ 給与条例適用職員となった者

ｂ 単純労務職員、企業職員等となった者

ｃ 特別職の職員となった者

③ 退職に引き続き、

ａ 国家公務員となった者

ｂ 他の地方公共団体の職員となった者

ｃ 公益的法人等への退職派遣者

給与法19の 7①

給与法19の 7

②～⑤

R7.4.1施行予定

R3 国公法改正則

7⑥

給与法19の 7

規則九－四〇9

給与法附則8

規則九－四〇

7、8

県規則七－一五2

育休法（国）8②

育休法7

非常勤

を除く。

132 / 213



［注１］ 勤勉手当の算定の基礎とする給料の月額等については、期末手当の場合に同

じ。

［注２］ 地域手当①⇒給料の月額及び扶養手当の月額に対する地域手当

      地域手当②⇒給料の月額に対する地域手当（１円未満切り捨て）

［注３］ 役職段階別加算額については、期末手当の場合に同じ。

［注４］ 期間率

勤  務  期  間 期 間 率

６月 100/100

５月15日以上 ６月未満 95/100

５月以上 ５月15日未満 90/100

４月15日以上 ５月未満 80/100

４月以上 ４月15日未満 70/100

３月15日以上 ４月未満 60/100

３月以上 ３月15日未満 50/100

２月15日以上 ３月未満 40/100

２月以上 ２月15日未満 30/100

１月15日以上 ２月未満 20/100

１月以上 １月15日未満 15/100

15日以上 １月未満 10/100

15日未満 5/100

0 0

        ① 「勤務期間」は職員として在職した期間とし、次の期間を除算する。

         ａ 停職者、専従休職者の期間

ｂ 非常勤職員の期間（勤務日、勤務時間が常勤の職員と同様である者

を除く。）

ｃ 育児休業の期間（子の出生日から 57 日間以内の育児休業期間（期間

が二以上あるときは、合算した期間）が１か月以下、又はそれ以外

の育児休業期間（期間が二以上あるときは、合算した期間）が１ヶ

月以下の職員を除く）

         ｄ 自己啓発等休業の期間

         ｅ 配偶者同行休業の期間

         ｆ 休職の期間（公務災害等による期間を除く。）

         ｇ 私傷病により勤務しなかった期間が週休日等を除いて 30 日を超える

場合はその勤務しなかった全期間

         ｈ 育児短時間勤務をすることにより短縮された勤務時間の短縮分に相

当する期間（期間の算定は、期末手当と同じ）

         ｉ 欠勤により給与を減額された場合はその減額された期間

         ｊ 育児休業法による部分休業の承認を受け、１日の勤務時間の一部を

勤務しなかった日が30日を超える場合はその勤務しなかった期間

給実甲220②

給与法19の 7

②③

規則九－四九15

給与法19の 7④

規則九－四〇

10、別表2

規則九－四〇

11②
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         ｋ 基準日以前６ヶ月以内において勤務した日がない場合はその全期間

（公務傷病、特別休暇、年次休暇等により全期間勤務しなかった場合

も該当する。）

ｌ 介護休暇の承認を受けて勤務しなかった期間から週休日等を除いて

30日を超える場合はその勤務しなかった全期間

         ｍ 介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間から週休日等を除いて

30日を超える場合はその勤務しなかった全期間

ｎ 公益的法人等派遣条例に基づく派遣職員に係る派遣期間のうち、ａ～

ｍに相当する期間

② 職員として在職した期間に算入する期間については、期末手当の場合に

同じ。

［注５］ 成績率は、当該職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明

に基づき、任命権者が定める。

ただし、任命権者は、その所属の支給対象職員が著しく少数であること等の事

情により、「特に優秀」及び「優秀」区分の成績率によることが著しく困難である

と認める場合には、あらかじめ長と協議して、別段の取り扱いをすることができ

る。

      （令和７年度の人事院の基準）

成績区分
定年前再任用短時間勤務職員

以外

定年前再任用短時間勤務職

員

特に優秀 124/100以上315/100以下 －

優秀 112.5/100以上124/100未満 51.5/100以上

良好 101/100 48/100

良好でない 92.5/100以下 46/100以下

（令和６年度の人事院の基準）

   ・懲戒処分を受けた場合

懲戒処分
定年前再任用短時間勤務職員

以外
定年前再任用短時間勤務職員

戒告 60/100以下 30/100以下

減給 50/100以下 25/100以下

停職 40/100以下 20/100以下

※１ 「特に優秀」及び「優秀」の職員の数の割合は長が定める。

  （人事院の割合）

   ・特に優秀・・・5/100以上

   ・優秀  ・・・25/100以上

※２ 「良好でない」の基準については、当分の間、長の定めるところによる。

   （懲戒処分の場合だけでなく、訓告、厳重注意等の事実、欠勤の状況、人事

評価記録書等の評定から勤務成績が良好でないと認められる場合も適用さ

れる。）

※３ 暫定再任用職員は定年前再任用短時間勤務職員とみなす。

県規則七－一五

5②Ⅺ

規則九－四〇12

規則九－四〇

13、13の 2

規則九－四〇

13

R7.4.1施行予定

給実甲220㊱

規則九－四〇

13⑤

給実甲220○39

給実甲220

○36○37

規則一－七九附

則11②

通知(人)事企法38

R4.2.18
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［注６］ 「勤務した期間に相当する期間」

     ① 公益的法人等派遣条例に基づく派遣職員の派遣期間のうち勤務した期間

     ② 公益的法人等派遣条例に基づく退職派遣者として在職した期間のうち勤務した

期間

     ※ 期末手当の場合は、特別休暇等、勤務しないことにつき特に承認のあった期間

（育児休業、懲戒停職、休職、非常勤、在籍専従の期間を除く）は「勤務した期

間に相当する期間」に含まれるが、勤勉手当の場合は含まれないので注意するこ

と。

（３） 支給制限（期末手当の場合に同じ。）

（４） 一時差止処分（期末手当の場合に同じ。）

（５） 支給日（期末手当の場合に同じ。）

県規則八－七5

給与法19の 7⑤

給与法19の 7⑤

規則九－四〇

14、別表3
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８ 地域手当

（１） 概要

地域の民間賃金水準を公務員給与に適切に反映するよう、物価等も踏まえつつ、

主に民間賃金の高い地域に勤務する職員の給与水準の調整を図るため支給される手

当。また、医療職給料表（一）適用者についても、特例措置として地域手当を支

給。

（２） 支給額

給料の月額

管理職手当の月額  の合計額×支給割合＝地域手当の月額

扶養手当の月額             （１円未満の端数切捨て）

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月１日

以降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される地域手当は、７割水準の給

料月額を基礎として手当額が算定される。

（３） 級地等の区分・支給割合

級地の

区分等
1級地 2級地 3級地 4級地 5級地

医療職

（一）

支

給

割

合

条

例
20/100 16/100 12/100 8/100 4/100 16/100

当該地

域・職

種の例

東京都

特別区

仙台市

多賀城市
医師

１ 異動保障

    異動等の前日に在勤していた地域手当支給地域に６箇月を超えて在勤し地域手当の支

給を受けていた職員が、支給割合の低い地域又は支給地域でない地域に異動した場合

は、異動の日から３年間（２年目の支給割合は 80/100、３年目の支給割合は 60/100）

は異動前に在勤していた地域に係る支給割合による地域手当を支給する。

ただし、異動前に在勤していた地域に係る支給割合以上の割合の地域手当が支給され

る期間については適用されない。

※ R7.4.1から定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員が支給対象に追加。

  ２ 人事交流等職員の特例

    国家公務員又は給料表の適用を受けない地方公務員が、人事交流等により引き続き給

料表の適用を受ける職員となり､異動保障の対象とされる職員との均衡上必要があると

認められるときは、異動保障の規定に準じて地域手当を支給する。

（４） 支給手続等

     給料の支給方法に準ずる。

給与法

11の 3～6

給与法11の 3②

規則九－四九⑮

給与法附則8

規 則 九 － 四 九

2、3、別表第1

R7.4.1施行予定

給与法

11の 3②、③

給与法11の 5

給与法11の 7①

給与法19の 8③

給与法11の 7③

規則九－四九

13、14

規則九－七

7の2
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９ 寒冷地手当

（１） 概要

     基準日（毎年 11 月から翌年３月までの各月の初日）に支給地に在勤する職員に対

して支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要    件 支   給   額

基準日におい

て寒冷地に在

勤する職員

[注１]

基準日における職員の世帯等の区分に応じた額

地域の

区 分

世  帯  等  の 区  分

世帯主である職員[注２]

その他の

職  員

扶養親族[注３]

のある職員

[注４]

その他の世帯

主である職員

４級地   19,800円 11,400円   8,200円

支給除外職員 ①常勤以外の職員

②基準日において次の職員に該当する場合

・無給休職者

・刑事休職者

・停職者

・専従休職者        無給休職等職員

・無給派遣職員

・育児休業中の職員

・自己啓発等休業職員

・配偶者同行休業職員

日割計算によ

り支給される

者

            当該基準日の翌日から当該基

（基準日において） →  準日の属する月の末日までの

             間に

① 有給休職者[注５]又は無給休職等職員（以下「休職等職

員」という。）に該当しない職員

  → 休職等職員に該当する職員となった場合

② 休職等職員に該当する職員

  → 休職等職員に該当しない職員となった場合

③ 無給休職等職員に該当する職員

  → 有給休職者に該当する職員となった場合

④ 有給休職者に該当する職員

  → 無給休職等職員に該当する職員となった場合

⑤ 有給休職者に該当する職員

  → 支給割合が変更された場合

  [注１] 異動等により、基準日に寒冷地に在勤する職員（以下「在勤職員」という。）の

要件を具備するに至った者は、基準日において在勤職員に該当するものとし、基

準日に在勤職員の要件を欠くに至った者は、基準日において在勤職員に該当しな

いものとする。

[注２] 「世帯主である職員」とは、主としてその収入によって世帯の生計を支えてい    

る職員で、次の者をいう。

・ 扶養親族を有する者

・ 扶養親族を有しないが、居住のため、一戸を構えている者又は下宿、寮等の

一部屋を専用している者

寒冷地手当法1

寒冷地手当法

2①、②

R7.4.1施行予定

寒冷地手当法1

寒冷地手当支給

規則4

寒冷地手当法

2④

寒冷地手当支給

規則5

国家公務員の寒冷地

手当に関する法律等

の運用方針について

法第１条関係

寒冷地手当支給

規則2
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[注３] 「扶養親族」とは、給与法第 11 条（扶養手当）の規定する扶養親族で、かつ同

法第11条の２の規定に準ずる届出がなされている者をいう。

          なお、新たに職員となった者に扶養親族があり、又は職員に扶養親族が生じ、

その届出が職員となった日又は基準日の後になされた場合で当該届出が職員とな

った日又は当該事実の生じた日から 15 日以内になされたときは、当該届出に係

る扶養親族は、職員となった日又は当該事実の生じた日から扶養親族として取り

扱うものとする。

[注４] 「扶養親族のある職員」には、次のものは含まれないものとする。

    ・ 扶養親族のある職員であって在勤等地域（職員が在勤する地域及び長が別に

定める地域（寒冷地手当法の別表地域））に居住する扶養親族のないもののう

ち、給与法第 12 条の２第１項の規定する単身赴任手当（「単身赴任手当」とい

う。）を支給されるものであって、職員の扶養親族が居住する住居（当該住居が

２以上ある場合にあっては、すべての当該住居）と在勤等地域の市役所又は町

村役場との間の距離のうち最も短いもの（以下「最短距離」という。）が 60 キ

ロメートル以上であるもの

     ・ 扶養親族のある職員であって在勤等地域に居住する扶養親族がなく、単身赴

任手当を支給される職員以外の職員であって扶養親族と同居していないものの

うち、最短距離が60キロメートル以上であるもの

[注５] 「有給休職者」とは、給与法第 23 条第２項、第３項又は第５項の規定に準ずる

給与の支給を受ける職員をいい、寒冷地手当の支給額は、同条第２項、第３項又

は第５項の規定による割合を乗じて得た額となる。

（３） 支給日

     ① 基本的な支給日

→ 基準日の属する月の支給定日。

     ② その他の支給日

      ア 基準日から支給定日の前日までに離職、死亡した職員

        → 離職、死亡した際

      イ 基準日から引き続いて無給休職等職員に該当している職員が支給定日後に

復職等をした場合

       → 復職等の際

      ウ 基準日の属する月にその所属する給料の支給義務者を異にして異動した場

合

        → 当該基準日に所属する給料の支給義務者において支給（異動が支給定

日前であるときは、異動した際）

国家公務員の寒冷地

手当に関する法律等

の運用方針について

扶養親族について

寒冷地手当支給

規則3

寒冷地手当法

2③Ⅰ

寒冷地手当支給

規則6
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１０ 時間外勤務手当

（１） 概要

     正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられ勤務した職員又は１週間の正規の勤    

務時間を超えて勤務することを命ぜられ勤務した職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要   件［注６］ 支     給     額

① 正規の勤務時間外

に勤務することを命

ぜられ勤務した職員

（週休日における勤

務を含む。）

② 職員の勤務時間、

休暇等に関する条例

等に定められた 1 週

間の法定労働時間を

超えて正規の勤務時

間が割り振られ、勤

務した職員

正規の勤務時間外に勤務した全時間、正規の勤務時間を超

えて勤務した全時間に対し支給

支給額［注１］

  ＝１時間あたりの給与額×支給割合×勤務時間数

       ↓

    （給料の月額＋地域手当＋A）×12      

（38時間45分×52）－（７時間45分×１年間の休日数）

A：初任給調整手当、寒冷地手当、特殊勤務手当（月額又は定

率で定められているものに限る）、在宅勤務手当等［注 2］

※ 地域手当は給料の月額に対する地域手当の月額

※ １年間の休日数とは、祝日法による休日及び年末年始

の休日の日数をいう。

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達

した日後の最初の４月１日以降、給料月額の７割措置が

適用される職員に支給される時間外勤務手当は、７割水

準の給料月額を基礎として手当額が算定される。

  支給割合

勤 務 の 区 分 割 合
① 正規の勤務時間が割り振ら

れた日の勤務（休日勤務手
当が支給されることとなる
日及び②の場合を除く。）

125/100
［注２］

上記及び②以外の勤務の場
合

135/100
［注２］

② １週間の正規の勤務時間を
超えた勤務

25/100
［注３］

※ 定年前再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員に

ついては、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間と正

規の勤務時間との合計が７時間 45 分に達するまで又は週

の勤務時間が 38 時間 45 分に達するまでは 100/100、そ

れを超える部分については上記を適用する。

※ １か月 60 時間を超える時間外勤務について、時間外勤

務手当の支給割合を 125/100 又は 135/100 から 150/100

に引き上げて支給（深夜勤務の支給割合の加算（＋

25/100）は、変更なし。）。［注４］

※ 定年前再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員

に、月 60 時間を超える時間外勤務を行わせた場合の平日

の７時間 45 分に達するまでの勤務の支給割合（60 時間

前100/100）も150/100 となる。

※ 暫定再任用短時間勤務職員は定年前再任用短時間勤務

職員とみなす。

除かれる者 ・ 管理職手当の支給を受ける職員

・ 宿日直勤務職員［注５］

給与法16

給与法16

県給与条例14⑥

県給与条例17

県規則七－〇 9

給与法19

労基則19Ⅳ

R6給与情報③

労基法37⑤

労基則21

行実（人）

昭33.9.2

給与法附則8

給与法16

規則九－九七 2

県規則七－一一

三 2③

給与法16

育休法（国）16

県給与条例14⑦

県給与条例14⑧

R3 国公法改正附

則7④

給与法19の 3①

給与法19の 8②
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〈時間外勤務手当の支給割合〉

平日 平日深夜 週休日
週休日

深夜

60時間まで 125/100 150/100 135/100 160/100

60時間超 150/100 175/100 150/100 175/100

［注１］ 勤務１時間あたりの単価に 50 銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50

銭以上１円未満の端数が生じたときはこれを１円に切り上げる。

      また、支給の基礎となる勤務時間は、その月の全時間数（支給割合を異にする

部分があるときは、その異にする部分ごとに計算した時間数）によって計算し、

30 分未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、30 分以上１時間未満の端数が生

じたときはこれを１時間とする。

［注２］ 在宅勤務手当が実費弁償として支給されている場合は、増賃金の基礎となる賃

金への算入は要しない。

［注３］ 時間外勤務が午後 10 時から翌日午前５時までの間に行われる場合は、支給割合

に25/100を加算した割合とする。

［注４］ １か月60時間を超える時間外勤務となった場合の支給割合は50/100となる。

［注５］ 任命権者は、１か月 60 時間を超える時間外勤務を行った職員に対し、時間外勤

務手当の支給割合に代えて、時間外勤務代休時間を指定することができる。

     （Ⅱ「勤務時間・休日・休暇」 第３「週休日及び休日」４「時間外勤務代休時

間」を参照）

［注６］ 宿日直勤務との関係

      宿日直勤務は、正規の勤務時間以外の時間に本来の業務に従事しないで庁舎の

監視、外部との連絡等を行うものであり、時間外勤務手当が支給される勤務には

含まれない。

［注７］

１ 休日勤務と時間外勤務

      休日等における正規の勤務時間内の勤務に対しては、時間外勤務手当でなく、

休日勤務手当を支給する。（この場合､正規の勤務時間を超えて勤務することを命

ぜられ勤務した部分については時間外勤務手当を支給する。）

      ただし、休日が週休日と重なった場合の勤務に対しては、休日勤務手当ではな

く時間外勤務手当を支給する。

    ２ 出張と時間外勤務

      出張中の職員は、その旅行期間中正規の勤務時間を勤務したものとみなすこと

から、特に指示命令され、現に勤務した時間につき明確に証明できる場合以外は

時間外勤務とはならない。

    ３ 日曜出張と時間外勤務

      移動時間等は原則として勤務時間とはみなされないことから、移動時間等を除

いた用務先での実際の勤務時間（会議時間等）が時間外勤務の対象となる。

      出張中の休日はその日に旅行する等の場合であつても、旅行中における物品の

監視等別段の指示がある場合の外は休日労働とならない。

    ４ 始業時前の時間外勤務

     その日の勤務時間が始まる前に時間外勤務した場合は、その日の時間外勤務と

して取り扱う。

    ５ 併任している場合の時間外勤務

      併任先での時間外勤務については、原則として併任先での時間外勤務手当を支

給する。

給与法19の 2③

給与法16

給与法18の 2

給実甲28

第 16条関係

給与法16①

労基法37④

給与法16③

R6給与情報③

勤務時間法 13 の

2

給与法19の 2③

給実甲28

第 17条関係

労基法38の 2①

給実甲28

第 16条関係

行実(労)

昭23.3.17

給実甲28

第 16 条関係

2①

規則八－一二38

行実昭31.12.25

140 / 213



    ６ 管理職手当を受けている者が、管理職手当の支給対象でない職を併任兼務し、

時間外勤務した場合の取扱い

      併任している管理職手当の支給対象でない職に係る時間外勤務をした場合で

あっても時間外勤務手当は支給されない。

    ７ 休憩時間中に任命権者の命により勤務した場合は､時間外勤務として取り扱う。

（３） 支給日

     その月の分を翌月の給料の支給日に支給する。

     ただし、離職、死亡した場合等は、その際支給する。

給与法19の 3

①、19の 8②

行実昭36.8.21

給実甲28

第 16条関係

規則九－七

11、12
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１１ 休日勤務手当

（１） 概要

     休日（祝日・年末年始）において正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられ勤    

務した職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要  件［注３］ 支     給     額

休日等において正規の

勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられ勤務し

た職員

正規の勤務時間中に勤務した全時間に対し支給

支給額［注１］

  ＝１時間あたりの給与額×（135/100）×勤務時間数

       ↓

    （給料の月額＋地域手当＋A）×12     

（38時間45分×52）－（７時間45分×１年間の休日数）

A：初任給調整手当、寒冷地手当、特殊勤務手当（月額又

は定率で定められているものに限る）、在宅勤務手当等

※ 地域手当は給料の月額に対する地域手当の月額

※ １年間の休日数とは、祝日法による休日及び年末年始

の休日の日数をいう。

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達

した日後の最初の４月１日以降、給料月額の７割措置が

適用される職員に支給される休日勤務手当は、７割水準

の給料月額を基礎として手当額が算定される。

除かれる者     ・ 管理職手当の支給を受ける職員

・ 宿日直勤務職員［注２］

［注１］ 勤務１時間あたりの単価に 50 銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50

銭以上１円未満の端数が生じたときはこれを１円に切り上げる。

      また、支給の基礎となる勤務時間は、その月の全時間数によって計算し、30 分

未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、30 分以上１時間未満の端数が生じた

ときはこれを1時間とする。

［注２］ 在宅勤務手当が実費弁償として支給されている場合は、増賃金の基礎となる賃

金への算入は要しない。

［注３］ 宿日直勤務との関係

      宿日直勤務は、正規の勤務時間以外の時間に本来の業務に従事しないで庁舎の

監視、外部との連絡等を行うものであり、休日勤務手当が支給される勤務には含

まれない。

［注４］１ 代休日を指定された場合の取扱い

      休日に割り振られた勤務時間の全部について特に勤務を命ずる必要がある場     

合において、代休日を指定され、休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務し     

た場合、当該代休日は勤務を要しない。

      なお、当該代休日に勤務を命ぜられ勤務した場合には休日勤務手当が支給さ

れる。

    ２ 交代制職員等で週休日が祝日法による休日（年末年始の休日は祝日法による

休日ではないので含まれない）に当たるときは、休日勤務手当が支給される日

は次に掲げる日となる。

     ① 原則として祝日法による休日の直後の正規の勤務日

     ② 直後の勤務日が休日等にあたるときはその日の直後の正規の勤務日

給与法17

給与法17、19

労基則19Ⅳ

行実(人)

昭33.9.2

規則九－四三3

労基法37⑤

労基則21

R6給与情報③

給与法附則8

給与法

19の 3①

19の 8②

19の 2③

給与法18の 2

給実甲28

第 16条関係

給与法19の 2③

R6給与情報③

勤務時間法15

通知平6.8.5

規則九－四三1
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※ 正規の勤務日とは週休日以外の日をいう。

３ 時間外勤務と休日勤務

       休日において、正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ勤務した時

間については時間外勤務手当を支給する。

       なお、休日が週休日と重なった場合の勤務に対しては、休日勤務手当ではな

く時間外勤務手当を支給する。

     ４ 夜間勤務手当と休日勤務手当の併給

       午後 10 時から翌日の午前５時までの間における正規の勤務（病院や消防署等

における夜間勤務手当が支給される勤務）時間中の勤務の中に休日等がある場

合にはその部分の勤務については夜間勤務手当と休日勤務手当が併せて支給さ

れる。

（３） 支給日

     その月の分を翌月の給料の支給日に支給する。

     ただし、離職、死亡した場合等は、その際支給する。

給実甲28

第 17条関係

給実甲28

第 18条関係

規則九－七 11、

12
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１２ 夜間勤務手当

（１） 概要

     正規の勤務時間として、深夜に勤務することを命ぜられ勤務した職員に支給され

る手当

（２） 支給要件と支給額

要   件 支     給     額

正規の勤務時間とし

て、午後 10 時から

翌日の午前５時まで

の間に勤務すること

を命ぜられ勤務した

職員

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前５時ま

での間に勤務した全時間に対し支給［注１］

支給額［注２］

  ＝１時間あたりの給与額×（25/100）×勤務時間数

       ↓

         （給料の月額＋地域手当＋A）×12         

（38時間45分×52）－（7時間45分×１年間の休日数）

A：初任給調整手当、寒冷地手当、特殊勤務手当（月額

又は定率で定められているものに限る）、在宅勤務手

当等

※ 地域手当は給料の月額に対する地域手当の月額

※ １年間の休日数とは、祝日法による休日及び年末年

始の休日の日数をいう。

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）

に達した日後の最初の４月１日以降、給料月額の７割

措置が適用される職員に支給される夜間勤務手当は、

７割水準の給料月額を基礎として手当額が算定され

る。

除かれる者     ・ 管理職手当の支給を受ける職員

・ 宿日直勤務職員［注３］

［注１］ 深夜の休憩時間（仮眠時間）の取扱い

休憩時間(仮眠時間等)がある場合は、当該休憩時間は勤務時間数から除かれ

る。

［注２］ 在宅勤務手当が実費弁償として支給されている場合は、増賃金の基礎となる賃

金への算入は要しない。

      なお、業務の都合によりその休憩時間に勤務をした場合は、時間外勤務手当を

支給する。

［注２］ 勤務１時間あたりの単価に 50 銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て 50

銭以上１円未満の端数が生じたときはこれを１円に切り上げる。

      また、支給の基礎となる勤務時間は、その月の全時間数によって計算し、30 分     

未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、30 分以上１時間未満の端数が生じた

ときはこれを１時間とする。

［注３］ 宿日直勤務との関係

      宿日直勤務は正規の勤務時間以外の時間に本来の業務に従事しないで庁舎の監

視、外部との連絡等を行うものであり、夜間勤務手当が支給される勤務には含ま

れない。

（３） 支給日

     その月の分を翌月の給料の支給日に支給する。

     ただし、離職、死亡した場合等は、その際支給する。

給与法18

給与法18、19

労基則19Ⅳ

行実(人)

昭33.9.2

労基法37⑤

労基則21

R6給与情報③

給与法附則8

給与法

19の 3①

19の 8②

19の 2③

給実甲28

第18条関係①

第16条関係②

R6給与情報③

給与法18の 2

給実甲28

第 16条関係

給与法19の 2③

規則九－七 11、

12
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１３ 宿日直手当

（１） 概要

     宿日直勤務を命ぜられ勤務した職員に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要   件 支     給     額

宿直勤務、日直勤務を命ぜられ

勤務した職員［注］

普通宿日直勤務の場合１回 4,400 円（勤務時

間が午前8:30 から午後 0:30 までと定められ

ている日及びこれに相当する日に退庁時から

引き続いて行われる宿直勤務の場合は

150/100 を乗じて得た額（6,600 円）、５時間

未満の場合は 50/100 を乗じて得た額（2,200

円））

                    ※医師の当直勤務の場合１回 21,000円

［注］１ 時間外勤務等と宿日直勤務

      宿日直勤務は、正規の勤務時間以外の時間及び休日に本来の業務に従事しない

で、庁舎、備品、書類等の保全、外部との連絡、文書の収受及び庁内の監視等を

行うものであり、その勤務形態は断続的勤務とされているので、勤務時間、休憩

時間の労基法の規定が適用除外となっている。

    ２ 宿日直勤務の回数

      同一職員に対し、月当たりの回数が著しく多くなるような宿日直勤務を命ずる

ことは､職員の健康管理等の面からも好ましくないと考えられ、その回数につい

て、宿直勤務については週１回、日直勤務については月１回という基準が示され

ている。

  

（３） 支給日

     その月の分を翌月の給料の支給日に支給する。

     ただし、離職、死亡した場合等は、その際支給する。

給与法19の 2

給与法19の 2

規則九－一五

1、2

労基法41Ⅲ

労基則23

給与法19の 2③

行実(労)

昭23.4.17

規則九－七 11、

12
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１４ 管理職員特別勤務手当

（１） 概要

     管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の必要等により週休日又は休日

等に勤務した場合に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要   件 支     給     額

臨時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により週休日又は休日等

に勤務した管理職手当の支給を受け

る職員［注１］

勤務１回につき 12,000 円を超えない範囲内

の額（勤務に従事した時間が６時間を超え

る場合は、上記の額に 150/100 を乗じて得

た額） ［注２］

災害への対処等の臨時又は緊急の必

要によりやむを得ず平日深夜（午後

１０時から午前５時までの間）に正

規の勤務時間以外の時間に勤務した

管理職手当の支給を受ける職員［注

３］

勤務１回につき 6,000 円を超えない範囲内

の額

（勤務に従事した時間が６時間を超える場

合は、上記の額に 150/100 を乗じて得た

額）

  ※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月１日以

降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される管理職員特別勤務手当は、上

記の手当額に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満の端数が生じた場合はこれ

を切り捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100 円に切り上げた額とす

る）を支給する。

［注１］① 「臨時又は緊急の必要」による勤務とは、週休日又は祝日法による休日若し

くは年末年始の休日に処理することを要することが明白な臨時又は緊急性を有

する業務のための勤務をいう。

       なお、「公務の運営の必要」による勤務には、祝日法にいう休日又は年末年始

の休日において公務の正常な運営を確保するため、交替制勤務に従事する対象

職員が当該休日の正規の勤務時間中に行う勤務を含む。

     ② 次に掲げる業務のための勤務は、管理職員特別勤務手当の支給対象となる勤

務としては取り扱わない。

      ア 各種資料の整理等

      イ 通常の勤務日においても一般的に行われているデータの計測、機器の管理

その他これに類する業務

      ウ 所属機関以外の機関等が主催する諸行事（記念式典、表彰式、講習会）等

への儀礼的な参加、出席（あいさつ等を行う場合を含む。）

      エ 所属機関が主催又は共催する諸行事等への開催事務担当者以外の立場での

参加、出席

［注２］ 管理職員特別勤務は、連続する勤務の始まりから終わりまでを１回として取り

扱うものとし、一の週休日等において２回以上勤務した場合は、それらのすべて     

の勤務を１回の連続した勤務として取り扱う。

［注３］ ここでいう「臨時又は緊急の必要」による勤務とは、週休日又は祝日法による

休日若しくは年末年始の休日以外の日の午前０時から午前５時までの間であって

正規の勤務時間以外の時間に処理することを要することが明白な臨時又は緊急性

を有する業務のための勤務をいう。

（３） 支給日

     その月の分を翌月の給料の支給日に支給する。

ただし、離職、死亡した場合等は、その際支給する。

給与法19の 3

給与法19の 3

規則九－九三

2、3

給与法19の 3①

規則九－九三 2

①

R7.4.1施行予定

規則九－九三

附則2

給実甲688

給与法第19条

の3関係①

通知平27.1.30

給実甲688

給与法第19条

の3関係③

給実甲688

給与法第19条

の3関係②

規則九－七 11、

12
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１５ 管理職手当

（１） 概要

     管理、監督の地位にある職員に対し、その職務の特殊性に基づき支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要   件 支     給     額

管理、監督の地位にある職員のう

ち、規則で指定するもの［注］

給料表別職務の級別に定められた定額の手

当額

※支給限度：管理職手当の支給を受ける

職員の属する職務の級における最高号

俸の給料月額×25/100

支給されない場合 ・ 月の1日から末日までの全日数にわた

って勤務しなかった場合（公務上又は通

勤上の負傷者若しくは疾病による休暇、

休職の場合を除く。）

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月１日以

降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される管理職手当は、上記の手当額

に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨

て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100 円に切り上げた額とする）を支給

する。

［注］１ 管理職員等の範囲を定める規則の管理職員と管理職手当支給対象の管理職員と

の関係

      「管理職員等の範囲を定める規則」に定める管理職員は、労使関係における立

場が一般職員と異質の管理・監督の地位にある職員及び機密の事務を取り扱う職

員であり、管理職手当支給対象の管理職員は、管理監督の地位にある職員で勤務

時間等の労働基準法の規定が適用除外となっており、時間外勤務手当制度になじ

まないという特殊性を有する職員である。

したがって、これらはいずれも全く異なった原理で定められているので両者は

必ずしも一致しない。

    ２ 時間外勤務手当等と管理職手当

      管理職手当が支給される職員には、時間外勤務手当等が支給されないことに

なっており、次に掲げる場合であっても支給されない。

      ア 風水害等による非常災害の場合に、これに対処するため時間外勤務した場     

       合

イ 管理職手当が支給されない職を併任(兼務)し、時間外勤務した場合

    ３ 欠員等になっている管理職手当の支給を受ける職を一時兼ねた場合（課長職務

代理等）の取扱い

      本務として命ぜられた場合に限り、当該兼務職の管理職手当を支給できる。

（３） 支給手続等

     給料の支給方法に準ずる。

月の中途で退職した場合の取扱い

     給料の支給方法に準ずることから、日割計算により支給する。

給与法10の 2①

給与法10の 2②

規則九－一七

1、2、別表1～3

規則九－七 7

規則九－一七 3

地公法52③④

給与法19の 8②

行実昭36.8.15

行実昭36.8.21

行実昭34.4.2

行実(文)

昭35.2.24

規則九－七 5、6
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１６ 初任給調整手当

（１） 概要

     医療職給料表（一）の適用を受ける職員で採用による欠員補充が困難と認められ

る職又は特殊な専門知識を必要とし、採用による欠員補充に特別の事情があると認

められる職に採用された職員に採用の日から一定期間支給される手当

    ※ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員は支給されない。

（２） 支給要件と支給額

要     件 支   給   額

① 医療職給料表（一）の適用を受け

る職員のうち採用による欠員の補充

が困難である職で規則で定めるもの

に新たに採用された職員

月額416,600円以内

（採用の日から35年以内）

※参考：人事院規則9-34別表第1

② ①に掲げる職以外の職のうち特殊

な専門的知識を必要とし、かつ、採

用による欠員の補充について特別の

事情があると認められる職で規則で

定めるものに新たに採用された職員

月額2,500円以内

（採用の日から５年以内）

※ 給与法 10 の 4①Ⅳの規定に該当す

るが、国においては、この規定によ

る初任給調整手当の支給対象職員は

定められていない。

③ ①及び②に掲げる職に在職する職

員のうち、初任給調整手当を支給さ

れる職員との権衡上必要があると認

められる職員

①及び②に準ずる。

※ 60 歳（旧特例定年職員にあっては特例定年年齢）に達した日後の最初の４月１日以

降、給料月額の７割措置が適用される職員に支給される初任給調整手当は、上記の手

当額に 70/100 を乗じて得た額（その額に 50 円未満の端数が生じた場合はこれを切り

捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときは 100 円に切り上げた額とする）を支

給する。

（３） 支給手続等

     給料の支給方法に準ずる。

給与法10の 4

給与法19の 8③

R3 国公法改正附

則7⑦

給与法10の 4

規則9-34

別表第1

R7.4.1施行予定

規則九－三四

7の2

規則九－七

7の2
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１７ 災害派遣手当等

（１） 概要

     災害応急対策等のため国又は他の地方公共団体から派遣された職員が、住所又は

居所を離れて市（町村）の区域に滞在する場合に支給される手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支   給   額

災害応急対策又は災害復旧のため国

又は他の地方公共団体から派遣され

た職員が住所又は居所を離れて市

（町村）の区域に滞在する場合

利用施設

滞在期間

公用・準
ずる施設

その他の
施 設

30日以内 3,970円 6,620円

31日以上
60日以内

3,970円 5,870円

61日以上 3,970円 5,140円

（３） 支給手続等

     月の１日から末日までの分をその都度任命権者の指定する日に支給する。

     ただし、その日が休日、土曜日又は日曜日に当たるときは、その日前においてそ

の最も近い休日、土曜日又は日曜日でない日に支給する。

     また、支給日前に離職し又は死亡した職員には、その際支給することができる。

災対基令19

県給与条例 21 の

8

県規則七－四五

1

県規則七－四五2
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１８ 特殊勤務手当

（１） 概要

     著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務で給与上特別の考慮を必要とし、かつ

その特殊性を給料等に組み入れることが適当でない職務に従事する職員に支給され    

る手当

（２） 支給要件と支給額

要     件 支   給   額

著しく危険、不快、不健康又は困難な

勤務で給与上特別の考慮を必要とし、

かつ、その特殊性を給料（給料表の給

料月額及び給料の調整額）に組み入れ

ることが適当でない職務に従事する職

員又は給料月額の調整額表を定めるこ

とが適当でない職に従事する職員

別に条例（職員の特殊勤務手当に関する

条例）で定めるところによる。［注］

※ 参考

人事院規則９-30（特殊勤務手当）

  第２条（特殊勤務手当の種類）

  

※ 定年前再任用短時間勤務職員の支給額について特に規定はないが、再任用短時間勤

務職員（再任用制度は令和５年３月をもって廃止）については以下のような計算方法

であった。

再任用短時間勤務職員の１月につき支給する特殊勤務手当の額

＝１月につき支給する特殊勤務手当の額×（１週間あたりの勤務時間／38時間45分）

                                  （端数切捨て）

［注］ 市町村が職員に特殊勤務手当を支給しようとするときは、必ずこの条例を制定

しなければならない。

給与法13

給与法13

特勤条例7

端数計算法2①
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第３ 退職手当

（１） 概要

     職員が退職し又は死亡した場合に、一時金としてその者又はその者の遺族に支給

される給与。

（２） 支給対象

① 受給権者
ア 退職した職員（常勤的非常勤職員を含む｡以下同じ。）
イ 死亡した職員の遺族

     ※ 遺族の範囲
      ａ 配偶者（内縁関係を含む｡）
      ｂ 子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹で主として職員の収入で生計を維持して

いた者
      ｃ ｂに掲げる者の他、職員の死亡当時に主として職員の収入で生計を維持し

ていた親族
     ｄ 子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹でｂ以外の者
     ※ 遺族の順位

   ａ→ｂ→ｃ→ｄ

② 支給されない者

・ 定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員

・ 退職の日又は翌日に再び職員となった者（特別職を除く。）

・ 在職期間６月未満で退職した者（死亡、傷病による退職、整理退職者等を除

く。）

・ 職員を故意に死亡させた者又は職員の死亡によって退職手当の支給を受けるこ

とができる先順位又は同順位となるべき者を故意に死亡させた者

③ 支給制限
ア 懲戒免職等処分を受けた場合等
  退職をした者が次のいずれかに該当するときは、宮城県市町村職員退職手当組
合長（以下「組合長」という。）は、当該退職をした者に対し、全部又は一部を支
給しないこととする処分を行うことができる。
・ 懲戒免職等処分を受けて退職をした者
・ 地公法28④により失職又はこれに準ずる退職をした者

イ 退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等
(ア)  退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払われて

いない場合において、次のいずれかに該当するときは、組合長は、当該退職を
した者に対し、全部又は一部を支給しないこととする処分を行うことができ
る。

ａ 刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては、基礎在職期間中の
行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せられ
たとき。

ｂ 当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在
職期間中の行為に関し地公法 29③の規定による懲戒免職処分（以下「定年前
再任用短時間勤務職員に対する免職処分」という。）を受けたとき。
※ 暫定再任用職員については、地公法第29条第 3 項の規定が適用されるこ
とから、この規定も適用されることになる。

ｃ 当該懲戒免職等処分機関が、当該退職をした者（定年前再任用短時間勤務
職員に対する免職処分の対象となる者を除く。）について、当該退職後に当該
一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間
中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認めたとき

(イ) 死亡による退職をした者の遺族に対しまだ当該一般の退職手当等の額が支
払われていない場合において、③イ（ア）ｃに該当するときは、組合長は、当
該遺族に対し、全部又は一部を支給しないこととする処分を行うことができ
る。

退手条例1

自治法204②

退手条例2

退手条例 2 の 2

①②

退手条例2

R5 退手条例改正

附則2

退手条例5③

退手条例5⑦

退手条例2の 2④

退手条例10①

退手条例12①

R7.6.1施行予定

R3 地公法改正附

則8⑥

退手条例12②
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（３） 支給額

     退職日の給料月額× 退職区分別・勤続年数別支給率＋ 調整額

       [注１]･[注２]           [注３]

      

             基本額

[注１] 給料が日額で定められている者については、給料の日額の 21 日分に相当する金額

とし､職員が休職､停職､減給その他の事由によりその給料の一部又は全部を支給され

ない場合若しくは育児短時間勤務においては､これらの事由がないと仮定した場合に

おけるそのものの受けるべき給料の月額

[注２] 基礎在職期間中に、給料月額の減額改定以外の理由（給料表異動等）により、そ

の者の給料月額が減額されたことがある場合において、特定減額前給料月額（当該理

由により減額されなかったものとした場合の給料月額のうち最も多いもの。）が退職

日給料月額よりも多いときは、退職手当の基本額に係る特例が適用となる。また、最

高限度額についても別段の取扱いとなる。

職員が 60 歳（旧特例定年相当職員にあっては特例定年年齢。以下同じ。）に達した

日後の最初の４月１日（特定日）以後、給料月額の７割措置を受ける場合又は管理監

督職勤務上限年齢制による降任等により給料月額が減額される場合にもこの取り扱い

は適用される。

＜退職手当の基本額の「ピーク時特例」のイメージ＞

退職手当の基本額＝特定減額前給料月額（Ａ）×減額日前日までの勤続期間に応

じた支給率（ロ）×調整率（[注３]※参照、以下同じ）＋退

職日給料月額（Ｂ）×（退職日までの勤続期間に応じた支給

率（イ）－減額日前日までの勤続期間に応じた支給率（ロ））

×調整率

退手条例2の3

退手条例3①

退手条例 4 の 2

の2

退手条例6の2

退手条例6の3

退手条例附則22

退手条例 4 の 2

の2

退手条例附則 10

～12

給料月額の減額改定以外の理由
による給料月額の減額（給料月
額 7 割措置・管理監督職勤務上
限年齢制による降任を含む）

勤務期間に応じた支給率

給
料
月
額

60歳

～65歳

（ロ）

特
定
減
額
前

給
料
月
額

（Ａ） 退
職
日

給
料
月
額

（Ｂ）
特定日前の最も高

かった給料月額

（イ）

152 / 213



[注３] 勤続19年以下で自己都合退職の場合は、支給制限がある。

    ・ 勤続期間による支給割合及び支給制限・特例

区分 勤 続 期 間 支 給 割 合 支給制限・特例

３条

退職

・ 1年以上10年以下

・11年以上15年以下

・16年以上20年以下

・21年以上25年以下

・26年以上30年以下

・31年以上

1年につき100/100

〃  110/100

〃  160/100

〃  200/100

〃  160/100

〃  120/100

支給制限（傷病（厚生年金保険法

47②に規定する障害等級に該当す

る程度の障害の状態にある傷病）

又は死亡による場合を除く。）

・在職1年以上10年以下の者

            60/100

・在職 11 年以上 15 年以下の者         

80/100

・在職 16 年以上 19 年以下の者         

90/100

４条

退職

・ 1年以上10年以下

・11年以上15年以下

・16年以上24年以下

〃  125/100

〃 137.5/100

〃  200/100

４条

の２

退職

・ 1年以上10年以下

・11年以上25年以下

・26年以上34年以下

・35年以上

〃  150/100

〃  165/100

〃  180/100

〃  105/100

特例（退手条例 4 の 2①の者のう

ち退職手当の額が基本給月額（給

料、扶養手当、地域手当の合計

額）に次の割合を乗じた額に満た

ないときは、その乗じて得た額を

支給。）

在職 1年未満の者 270/100

〃 2年未満の者 360/100

〃 3年未満の者 450/100

〃 3年以上の者 540/100

    ※ 退職手当の基本額は、当分の間第３条から第４条の２の３までの規定により計

算した額にそれぞれ83.7/100（調整率）を乗じて得た額となる。

（４） 返納

① 退職をした者の返納

当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払われた後において、次のいずれかに

該当するときは、組合長は、全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができ

る。

ａ 基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたと

き。

ｂ 当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期

間中の行為に関し定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分を受けたとき

（暫定再任用職員にも適用される。（２）③イ（ア）ｂ※参照。）。

ｃ 当該懲戒免職等処分機関が、当該退職をした者（定年前再任用短時間勤務職員

に対する免職処分の対象となる職員を除く。）について、当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。 ［注］

② 遺族の退職手当の返納

死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、そ

の遺族）が当該退職に係る一般の退職手当等の額の支払を受ける前に死亡したこと

により当該一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。）に対し

当該一般の退職手当等の額が支払われた後において、上記①ｃに該当するときは、

組合長は、当該遺族に対し、当該退職の日から 1 年以内に限り、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。

退手条例3②

退手条例3

退手条例4

退手条例4の2

退手条例6の5

退手条例附則 10

～12

退手条例13①

R7.6.1施行予定

退手条例14①

退手条例13②
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①及び②にかかわらず、当該退職をした者が退手条例 8①、⑤、⑦の規定による失業者

の退職手当の額の支払を受けている場合（受けることができる場合を含む。）における当

該退職に係る一般の退職手当等については、組合長は、①及び②による処分を行うことが

できない。

[注] ｃに該当するときにおける処分は、当該退職の日から５年以内に限り、行うことが

できる。

（５） 退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付

① 退職をした者（死亡による退職の場合には、その遺族）に対し一般の退職手当等

の額が支払われた後において、当該一般の退職手当等の額の支払を受けた者が当該

退職の日から６月以内に（４）①又は（４）②による処分を受けることなく死亡し

た場合（下記②から⑤までに規定する場合を除く。）において、組合長が、当該退職

手当の受給者の相続人に対し、当該退職の日から６月以内に、当該退職をした者が

当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある旨

の通知をしたときは、組合長は、当該通知が当該相続人に到達した日から６月以内

に限り、当該相続人に対し、当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたと懲戒免職等処分機関が認めたことを理由として、当該一般の退職手当等

の額（当該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当

額を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。

② 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に行政手続法 15①の規定による

聴聞の通知を受けた場合において、（４）①又は（４）②による処分を受けることな

く死亡したとき（下記③から⑤までに規定する場合を除く。）は、組合長は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給者の相続人に

対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎とな

る職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと

懲戒免職等処分機関が認めたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を除く。）

の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。

③ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下⑤までにおいて同じ。）が、当該退職の日か

ら６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合（退手

条例 11①Ⅰに規定する刑事事件に関し起訴をされた場合において、その判決の確定

前に退職した場合を含む。④において同じ。）において、当該刑事事件につき判決が

確定することなく、かつ、（４）①による処分を受けることなく死亡したときは、組

合長は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退職手当等の額の

算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべ

き行為をしたと懲戒免職等処分機関が認めたことを理由として、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができ

る。

④ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に

処せられた後において（４）①による処分を受けることなく死亡したときは、組合

退手条例13②

退手条例13③

退手条例15①

退手条例15②

退手条例15③

退手条例15④

R7.6.1施行予定
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長は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せ

られたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が失業手

当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当

する額の納付を命ずる処分を行うことができる。

⑤ 退職手当の受給者が当該退職の日から６月以内に当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し定年前

再任用短時間勤務職員に対する免職処分（暫定再任用職員にも適用される。（２）

③イ（ア）ｂ※参照。）を受けた場合において、（４）①による処分を受けることな

く死亡したときは、組合長は当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り

当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該行為に関し定年前

再任用短時間勤務職員に対する免職処分を受けたことを理由として、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者

退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことが

できる。

⑥ ①から⑤による処分に基づき納付する金額は、（２）③アの事情のほか、当該退職

手当の受給者の相続財産の額、当該退職手当の受給者の相続財産の額のうち①から

⑤による処分を受けるべき者が相続又は遺贈により取得した又は取得をする見込み

である財産の額、当該退職手当の受給者の相続人の生計の状況及び当該一般の退職

手当等に係る租税の額を勘案して、定めるものとする。この場合において、当該相

続人が２人以上あるときは、各相続人が納付する金額の合計額は、当該一般の退職

手当等の額を超えることとなってはならない。

（６） 退職手当の基本額の最高限度額

     （３）により計算した退職手当の基本額が給料月額の 60 倍を超えるときは、給    

料月額の60倍を限度とする。

（７） 基本額の退職区分

区  分 該     当     者

3 条 退 職 ・ 自己都合等による退職で、4条退職又は 4 条の 2 退職の区
分に該当しない者

4 条 退 職 ・ 11 年以上 25 年未満勤続し、定年（勤務延長後の退職を含
む。）、勧奨により退職した者

・ 11 年以上 25 年未満勤続し、通勤による傷病により退職し
た者、公務外死亡により退職した者又は定年に達した日以
後その者の非違によることなく退職した者

4 条の 2 退職 ・ 法律又は条例による定数の減少若しくは組織の改廃又は予
算の減少により廃職若しくは過員を生ずることにより退職
した者

・ 公務上の傷病又は死亡により退職した者
・ 25 年以上勤続し、定年（勤務延長後の退職を含む。）、勧

奨により退職した者
・ 25 年以上勤続し、通勤による傷病により退職した者、公

務外死亡により退職した者又は定年に達した日以後その者
の非違によることなく退職した者

※ 60 歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した次の者の退職手

当の基本額については、当分の間、退職事由を「定年退職」として算定される。

ただし、以下の職員についてはそれぞれ年齢の要件が異なる。

・R5.3.31以前の定年年齢が63歳の労務技師→「63歳に達した日以後」

・R5.3.31 以前の定年年齢が 65 歳で R5.4.1 以後の定年年齢が 66 歳以上と

なった医師及び歯科医師→「65歳に達した日以後」

また、以下の職員については適用しない。

退手条例15⑤

退手条例15⑥

退手条例6

退手条例3

宮城県市町村職員退職手

当組合退職手当条例等の

実施に関する運用方針

第3条関係

退手条例4

退手条例4の2

退手条例附則

19、20
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・R5.4.1 以後の定年年齢が65歳の医師及び歯科医師

・R5.3.31以前の定年年齢が70歳の医師及び歯科医師

  （８） 調整額

    退職手当の調整額は、その者の基礎在職期間の初日の属する月から末日の属する

月までの各月ごとに、職の職制上の段階、職務の級、階級その他職員の職務の複

雑、困難及び責任の度に関する事項を考慮して定める区分に応じて定める調整月額

のうち、その額が最も多いものから順次その順位を付し、その第１順位から第 60 順

位までの調整月額を合計した額。

① 通常の調整月額

区分 調整月額

第１号区分 70,400円

第２号区分 65,000円

第３号区分 59,550円

第４号区分 54,150円

第５号区分 43,350円

第６号区分 32,500円

第７号区分 27,100円

第８号区分 21,700円

第９号区分 零

※ 退手条例においては、医師・歯科医師にあっては、第１号区分から第９号区分

まで、その他の職員にあっては第３号から第９号までに掲げる職員の区分による

こととされている。

② 短期勤続者等に対する退職手当の調整月額

  ア 退職した者のうち自己都合退職者以外のものでその勤続期間が１年以上

４年以下のもの

→通常の調整額の1/2に相当する額

イ 退職した者のうち自己都合退職者以外のものでその勤続期間が零のもの

→零

ウ 自己都合退職者でその勤続期間が10年以上24年以下のもの

→通常の調整額の1/2に相当する額

エ 自己都合退職者でその勤続期間が９年以下のもの

→零

退手条例附則21

退手条例6の4

退手条例 6 の 4

④
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（９） 在職期間

   ア 原則

     ・ 引き続いた在職期間（職員となった日の属する月から退職した日の属する月

までの月数（特別職は職員となった日から起算して暦に従って計算し、１月未

満の端数は切り捨てた月数））

     ・ 休職（公務上及び通勤による傷病によるものを除く。）、停職、育児休業及び      

これらに準じ勤務しない１月以上の月（勤務した日が 1 日もない月のみ）は

1/2（育児休業期間のうち当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月ま

での期間又は育児短時間勤務その他これに準ずる事由により勤務をした期間に

ついては1/3）を除算する。

・ 組合専従又はこれに準ずる事由により現実に職務をとることを要しなかった

期間が１月以上ある場合は、その月数を除算する。

     ・ 国又は他の公務員から引き続き採用され、退職手当の支給を受けていなかっ

      た場合は、その期間を通算する。

     ・ １年未満の端数は切り捨てる。ただし、在職期間が６月以上１年未満（傷病

又は死亡による退職又は第 4 条の 2 の規定により退職手当の基本額を計算する

場合にあっては１年未満）の場合には、これを１年とする。

    イ 特例

      次の場合には、前後の期間は在職期間に通算しない。

     ・ 一般職から引き続き特別職となったとき

     ・ 特別職から引き続き一般職となったとき

     ・ 特別職の職員が引き続き公選又は任命されたとき

常勤的非常勤職員の在職期間の取扱い

臨時又は非常勤職員で一般職員の勤務時間以上勤務した日が 18 日（週休日、休日

を除いた1月の日数が20日に満たない場合は、18日-（20日-当該月の日数）で算出

した日数。）以上ある月が引き続いて12月を超えるに至った者は、その引き続いて勤

務した期間は在職期間に算入する。

なお、「引き続いて 12 月を超えるに至った者」は、当分の間、「引き続いて６月を

超えるに至った者」とする。

（10） 退職手当の基本額の特例

   ア 定年前早期退職者の特例措置

      4条の2退職のうち、

     ・ 法律又は条例による定数の減少若しくは組織の改廃又は予算の減少により廃

職若しくは過員を生ずることにより退職した者

     ・ 公務上の傷病又は死亡により退職した者

     ・ 25年以上勤続し、勧奨により退職した者

のいずれかであり、定年に達する日から６月前までに退職した者［注］であって、

・ 勤続期間が25年以上の者

     ・ 年齢が「定年の年齢－15年」による年齢以上の者［注］

     の退職手当計算における給料月額は、

退職日給料月額等×｛1＋（0.02×定年までの残年数）｝

    イ 昭47.12.1に在職していた職員の特例

昭和 47 年 12 月１日に在職していた職員のうち、第３条から第４条の２までの

規定により退職し、かつ、勤務時間が 35 年以下である職員に対する退職手当の基

本額は、当分の間第３条から第４条の２の３までの規定により計算した額にそれ

ぞれ83.7/100を乗じて得た額となる。

退手条例5

育休法(国)10、

20

退手条例5④

地公法55の 2⑤

退手条例5⑤

退手条例5⑦

退手条例5⑩

退手条例5の2

退手条例2②

R 元退手条例改正

附則③

退手条例

4の2の3

昭48退手条例

改正条例附則

③、⑤
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［注］ 定年前早期退職者の特例措置における読替

当分の間、定年引上げ（R5.4.1）前の対象年齢等を維持するため、以下の要件を

下表のとおり読み替えて適用する。

・定年に達する日から６月前※１までに退職した者

・年齢が「定年の年齢※２－15年※３」による年齢以上の者

職
R5.3.31 以前の

定年年齢

R5.4.1 以後の

定年年齢
※１ ※２ ※３

下記以外 60歳 (65歳) 零月前 60歳

10年

労務技師
（一部）

63歳 （65歳） 零月前 63歳

医師・

歯科医師

65歳
66歳以上

[条例に定める年齢] (６月前)
66歳以上

[条例に定める年齢]

－ 65歳 (６月前) 65歳

70歳 － (６月前) 70歳

退手条例 4 の 2

の3

退手条例附則 25

～29
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（11） 特別の場合の退職手当

    ア 予告を受けない退職者の退職手当

      労働基準法第 20 条の規定による解雇予告を受けないで退職させられた場合

（天変事変その他やむを得ない事由や本人に責ある場合を除く。）、地方公共団体

は、平均賃金の 30 日分とする予告手当を支払わなければならないが、この予告

手当は退職手当に含まれているものとされている。従って、地方公共団体は改め

て予告手当を支給する必要はない。

      ただし、本来支給される退職手当の額が予告手当の額より低い場合は、その差

額に相当する金額を退職手当として支給する。（この場合に追加して支給される退

職手当を「予告を受けない退職者の退職手当」という。）

    イ 失業者の退職手当

      12月以上勤務した職員が退職の日の翌日から1年の期間内に失業している場合

[注]

     ① 退職手当が支給されている場合

       退職手当と雇用保険法による基本手当相当額との差額に相当する金額を退職

手当として支給する。

     ② 退職手当が支給されていない場合

       雇用保険法による基本手当相当額を退職手当として支給する。

     ③ ①及び②のほか、一定の要件に該当する場合の退職手当

       高年齢求職者給付金、短期雇用特例被保険者の特例一時金等

[注] 「退職の日の翌日から1年」の期間の特例

障害等により就職が困難な者で、退職の日に 45 歳以降 60 歳未満であった者につい

ては１年＋60 日、退職の日に 45 歳以降 60 歳未満であった者で職員としての勤続期間

が 20 年以上あり、事業所の廃止等により解雇された者については１年＋30 日の期間

内に失業している場合に、失業者の退職手当が支給される。

（12） 特別職の退職手当

    支給額 ＝ 給料月額×支給割合×在職月数  ※一期ごとに支給

・ 特別職の支給割合

区     分      割 合

長 44/100

副市町村長、助役、副管理者 26/100

監査委員、地方公営企業の管理者、教育長 21/100

退手条例7

労基法20、21

船員法44の 3、

船員法46

退手条例8①

雇保法20①

退手条例8③

退手条例8⑤～⑯

雇保法20①

退手条例4の3
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（13） 退職手当の支払の差止め

① 退職をした者が次のいずれかに該当するときは、組合長は、当該退職をした者に

対し、一般の退職手当等の額の支払を差し止める処分を行うものとする。

ａ 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法第６編に規定する略式手続によるものを除

く。以下同じ。）をされた場合において 、その判決の確定前に退職をしたとき。

ｂ 退職をした者に対しまだ一般の退職手当等の額が支払われていない場合におい

て、退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされたと

き。

② 退職をした者に対しまだ退職手当等の額が支払われていない場合において、次の

いずれかに該当するときは、組合長は、当該退職をした者に対し、退職手当等の額

の支払を差し止める処分を行うことができる。

ａ 当該退職をした者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が

逮捕されたとき又は組合長がその者から聴取した事項若しくは調査により判明し

た事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至ったときであって、その者に

対し退職手当等の額を支払うことが公務に対する信頼を確保する上で支障を生ず

ると認めるとき。

ｂ 当該懲戒免職等処分機関が、当該退職をした者について、一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受

けるべき行為（在職期間中の職員の非違に当たる行為であって、その非違の内容

及び程度に照らして懲戒免職等処分に値することが明らかなものをいう。以下同

じ。）をしたことを疑うに足りる相当な理由があると思料するに至ったとき。

③ 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、そ  

の遺族）が一般の退職手当等の額の支払を受ける前に死亡したことにより一般の退

職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下③において同じ。）に対

しまだ一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、②ｂに該当すると

きは、組合長は、当該遺族に対し、一般の退職手当等の額の支払を差し止める処分

を行うことができる。

④ ①から③による退職手当等の額の支払を差し止める処分（以下「支払差止処分」

という。）を受けた者は、行政不服審査法 18①（審査請求期間）に規定する期間が

経過した後においては、当該支払差止処分後の事情の変化を理由に、組合長に対

し、支払差止処分の取消しを申し立てることができる。

⑤ 組合長は①又は②の規定による支払差止処分について、次のいずれかに該当する

に至った場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなければならない。ただ

し、⑤ｃに該当する場合において、当該支払差止処分を受けた者がその者の基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消

すことが支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。

ａ 当該支払差止処分を受けた者について、支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき無罪の判決が確定した場合

ｂ 当該支払差止処分を受けた者について、支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（拘禁刑以上の刑に処せられた

場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない処分があった

場合であって、退手条例 12①（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職

手当の支給制限）の規定による処分を受けることなく、当該判決が確定した日又

は当該公訴を提起しない処分があった日から６月を経過した場合

ｃ 当該支払差止処分を受けた者について、その者の基礎在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し起訴をされることなく、かつ、退手条例 12①の規定による処分を

受けることなく、支払差止処分を受けた日から１年を経過した場合

退手条例11①

R7.6.1施行予定

退手条例11②

退手条例11③

退手条例11④

退手条例11⑤

R7.6.1施行予定
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⑥ 組合長は、③による支払差止処分について、当該支払差止処分を受けた者が退手

条例 12②の規定による処分を受けることなく支払差止処分を受けた日から１年を経

過した場合には、速やかに支払差止処分を取り消さなければならない。

⑦ ⑤及び⑥については、組合長が、当該支払差止処分後に判明した事実又は生じた

事情に基づき、一般の退職手当等の額の支払を差し止める必要がなくなったとして

当該支払差止処分を取り消すことを妨げるものではない。

⑧ ①又は②による支払差止処分を受けた者に対する退手条例８（失業者の退職手

当）の規定の適用については、支払差止処分が取り消されるまでの間、その者は、

退職手当等の支給を受けない者とみなす。

⑨ ①又は②による支払差止処分を受けた者が当該支払差止処分が取り消されたこと

により退職手当等の額の支払を受ける場合（これらの規定による支払差止処分を受

けた者が死亡した場合において、退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者

が③による支払差止処分を受けることなく退職手当等の額の支払を受けるに至った

ときを含む。）において、当該退職をした者が既に退手条例８条の規定による退職手

当の額の支払を受けているときは、一般の退職手当等の額から既に支払を受けた同

条の規定による退職手当の額を控除するものとする。この場合において、一般の退

職手当等の額が既に支払を受けた同条の規定による退職手当の額以下であるとき

は、一般の退職手当等は、支払わない。

（14） 時効

     一般職及び特別職ともに、権利を行使しうる時から５年間をもって請求権は時効

によって消滅する。

退手条例11⑥

退手条例11⑦

退手条例11⑧

退手条例11⑨

労基法115

自治法236

退手条例19
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Ⅳ 旅費

地方公共団体は、職員が公務のために旅行したときはその旅行に要する費用につい   

て、非常勤職員（短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員を除く。）に対して

は職務を行うための費用の弁償として、また、常勤職員（一般職・特別職）、短時間勤

務職員及びフルタイム会計年度任用職員に対しては旅費として支給しなければなら

ず、その額及び支給方法は条例で定めなければならない。

旅費は、旅行地により内国旅行の旅費と外国旅行の旅費とに区分することができ、   

また、旅行者及び旅行内容により職員の出張もしくは赴任の場合の旅費又は退職等の   

身分取扱いを受けた職員もしくは死亡した職員の遺族の旅費等に区分することができ   

る。

１ 旅行

（１） 旅行命令及び旅行依頼

     任命権者又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）は、電信、電

話、郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円滑な遂行ができない場合で、

予算上旅費の支出が可能である場合に限り､旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令

等」という。）を行うことができる｡

    ① 旅行命令［注］

      職員が出張又は赴任する場合の旅行について行われる。

    ② 旅行依頼

      職員又は職員以外の者が市（町村）の機関の依頼又は要求に応じ、公務遂行補

助のため、証人、鑑定人、参考人、通訳等として旅行する場合に行われる。

［注］ 旅行命令等の方法

旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿等票

又は旅行依頼簿等票に当該旅行に関する事項を記載又は記録をし、旅行者に提示し

なければならない。ただし、これを提示するいとまがない場合は口頭によることが

できる。

（２） 旅行命令等の変更及び取消し

    旅行命令権者は、すでに発した旅行命令等であっても、諸般の事情により変更す

る必要が生じた場合や、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場

合、職権又は旅行者からの申請によりすでに発した旅行命令等を変更及び取消すこ

とができる。

（３） 旅行命令に従わない旅行

     旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令等（変    

更された旅行命令等を含む。）に従って旅行することができず、旅行命令等の変更の

申請をするいとまがない場合は、旅行命令等に従わないで旅行した後､速やかに旅行

命令権者に変更の申請をしなければならない。

旅行者が旅行命令等の変更の申請をせず、又は申請をしたがその変更が認められ

なかった場合において、旅行命令等に従わないで旅行したときは、当該旅行者に対

し、旅行命令等に従った限度の旅行のみについての旅費を支給する。

自治法203の 2③⑤

自治法204①③

旅費法2①

旅費法3①②

旅費法4①②

旅費法4④

旅費法4③、5①

旅費法5①②

旅費法5③
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２ 旅費の種類・額 ※旅費令、支給規程は、R7.4.1施行

（１） 交通費

    ① 鉄道賃

      鉄道賃は、鉄道を利用する移動に要する費用とし、運賃、急行料金、寝台料

金、座席指定料金、特別車両料金、その他付随する料金の合計額とする。

    ② 船賃

      船賃は、船舶を利用する移動に要する費用とし、運賃、寝台料金、座席指定料

金、特別船室料金、その他付随する料金の合計額とする。

    ③ 航空賃

      航空賃は、航空機を利用する移動に要する費用とし、運賃、座席指定料金、そ

の他付随する料金の合計額とする。

    ④ その他の交通費

      その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用と

し、一般乗合旅客自動車運送事業の用に供する自動車を利用する移動に要する運

賃、一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動車その他の旅客を運送する交

通手段を利用する移動に要する運賃、その他道路運送法第80条第1項の許可を受

けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動に直接要する経

費、その他費用に付随する費用の合計額とする。

（２） 宿泊費等

    ① 宿泊費

      宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、地域の実情及び旅行者の職務を勘

案して財務省令別表2に定める額（宿泊費基準額）とする。

    ② 包括宿泊費

      移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用とし、当該移動に係る

交通費の額及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。

    ③ 宿泊手当

      宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用とし、通常要する費用の額

を勘案して財務省令別表3で定める額とする。

（３） 転居費等

    ① 転居費

      赴任に伴う転居に要する経費とし、転居の実態を勘案して財務省令で定める方

法により算定される額とする。

    ② 着後滞在費

      赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、内国旅行にあっては 5 夜分、外

国旅行にあっては10夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊

手当の合計額に相当する額とする。

    ③ 家族移転費

      家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は次に掲げる

額とする。

     ア 内国旅行

      a 赴任の際家族を職員の新居住地に移転する場合には、家族1人ごとに、職員

がその移転をするものとして算定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手

当及び着後滞在費の合計額に相当する額

      b a に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から 1 年以

内に家族を職員の居住地に移転する場合には、aの規定に準じて算定した額

     イ 外国旅行

      a 赴任の際各庁の長の許可を受け、家族を職員の新居住地に移転する場合に

旅費法6

旅費令4

旅費令5

財計4707

旅費令6

財計4707

旅費令7

財計4707

旅費令8

道運法3①ｲﾊ

道運法80①

旅費令9

支給規程13

   別表2

旅費令10

旅費令11

支給規程14

   別表3

旅費令12

支給規程15

旅費令13

旅費令14

財計4707
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は、家族 1 人ごとに職員がその移転をするものとして算定した交通費、包括

宿泊費、宿泊手当、着後滞在費、及び渡航雑費の合計額に相当する額

      b a に規定する場合に該当せず、かつ、赴任後各庁の長の許可を受け、赴任を

命ぜられた日の翌日から 1 年以内に家族を職員の居住地に移転する場合に

は、イの規定に準じて算定した額

      c a に規定する場合に該当せず、かつ、本邦から外国に赴任後各庁の長の許可

を受け、赴任を命ぜられた日の翌日から 1 年以内に家族を赴任を命ぜられた

日における居住地から本邦内の他の地に移転する場合には、a の規定に準じ

て算定した額

      d 外国に赴任後各庁の長の許可を受け、家族を本邦に移転する場合には、a の

規定に準じて算定した額

（４）その他の種目

    ① 渡航雑費

      渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、その額は、予防接種に係る費用、旅

券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料並びに入出国税その他外国旅行

に必要なものとして、保険料、医薬品の購入に係る費用、携行品の購入に係る費

用、健康診断その他の医療機関での受診に係る費用、予防接種に係る費用等旅費

令15条に規定する費用に類する又は付随する費用、その他旅行者の負担とすべき

ではないものとして長が定める費用

    ② 死亡手当

      死亡手当は、職員又はその配偶者若しくは子の外国における死亡に伴う諸雑費

に充てるための費用とし、その額は、通常要する費用の額を勘案して財務省令別

表5で定める費用の額とする。

    

旅費令15

支給規程17

旅費令16

支給規程18

   別表5
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３ 旅費の計算

（１） 旅行の経路及び方法

     最も経済的な通常の経路及び方法によって旅行した場合の旅費により計算する。

ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常

の経路又は方法によって旅行し難い場合は、その現によった経路及び方法によって

計算する。

最も経済的な通常の経路及び方法

社会一般の者が通常利用し、最も経済的な経路によって旅費を計算する。

「最も経済的な経路」とは、最も安価なものに限らず、時間コストも含め判断すべ

きものであって、当該旅行における公務の内容及び日程並びに当該旅行に係る旅費総

額を勘案して決定することとなる。

（２） 旅費の調整

   ① 減額調整

     旅行者が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅行に

おける特別の事情により、又は当該旅行の性質上、条例の規定による旅費を支給し

た場合に不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給すること

となる場合においては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要とし

ない部分の旅費を支給しないことができる。

   

② 増額調整

     旅行者が条例の規定による旅費により旅行することが当該旅行における特別の事

情により、又は当該旅行の性質上困難である場合においては、任命権者は市（町

村）長に協議して定める旅費を支給することができる。

（３） 遺族の旅費

    ① 支給する場合

     ア 職員が出張又は赴任のための内国旅行中に死亡した場合

     イ 職員が死亡した場合において、当該職員の本邦にある遺族がその死亡の日の

翌日から3ヶ月以内にその居住地を出発して帰往した場合

     ウ 職員が、外国の在勤地において死亡し、又は出張若しくは赴任のための外国

旅行中に死亡した場合

     エ 外国在勤の職員が死亡した場合において、当該職員の外国にある遺族がその

死亡の日の翌日から3ヶ月以内にその居住地を出発して帰往した場合

     オ 外国在勤の職員の配偶者又は子が、当該職員の在勤地において死亡し、又は

政令で定める外国旅行中に死亡した場合

    ② 旅費の額

     ア 本邦在勤の職員が、①アに該当する場合において、旅費を支給するときは、

次に掲げる旅費

      a 職員が出張のための内国旅行中に死亡した場合には、出張の例に準じ、職員

が遺族の居住地（外国在住の遺族の場合には、本邦における外国からの到着

地）と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費

旅費法6

旅費法8

旅費法8②

旅費法 2、3、5、

6、7

旅費令18

支給規程20
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      b 職員が赴任のための内国旅行中に死亡した場合には、a に掲げる旅費のほ

か、赴任の例に準じ、職員が遺族の居住地から帰住地に旅行するものとして

計算した旅費

     イ 本邦に出張のための外国旅行中の外国在勤の職員が、①アの規定に該当する

場合において、旅費を支給するときは、出張の例に準じ、職員が遺族の居住

地と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費

     ウ ①イの規定により旅費を支給する場合には、出張の例に準じ、職員が遺族の

居住地から帰住地（外国に帰住する場合には、本邦における外国への出発

地）に旅行するものとして計算した旅費（宿泊費及び包括宿泊費を除く）

     エ ①ウの規定により旅費を支給するときは、次に掲げる旅費

     a 出張の例に準じ、職員が遺族の居住地と死亡地との間を往復するものとして

計算した旅費

      b 職員が赴任のための外国旅行中に死亡した場合には、a に掲げる旅費のほ

か、赴任の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に旅行するものとして計算

した旅費

     オ ①エの規定により支給する旅費は、赴任の例に準じ、職員が居住地から帰住

地（本邦内の地に限る。）に旅行するものとして算定した転居費及び家族移

転費（着後滞在費に相当する部分を除く。）

     カ ①オの規定により支給する旅費は、出張の例に準じ、職員が居住地と死亡地

との間を往復するものとして研鑽した旅費

    ③ その他

     遺族が②ア～オまでに規定する旅費の支給を受ける順位は、職員の配偶者、子、

父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他

の親族の順序により、同順位者がある場合には、年長者を先にする。

支給規程20

支給規程20
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Ⅴ 特別の規定に基づく任用

第１ 臨時職員・会計年度任用職員

１ 任用と離職

（１） 任用

   ① 任用の根拠

区 分 任用根拠 任用できる場合
定数上の

取り扱い

臨時職員

地公法22の３

地公法26の６⑦

育休法６

女子教職員の補

助職員確保法３

・ 常時勤務を要する職に欠

員が生じた場合

・ 緊急の場合

・ 臨時の職の場合［注１］

定数外

職員の配置換え等の方法では

配偶者同行休業職員の業務を

処理することが困難な場合

職員の配置換え等の方法では

育児休業職員の業務を処理す

ることが困難な場合

女子教職員が出産することと

なる場合

会計年度任

用職員
地公法22の２ 常時勤務を要しない職の場合

   ② 任用の期間 ［注２］

区 分 任用根拠 任用期間

臨時職員

地公法22の３ ・ ６月以内

・ 更新は６月以内で１回に限り可

地公法26の６⑦

育休法６

配偶者同行休業期間につき１年以内

育児休業期間につき１年以内

女子教職員の補助職

員確保法３
女子教職員の産前産後休暇期間

会計年度任

用職員
地公法22の２ １会計年度内［注３］

［注１］ 緊急の場合と臨時の職の場合

    ・ 緊急･･･ 災害その他重大な理由のため欠員にしておくことができない

場合

    ・ 臨時の職･･･ １年以内に廃止されることが予想される職

［注２］ 任用の際は、必ず任用期間を明示すること。

［注３］ 会計年度任用職員の翌会計年度における再任用については、更新には当たら

ず、新たな任用となるため、更新上限の明示は必要なし。一方で、当初の任期

が～9/30までであり、その後～3/31まで更新されるような場合など、その会計

年度内において任期の更新が予定される会計年度任用職員については、「通算

自治法172③

地公法22の 3

地公法26の 6⑦

育休法6

女子教職員の補

助職員確保法3

地公法22の 2

地公法22の 3

①～④

地公法26の 6⑦

育休法6①

女子教職員の補

助職員確保法3

地公法22の 2

職業安定法5の3
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契約期間は１年が上限である」などの明示が必要となる。

※職業安定法第５条の３の規定により、労働者の募集を行う者は、労働条件等

の明示を行う必要があるところ、一般職の地方公務員の採用については地方公

務員法に基づく手続の規定が適用されるため、職業安定法第５条の３の規定は

適用されないが、職員の募集を行う際は、求職者等への適切な配慮等の観点か

ら、同条の趣旨についても十分に留意することとされたもの。

（２） 離職

   ① 一定の事由による当然離職

    ・ 地方公務員法第16条に掲げる欠格条項（第２号を除く。）に該当した場合

    ・ 任用期間が満了した場合

   ② 行政処分による離職

    ア 職員の意に反しないもの

      職員からの退職願を受けて行う退職処分（依願退職）

    イ 職員の意に反するもの［注］

     ａ 臨時的任用の場合

      ・ 地方公務員法第 27 条第２項及び第 28 条第１項～第３項が適用されな         

いので、分限処分によらずに免職することも可。

      ・ 懲戒処分による免職は可。

     ｂ 地方公務員法第22条の２に基づく任用の場合

地方公務員法第27条により、分限処分もしくは懲戒処分によらずには免職さ

れない。

       

［注］ 地方公務員法に基づき職員を免職する場合であっても、労働基準法の解雇制

限、解雇予告の規定に基づいた手続きを経ることが必要である（「Ⅰ 人事」の

「第４ 分限・懲戒」参照）。

    １ 「解雇制限」

  公務災害による傷病の療養のための休業中及びその後30日間、産前産後の休

暇（産前６週間、産後８週間）及びその後30日間は解雇してはならない。

２ 「解雇の予告」

      解雇する場合は、少なくとも 30 日前にその予告をしなければならず、30 日

前に予告をしない場合は、30日分以上の平均賃金を支払わなければならない。

      このことから、任用の際は必ず任用期間を明示することが必要である。

    ３ 「解雇の予告」の適用除外

      次に該当する場合は、解雇の予告は適用されない。

     ・ 日日雇い入れられる者(１ヶ月を超えて引き続き使用されるに至った場合

を除く。)

     ・ ２ヶ月以内の期間を定めて使用される者(所定の期間を超えて引き続き使

用されるに至った場合を除く。)

     ・ 季節的業務に４ヶ月以内の期間を定めて使用される者(所定の期間を超え

て引き続き使用されるに至った場合を除く。)

     ・ 試の使用期間中の者(14 日を超えて引き続き使用されるに至った場合を除

く。)

     ・ 天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場

合又は労働者の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合

地公法28④

地公法

29の 2①Ⅱ

地公法27

地公法28①、

29①

労基法19

労基法20

労基法21

労基法20
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２ 勤務条件

（１） 給与

   ① 給料・報酬

    ア 臨時職員

      他の職員の給与との権衡を考慮し、条例に基づき予算の範囲内で支給する。

    イ フルタイム会計年度任用職員

フルタイム会計年度任用職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員」の

属する職務の級の初号給の給料月額を基礎として、職務の内容や責任、職務遂

行上必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮して定める。

    ウ パートタイム会計年度任用職員

パートタイム会計年度任用職員と同種の職務に従事するフルタイム会計年度

任用職員に係る給与決定の考え方との権衡等に留意の上、職務の内容や責任、

在勤する地域、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮

しつつ、職務に対する反対給付という報酬の性格を踏まえて定める。

   ② 諸手当

    ア 臨時職員

      時間外勤務手当、宿日直手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当については支給

する。それ以外の手当については、任期の定めのない常勤職員との均衡を踏ま

え、条例で定めた上で支給する。

    イ 会計年度任用職員       

フルタイム パートタイム

通勤手当 ○ ○（費用弁償として

支給）

時間外勤務手当、宿

日直手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当

○ ○（報酬として支

給）

期末手当 ○ ○

勤勉手当 ○ ○

特殊勤務手当等の職

務給的な手当

○（各自治体におい

て、会計年度任用職員

の勤務形態、従事する

職務の内容や責任、

個々の手当の趣旨等に

十分留意しつつ、地域

の実情等を踏まえ適切

に判断）

○（報酬水準に加

味）

地域手当

特地勤務手当、へき

地手当

×

その他の手当（個別

法令等に定めのある

ものを除く）

× ×

         

   ③ 退職手当

臨時職員及びフルタイム会計年度任用職員については、常勤の一般職員の勤務

時間以上勤務した日(休日等を含む)が（週休日、休日を除いた１月の日数が20 日

に満たない場合は、18日-（20日-当該月の日数）で算出した日数）18日以上ある

月が引き続いて12月を超えるに至った者で、その超えるに至った日以後引き続い

て当該勤務時間により勤務することとされている者（常勤的非常勤職員）には支

給する。パートタイム会計年度任用職員については支給しない。

なお、「引き続いて12月を超えるに至った者」は、当分の間「引き続いて６月を

自治法203の2、

204

給与条例22

地公法24⑤

労基法37

自治法203の2、

204

労基法37

地公法24

自治法203の 2④

退手条例2②
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超えるに至った者」とする。

（２） 勤務時間等

   ① 勤務時間

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

   ② 休憩

    ・ 勤務時間が６時間超８時間以下⇒ 少なくとも45分

    ・ 勤務時間８時間超⇒ 少なくとも１時間

   ③ 週休日・休日

    ア 臨時職員

      常勤の一般職員と同じ。

    イ 会計年度任用職員

任命権者がその職務の性質等を考慮して、規則の定める基準に従って定め

る。

   ④ 休暇

    ア 年次有給休暇［注１］

     ａ 一週間の所定労働時間数が30時間以上の場合及びｂ以外の場合

雇入れの日から起算

した継続勤務期間

雇入れの日から起算

した継続勤務期間

６ヶ月 10日 ４年６ヶ月 16日

１年６ヶ月 11日 ５年６ヶ月 18日

２年６ヶ月 12日 ６年６ヶ月以上 20日

３年６ヶ月 14日 － －

※ 各期間毎（採用の日から６月の期間とその後１年毎）に全労働日の８割以

上勤務することが、年次有給休暇付与の要件である。

     ｂ 一週間の所定労働時間数が30時間未満の場合で下記のいずれかの場合

・一週間の所定労働日数が４日以下

・週以外の期間によって所定労働日数が定められていて、一年間の所定労働

日数が216日以下

１週間の所定労働日数 ４日 ３日 ２日 １日

１年間の所定労働日数 169～

216日

121～

168日

73～

120日

48～

72日

雇
入
れ
の
日
か
ら
起
算
し
た

 
 
 
 
 

継
続
勤
務
期
間

６ヶ月 ７日 ５日 ３日 １日

１年６ヶ月 ８日 ６日 ４日 ２日

２年６ヶ月 ９日 ６日 ４日 ２日

３年６ヶ月 10日 ８日 ５日 ２日

４年６ヶ月 12日 ９日 ６日 ３日

５年６ヶ月 13日 10日 ６日 ３日

６年６ヶ月

以上
15日 11日 ７日 ３日

※ 各期間毎（採用の日から６月の期間とその後１年毎）に全労働日

の８割以上勤務することが、年次有給休暇付与の要件である。

R1 退手条例改正

附則③

地公法24⑤

労基法34

規則一五－一四

3

規則一五－一五

3、4

勤務時間条例21

労基法39①②

労基法39②

労基法39③

労基則24の 3

労基法39①②
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    イ 育児休業

     ａ 臨時職員

       部分休業のみ取得可。

     ｂ 会計年度任用職員

      以下の２つの要件を満たす場合は取得可能。

       ・ 養育する子が１歳６か月に達する日（子の出生日から57日間以内に育

児休業を取得しようとする場合は出生日から57日目より６月を経過する

日）までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後の任

期）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかで

ないこと

       ・ １週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が 121 日以上であるこ

と

    ウ その他の休暇、職務専念義務の免除

・ 任命権者がその職務の性質等を考慮して、規則の定める基準に従って定め

る。

・ 下表の休暇は与えなければならないことが法定されている。

項 目 内 容 根拠法令

公民権の行使 必要な時間 労基法７

産前・産後休暇

           ［注 2］

産前：６週間

(多胎妊娠の場合14週間)

産後：８週間

労基法65

育児時間 満１歳未満の子を育てる場合、１

日２回各最低30分

労基法67

生理休暇 生理日の就業が著しく困難な場

合、生理日

労基法68

病者の就業禁止 伝染性の疾病に罹った場合、心

臓、腎臓、肺等の疾病で労働のた

め病勢が著しく憎悪する恐れのあ

るものに罹った場合 等

労安法68

労安則61

※ 有給、無給については、上記のいずれについても法定されてお

らず、各団体の規定等によることとなる。

・ 会計年度任用職員の休暇については、国の非常勤職員との権衡の観点を踏

まえ、人事院規則 15－15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）に定められてい

る休暇について、対象者の範囲や有給・無給の扱い等も踏まえつつ、必要な

制度を確実に整備することが必要。

［注１］年次有給休暇の付与日数算出の際の継続勤務期間

    １ 日々雇用の者等の年次有給休暇

      実態からみて継続使用されていると認められ、かつ労基法第39条第１項の要

件を満たしていれば請求することができる。

    ２ 正式採用後の通算

      非常勤職員が正式採用された場合、実質的に労働関係が継続しているとき

は、前後を通算する。

［注２］産前産後休暇の期間

１ 産前の休暇は、請求がなければ与えなくともよい。

育児介護休業法

61①

育休法2①

規則一九－〇3

勤務時間条例21

規則一五－一五4

行実(労)

昭22.12.15

行実(労)

昭36.11.27

労基法65①

労基法65②
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２ 産後の休暇は、請求の有無にかかわらず与えなければならない。

なお、産後６週間を経過した者が出勤を希望し、医師が差し支えないと認め

た場合は就業させることができる。

３ 妊娠中又は出産後の女性労働者について

・ 母子保健法の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間

を確保できるようにしなければならない。

・ 医師の判断により必要な場合は、時差通勤、勤務時間短縮等の措置を講じ

なければならない。

３ 服務

常勤の一般職員と同じ。ただし、営利企業従事制限（地公法38）は、パートタイム

  会計年度任用職員については対象外。

男女雇用機会均

等法12、13①②

男女雇用機会均

等法13②の事業

主が講ずべき措

置に関する指針

地公法30～38
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４ その他の勤務条件

（１） 分限・懲戒

① 分限

ア 臨時的に任用された職員

  臨時職員に関する分限条例を定めた場合以外分限の制度は適用されない。

イ 会計年度任用職員

      常勤の一般職員と同じ。

② 懲戒

      常勤の一般職員と同じ。

（２） 利益の保護

① 措置要求制度の適用

      常勤の一般職員と同じ。

② 審査請求制度の適用

ア 臨時的に任用された職員

       適用除外[注]

イ 会計年度任用職員

       常勤の一般職員と同じ。

［注］不利益処分の取消を求める提訴

行政事件訴訟法に基づく提訴は、地公法に基づく審査請求を経た後でなければ

できないが、臨時職員については、審査請求の制度が適用されないので、審査請

求を経ずに不利益処分の取消を求めて提訴することができる。

（３） 公務災害補償 ［注１］

［注１］非常勤特別職の公務災害補償

対象者 適用法令等 補償実施機関

常勤的非常勤職員［注２］ 地方公務員災害補償法
地方公務員災害
補償基金

臨時又は会計年度任用職員（他
の法令の適用を受けない者）

地方公務員災害補償法
に基づく条例

地方公共団体

臨時又は会計年度任用職員（水
道、交通、清掃、病院、学校な
ど労働基準法別表第一に掲げる
事業に雇用される者）

労働者災害補償保険法
国（厚生労働省
所管）

対象者 適用法令等 補償実施機関

水道、交通、電気等の事
業に従事する者

労働者災害補償保険法
国（厚生労働省
所管）

消防団員、水防団員
消防組織法、水防法、消防団
員等公務災害補償等責任共済
等に関する法律

地方公共団体

学校医、学校歯科医、学
校薬剤師

公立学校の学校医、学校歯科
医及び学校薬剤師の公務災害
補償に関する法律

地方公共団体

上記以外の者（他の法令
の適用を受けない者）

地方公務員災害補償法に基づ
く条例

地方公共団体

地公法

29の 2①Ⅱ、②

地公法

29の 2①Ⅱ

行訴法3、8①

地公法51の 2

地公災法2①

地公災令1①Ⅱ

地公災法69、70

労災法3②

労災法3②

地公災法69、70
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［注２］常勤的非常勤職員

      常勤の一般職員の勤務時間以上勤務した日が18日（週休日、休日を除いた１

月の日数が 20 日に満たない場合は、18 日-（20 日-当該月の日数）で算出した

日数。）以上ある月が引き続いて 12 月を超えるに至った者で、その超えるに至

った日以後引き続いて当該勤務時間により勤務することとされているものをい

う。

（４） 社会保険

［注１］ 船員については、「医療」は船員保険法、「年金」は厚生年金保険法及び船

員保険法が適用される。

［注２］～［注３］

厚生年金保険法、雇用保険法の各適用除外については、資料「Ⅰ 人事

編」の「第１ 地方公務員」の「６ 共済制度（社会保障制度）関連法令の

適用」の［注２］～［注３］参照。

対象者

適用法令等

医療［注１］ 年金［注１］
雇用

（失業給付等）

① 常勤的非常勤職員 地方公務員
等共済組合
法

地方公務員
等共済組合
法

退職手当条
例

② ①以外の臨時又は会計年度任
用職員で、勤務時間等が常勤職
員の４分の３以上の者又は以下
の要件を満たす者
・１週間の勤務時間が 20 時間以上
・任用期間が２か月以上
・月額賃金が 8.8 万円以上
・学生でないこと      等

地方公務員
等共済組合
法

厚生年金保
険法［注２］

雇用保険法
［注３］

③ ①②以外の臨時又は会計年度
任用職員

国民健康保
険法等

国民年金法 雇用保険法
［注３］

地公災法2①

地公災令1

地共済法74②Ⅰ

地共済令24の2①

地共済法 2①Ⅰ、

74②Ⅰ

地共済令 2①Ⅵ、

Ⅶ、24の 2①

退手条例2②

厚生年金法6、9

雇保法5
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第２ 定年前再任用短時間勤務制

１ 概要

地方公務員法等の一部を改正する法律（令和３年６月 11 日法律第 63 号）により定年

引上げが導入され、65 歳までフルタイムで勤務することを原則とする中、60 歳以降の

職員の多様な働き方のニーズに対応するため、定年前再任用短時間勤務制が導入され

た。

定年前再任用短時間勤務制は、60 歳以後に退職した職員を、従前の勤務実績等に基づ

く選考により、短時間勤務の職で再任用することができる制度である。その勤務時間、

給与の仕組み等は、定年引上げ前の再任用制度（短時間勤務）と同様である。

２ 任用

（１） 定年前再任用短時間勤務職員として任用できる者

     60歳に達した日（60歳の誕生日の前日）以後、定年前に退職した者

定年前再任用希望者に明示する事項及びその同意

国家公務員においては、定年前再任用をされることを希望する者に以下の事項を明示

し、その同意を得なければならないとされている。

・定年前再任用を行う官職に係る職務内容

・定年前再任用を行う日

・定年前再任用に係る勤務地

・定年前再任用をされた場合の給与

・定年前再任用をされた場合の一週間当たりの勤務時間  他

地方公務員については、職員が定年前再任用短時間勤務職員に移行するか否かの意志

決定を適切に行うことができるよう、当該取扱いを参考に適切な措置を講じることが適

当である。

（２） 任期

採用の日から定年退職日相当日（常勤職員の定年退職日）までとする。なお、任

期の終期は定年退職日相当日と法律で定められているため、これ以外の日とするこ

とはできない。

（３） 条件付採用の適用除外

条件付採用期間は適用されない。

（４） 定年前再任用できる職員の範囲

① 当該地方公共団体の60歳以後の退職者（定年退職者を除く。）

② 組合を構成する地方公共団体は、その組合の 60 歳以後の退職者（定年退職者を

除く。）

③ 組合は、その組合を構成する地方公共団体の 60 歳以後の退職者（定年退職者を

除く。）

地公法22の 4①

地公法22の 4①

規則八－二一3

質疑応答/問5-3

地公法22の 4③

質疑応答/問4-5

地公法22の 4⑥

地公法22の 4①

地公法22の5①②
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（５） 兼業禁止

他の常勤の一般職の職員と同様、下記の職との兼業が禁止されている。

兼業禁止の職 根拠法令

地方公共団体の議会議員 自治法92②

市町村長 自治法141②

副市町村長 自治法166②

教育委員会の教育長及び委員 地教行法6

監査委員 自治法196③

収用委員会委員及び予備委員 土地収用法52④

地方公営企業管理者 地公企法7の2③

（６） 定数管理

定数条例の対象とはならないが、常勤職員と区別して、別途管理する必要があ

る。

３ 給与

（１） 給料

・ 職務給の原則に基づき、級を決定。

・ 各級毎に単一の額＝昇給制度はない。

・ 給料の調整額がある場合は支給する。

※ 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額

      給料表に定める給料月額×

  

（１円未満の端数切捨て）

（２） 手当

・ 支給される手当

・ 支給されない手当

質疑応答/問20-1

給与法8⑫

自治法204②

規則九－五四4

寒冷地手当法1

規則九－四九 11

①

R7.4.1施行予定

給与法19の 8③

寒冷地手当法1

退手条例2

その者の１週間当たりの勤務時間

38時間45分

管理職手当、地域手当（医師の地域手当、異動保障を除く）、単身赴任手当、

通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当［注］、災害派遣手

当、在宅勤務手当

（R7.4.1施行）

住居手当、寒冷地手当、特例的に支給される地域手当（医師の地域手当、異

動保障）

生計費の補完等の手当 扶養手当

人材確保のための手当等 初任給調整手当

その他 退職手当

176 / 213



   ※ 定年前再任用短時間勤務職員の手当の支給額

    ① 管理職手当

                 

当該職の区分に応じて定める額 ×

                  

（１円未満の端数は切捨て）

② 通勤手当

自動車等を使用して通勤する場合の通勤手当について、通勤回数が著しく少な

いものについて一定割合を減じることとされている。

⇒平均、１ヶ月当たりの通勤所要回数が10回に満たない職員の手当の額

通常の手当額 －（通常の手当額×50/100）

③ 時間外勤務手当

・ １日の勤務時間（7時間45分）を超えない時間外勤務に対する手当

⇒割り増しなし（100/100で計算）

・ 週休日の振替等を行った場合の振替前の１週間の勤務時間を超える勤務時間

に対する手当（25／100支給分）

⇒１週間の勤務時間（38時間45分）を超えない時間については支給しない。

［注］ 定年前再任用短時間勤務職員の期末手当及び勤勉手当

   「Ⅲ 給与」「第２ 諸手当」「６ 期末手当」及び「７ 勤勉手当」を参照。

４ 勤務時間・休暇

（１） 勤務時間

15時間30分～31時間／週。７時間45分以内／日。

（多様な勤務形態の選択が可能）

（２） 週休日

土曜日、日曜日に加えて、月曜日から金曜日に週休日を設けることができる。

１ 定年前再任用短時間勤務職員への勤務時間、週休日の明示

定年前再任用短時間勤務職員には、勤務時間及び週休日について明示する必要があ

る。

また、勤務時間の内容（勤務時間数、始業及び終業の時刻、休憩時間等）を人事異

動通知その他適当な方法で通知することが適当である。

２ 定年前再任用短時間勤務職員の時間外勤務

定年前再任用短時間勤務職員についても臨時又は緊急の必要がある場合には、正規

の勤務時間外の勤務を命ずることがあり得るが、その場合は、短時間勤務という制度

の趣旨に十分留意しなければならない。

規則九－一七2Ⅱ

給与法12②Ⅱ

規則九－二四

8の2

給与法16②

労基法37

勤務時間法5②、

6②

勤務時間法6①

規則一五－一四9

通知(人)給生-18

R4.2.18

規則一五－一四

16の 2

その者の１週間当たりの勤務時間

38時間45分
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（３） 休暇

   ① 常勤職員との比較

・ 病気休暇

・ 特別休暇         常勤職員と同じ

・ 介護休暇及び介護時間

・ 年次有給休暇 → 下記②のとおり

   ② 年次有給休暇

    ア 年次有給休暇の日数

・ 原則として、勤務時間に応じて比例計算。

・ 比例計算による日数が労基法に基づく日数（最低基準）を下回る場合は   

労基法による日数。［注］

比例計算の方法

① 斉一型短時間勤務職員（１週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務

時間数が同一の職員）

20日×（１週間の勤務日の日数÷５日）

② 不斉一型短時間勤務職員（１週間毎の勤務日の日数又は勤務日毎の勤

務時間数が同一でない職員）

155時間×（１週間あたりの勤務時間数÷38時間45分）

7時間45分

（１日未満の端数四捨五入）

    イ 退職の日後、継続して任用された場合の年次有給休暇の日数

・ 暦年で年次有給休暇を付与している場合、退職する年の１月１日に付与        

した日数（繰越分を含む。既に使用した日数分は減じる。）をそのまま引き続

いて付与する。［注］

    ウ 年次有給休暇の単位

・ １日又は１時間

［注］ 国家公務員は労基法の適用がないため、定年前再任用短時間勤務職員の年次休

暇は労基法の規定にかかわらず、勤務時間の比例計算により付与される。

また、国家公務員の場合は、退職前の勤務に継続して定年前再任用された場合

であっても新規に年次有給休暇が付与されるが、地方公務員の場合は労基法の適

用があるため、定年前の勤務と継続して取り扱われ、定年退職前に付与された年

次有給休暇の日数が引き続き付与されることとなる。

      

（４） 育児休業等

育児休業については常時勤務することを要しない職員（非常勤職員）として、

部分休業については常勤職員と同様に取得可能。

勤務時間法16

勤務時間法17①Ⅰ

労基法39③

労基則24の 3

規則一五－一四

18

昭 63.3.14 基発

150 39条関係

規則一五－一四

20

質疑応答/問4-8

育休法2、19

育休法(国)3、

26

規則一九－〇

3、28
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５ その他の勤務条件

（１） 公務災害補償

地方公務員災害補償法の規定に基づき、地方公務員災害補償基金が補償を実施

する。

（２） 共済組合

① 医療保険：１週間の勤務時間及び１月間の勤務日数が、同種の業務に従事す

る通常の定年前の職員の勤務時間及び勤務日数の４分の３以上（以下「４分

の３基準」という。）であるか、４分の３基準を満たさない場合であっても次

のａからｄまでの要件を全て満たす職員である場合は短期給付の適用を受け

る組合員となる。

ａ １週間の勤務時間が 20 時間以上であること

ｂ ２か月を超えて使用されることが見込まれること

ｃ 月額賃金が 88,000円以上であること

ｄ 学生でないこと

② 年金保険：長期給付の適用を受ける組合員の資格を有しない。

地公災法2①Ⅰ

地公災令1①

地共済法2①Ⅰ

地共済令2①Ⅵ、

Ⅶ

地共済法74②

地共済令24の2①
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第３ 暫定再任用制度

１ 概要

平成13年４月から導入された再任用制度（以下「旧再任用制度」という。）が定年引上

げ導入により廃止されることに伴い、定年が段階的に引き上げられる経過期間において65 

歳まで再任用ができるよう、旧再任用制度と同様の仕組みである暫定的な再任用制度が措

置された。

暫定再任用職員の任用根拠は、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63

号）の附則に定められている。詳細については、資料編「Ⅰ 人事」「第３ 任用と離職」

「10 定年の段階的引上げ」参照。

２ 任用

（１） 暫定再任用できる者（以下「定年退職者等」という。）

① 施行日（令和５年４月１日）前に退職した者

次に掲げるもののうち、65 歳に到達する年度の末日までの間にある者を、令和 13

年までの間、従前の勤務実績等に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、暫定再任用（フルタイム／短時間）することができる。

ア 定年退職又は勤務延長後退職した者（施行日前に勤務延長されて施行日後に退職

した者を含む）

イ 25年以上勤続して施行日（令和５年４月１日）前に退職した者のうち、次に掲げ

るもの

ａ 当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者

ｂ 当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧再任用制度

による再任用又は暫定再任用をされたことがある者

※ 暫定再任用することができるのは、採用しようとする者が、採用しようとする職

の引上げ前の旧定年年齢に達している場合に限る。

※ 旧再任用制度により再任用されている職員で施行日を迎えた場合は、令和５年４

月１日において暫定再任用職員として採用されたものとみなす。

② 施行日（令和５年４月１日）以後に退職した者

次に掲げるもののうち、65 歳に到達する年度の末日までの間にある者を、令和 13

年度までの間、従前の勤務実績等に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定めて暫定再任用（フルタイム／短時間）することができる。

ア 定年退職又は勤務延長後退職した者

イ 定年前再任用短時間勤務職員として採用された後、任期満了で退職した者

ウ 25年以上勤続して施行日（令和５年４月１日）以後に退職した者のうち、次に掲

げるもの

ａ 当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者

ｂ 当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任用を

されたことがある者

※ 暫定再任用することができるのは、採用しようとする者が、採用しようとする職

の定年引上げ期間中の定年年齢又は完成後の定年年齢に達している場合に限る。

※ 定年前再任用短時間勤務職員として採用することができる場合は、暫定再任用短

時間勤務職員として採用することはできない。

R3 地公法改正附

則4～7

R3 国公法改正附

則4、5

規則一一－一二

6、7

R3 地公法改正附

則8
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（２） 任期

１年以内。１年を超えない範囲内で更新できる。

ただし、任期の末日は 65 歳に達する日以後の最初の３月 31 日以前でなければ    

ならない。

（３） 勤務時間の違いによる暫定再任用職員の区分

① 常時勤務を要する職に採用された職員

（以下「常勤の暫定再任用職員」という。）

② 勤務時間が週15時間30分から31時間の範囲内である職に採用された職員

（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という。）

（４） 条件付採用の適用除外

常勤の暫定再任用職員、暫定再任用短時間勤務職員ともに条件付採用期間は適用除

外

（５） 暫定再任用できる職員の範囲

① 当該地方公共団体の定年退職者等

② 組合を構成する地方公共団体は、その組合の定年退職者等

    ③ 組合は、その組合を構成する地方公共団体の定年退職者等

（６） 兼業禁止

常勤の暫定再任用職員、暫定再任用短時間勤務職員ともに、下記の職との兼業が禁

止されている。

兼業禁止の職 根拠法令

地方公共団体の議会議員 自治法92②

市町村長 自治法141②

副市町村長 自治法166②

教育委員会の教育長及び委員 地教行法6

監査委員 自治法196③

収用委員会委員及び予備委員 土地収用法52④

地方公営企業管理者 地公企法7の2③

（７） 定数管理

① 常勤の暫定再任用職員 ＝定数条例の対象となる。

② 暫定再任用短時間勤務職員 ＝定数条例の対象とはならないが、常勤職員と区別

して、別途管理する必要がある。

勤務時間法5②

R3 国公法改正附

則7⑨

R3 地公法改正附

則4⑤ 他

R3 地公法改正附

則5、7

質疑応答/問20-1

通知平11.7.30
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３ 給与

（１） 給料

・ 給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる額を適用する。

・ 職務給の原則に基づき、級を決定。

・ 各級毎に単一の額＝昇給制度はない。

・ 給料の調整額がある場合は支給する。

※ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額

     給料表に定める給料月額×

  

（１円未満の端数切捨て）

（２） 手当

    ・ 支給される手当

管理職手当、地域手当（医師の地域手当、異動保障を除く）、単身赴任手当、

通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当［注］、災害派遣手

当、在宅勤務手当

（R7.4.1施行）

住居手当、寒冷地手当、特例的に支給される地域手当（医師の地域手当、異

動保障）

    ・ 支給されない手当

生計費の補完等の手当 扶養手当

人材確保のための手当

等

初任給調整手当

その他 退職手当

   ※ 暫定再任用短時間勤務職員の手当の支給額

    ① 管理職手当

                 

当該職の区分に応じて定める額 ×

                  

（１円未満の端数が生じた場合は切捨て）

② 通勤手当

自動車等を使用して通勤する場合の通勤手当について、通勤回数が著しく少な

いものについて一定割合を減じることとされている。

⇒平均、１ヶ月当たりの通勤所要回数が10回に満たない職員の手当の額

通常の手当額 －（通常の手当額×50/100）

③ 時間外勤務手当

・ １日の勤務時間（7時間45分）を超えない時間外勤務に対する手当

⇒割り増しなし（100/100で計算）

・ 週休日の振替等を行った場合の振替前の１週間の勤務時間を超える勤務時

間に対する手当（25／100支給分）

⇒１週間の勤務時間（38時間45分）を超えない時間については支給しない

R3国公法改正附則7

①③

R3国公法改正附則7

③

自治法204②

規則九－五四4

寒冷地手当法1

規則九－四九11①

R7.4.1施行予定

R5 退手条例改正附

則2

規則九－一七2Ⅱ

規則一－七九附則 8

②

給与法12②Ⅱ

規則九－二四

8の2

R3国公法改正附則7

④

給与法16②

R3国公法改正附則7

④

労基法37

その者の１週間当たりの勤務時間

その者の１週間当たりの勤務時間

38時間45分

38時間45分

182 / 213



［注］ 暫定再任用職員の期末手当及び勤勉手当

   「Ⅲ 給与」「第２ 諸手当」「６ 期末手当」及び「７ 勤勉手当」を参照。

４ 勤務時間・休暇

（１） 勤務時間

①常勤の暫定再任用職員  ：定年前の常勤職員と同じ。７時間45分／日。

②暫定再任用短時間勤務職員：15時間30分～31時間／週。

７時間45分以内／日。

（多様な勤務形態の選択が可能）

（２） 週休日

・ 原則→土曜日、日曜日

・ 暫定再任用短時間勤務職員

→土曜日、日曜日に加えて、月曜日から金曜日に週休日を設けることができ

る。

１ 暫定再任用短時間勤務職員への勤務時間、週休日の明示

暫定再任用短時間勤務職員には、勤務時間及び週休日について明示する必要があ

る。

また、勤務時間の内容（勤務時間数、始業及び終業の時刻、休憩時間等）を人事異

動通知その他適当な方法で通知することが適当である。

  ２ 暫定再任用短時間勤務職員の時間外勤務

暫定再任用短時間勤務職員についても臨時又は緊急の必要がある場合には、正規の

勤務時間外の勤務を命ずることがあり得るが、その場合は、短時間勤務という制度の

趣旨に十分留意しなければならない。

（３） 休暇

   ① 定年前の常勤職員との比較

・ 病気休暇

・ 特別休暇         定年前の常勤職員と同じ

・ 介護休暇及び介護時間

・ 年次有給休暇 → 下記②のとおり

   ② 年次有給休暇

    ア 暫定再任用短時間勤務職員の年次有給休暇の日数

・ 原則として、勤務時間に応じて比例計算。

・ 比例計算による日数が労基法に基づく日数（最低基準）を下回る場合は   

労基法による日数。［注］

比例計算の方法

① 斉一型短時間勤務職員（１週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務時

間数が同一の職員）

20日×（１週間の勤務日の日数÷５日）

勤務時間法5①

勤務時間法5②、

6②

R3国公法改正附則7

⑨

勤務時間法6①

R3国公法改正附則7

⑨

規則一五－一四9

通知(人)給生-19

R4.2.18

規則一五－一四

16の 2

規則一－七九附則

22②

勤務時間法16

勤務時間法17①Ⅰ

R3国公法改正附則7

⑨

労基法39③

労基則24の 3

規則一五－一四

18

規則一－七九附則

22②
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② 不斉一型短時間勤務職員（１週間毎の勤務日の日数又は勤務日毎の勤務

時間数が同一でない職員）

155時間×（１週間あたりの勤務時間数÷38時間45分）

7時間45分

（１日未満の端数四捨五入）

    イ 退職の日後、継続して任用された場合の年次有給休暇の日数

       ・ 暦年で年次有給休暇を付与している場合、退職する年の１月１日に付与        

した日数（繰越分を含む。既に使用した日数分は減じる。）をそのまま引

き続いて付与する。［注］

    ウ 年次有給休暇の単位

       ・ １日又は１時間

［注］ 国家公務員は労基法の適用がないため、再任用短時間勤務職員の年次休暇は労基   

法の規定にかかわらず、勤務時間の比例計算により付与される。

また、国家公務員の場合は、定年前の勤務に継続して暫定再任用された場合であ

っても新規に年次有給休暇が付与されるが、地方公務員の場合は労基法の適用があ

るため、定年前の勤務と継続して取り扱われ、定年退職前に付与された年次有給休

暇の日数が引き続き付与されることとなる。

      

（４） 育児休業等

① 常勤の暫定再任用職員

育児休業及び部分休業について、定年前の常勤職員と同様に取得可能

② 暫定再任用短時間勤務職員

  育児休業については常時勤務することを要しない職員（非常勤職員）として、

部分休業については常勤職員と同様に取得可能。

５ その他の勤務条件

（１） 公務災害補償

    常勤の暫定再任用職員、暫定再任用短時間勤務職員ともに地方公務員災害補償法

の規定に基づき、地方公務員災害補償基金が補償を実施する。

（２） 共済組合

① 常勤の暫定再任用職員

共済組合員の資格を有する。

② 暫定再任用短時間勤務職員

・医療保険：１週間の勤務時間及び１月間の勤務日数が、同種の業務に従事する

通常の定年前の職員の勤務時間及び勤務日数の４分の３以上（以下「４分

の３基準」という。）であるか、４分の３基準を満たさない場合であって

も次のａからｄまでの要件を全て満たす職員である場合は短期給付の適

用を受ける組合員となる。

ａ １週間の勤務時間が 20 時間以上であること

ｂ ２か月を超えて使用されることが見込まれること

ｃ 月額賃金が 88,000円以上であること

ｄ 学生でないこと

・年金保険：長期給付の適用を受ける組合員の資格を有しない。

昭 63.3.14 基発 150

39条関係

規則一五－一四

20

質疑応答/問4-8

育休法2、19

育休法(国)3、26

R3国公法改正附則7

⑨

規則一九－〇

3、28

規則一－七九附則

24

地公災法2①Ⅰ

地公災令1①

地共済法2①Ⅰ

地共済令2①Ⅵ、Ⅶ

地共済法74②

地共済令24の2①
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第４ 公益的法人等への派遣

１ 公益的法人等への職員の派遣の制度化

   公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成12年４月26日  

法律第50号）により、地方公務員の公益的法人等への派遣が制度化された。

（１） 立法目的

・ 職員派遣の適正化及び手続等の透明化・職員の身分取扱等の明確化

      最高裁判決（平成10年４月24日（神奈川県茅ヶ崎市・商工会議所への職員

派遣））等を踏まえた、職員派遣の統一的なルールの設定

・ 地域における人材の有効活用を通じた公民の適切な連携協力による諸施策の

推進

（２） 派遣の形態

   ① 派遣業務の形態

派遣先の業務にその役職員として専ら従事する

（実務研修、兼職等に係る派遣は制度の対象外）

② 派遣対象法人と派遣形態の区分

ア 職員派遣：公益的法人等への派遣

・ 一般社団法人、一般財団法人、一般地方独立行政法人、特別の法律により

設立された法人及び地方六団体等への派遣［注］

・ 地方公務員の身分を有したまま派遣

イ 退職派遣：営利法人への派遣

・ 特定法人（当該地方公共団体が出資する株式会社のうち、地域の振興、住

民生活の向上、その他公益の増進に寄与する業務を行うもの）への派遣

［注］

・ 一旦退職の上、派遣

［注］ 派遣先の条件

・ 地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有すること

・ 施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であること

・ 条例で定めた法人であること

（３） 施行日

① 職員派遣：平成14年４月１日

② 退職派遣：平成14年３月31日

最高裁平10.4.24

派遣法1

通知平12.7.12

派遣法2

派遣法10

派遣法2、10

派遣法附則1
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２ 職員派遣

（１） 派遣対象法人

     ① 一般社団法人又は一般財団法人

② 地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第８条第１項第５号に規定

する一般地方独立行政法人

③ 特別の法律により設立された法人で政令で定めるもの

政令⇒公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第２条

第１項第３号の法人を定める政令（平成 12 年 12 月 20 日政令第 523

号）

④ 地方自治法第263条の３第１項に規定する連合組織

＝地方六団体（全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、

全国市議会議長会、全国町村会、全国町村議会議長会（支部等を含む））

のうち、その業務の全部又は一部が当該地方公共団体の事務又は事業と密

接な関係を有するものであり、当該地方公共団体がその施策の推進を図る

ため人的援助を行うことが必要であるものとして、条例で定めるもの

（２） 派遣職員の業務

・ 地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有すると認められる業務

・ 団体の主たる業務が地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有する場合

は内部管理的な業務（会計業務、人事業務等）も可能

（３） 派遣職員の身分

公務員としての身分（派遣された時又は派遣期間中に異動した職）を保有する

が公務に従事しない

（４） 派遣期間

・ 原則３年以内

・ 派遣の日から５年以内まで延長可（当初から３年超５年以内の期間を設定す

ることは不可）。派遣先との合意、派遣職員の同意が必要。

（５） 給与支給

・ 原則として地方公共団体は支給しない

・ 例外的に支給可［注］

［注］ 地方公共団体が給料を支給できる場合

以下の場合には、条例で定めることにより、地方公共団体が給料を支給するこ

とができる。この場合、派遣先と地方公共団体のそれぞれが給料の一定割合を負

担することも可能。

① 派遣先において従事する業務が

       ・ 地方公共団体の委託を受けて行う業務（公共施設の管理運営業務等）

・ 地方公共団体と共同して行う業務（事業計画等に位置づけられている

調査研究事業等）

・ 地方公共団体の事務若しくは事業を補完し若しくは支援すると認めら

れる業務（事務又は事業に資する情報の収集、提供を行う業務等）

のいずれかであり、かつ、

・ その実施により地方公共団体の事務若しくは事業の効率的若しくは効

果的な実施が図られると認められる場合

② ①の業務が派遣先団体の主たる業務である場合

派遣法2①

派遣法2④

通知平12.7.12

派遣法4②

派遣法3

派遣法6

派遣法6②

通知平12.7.12

通知平12.7.12
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（６） 服務

・ 身分上の服務（「信用失墜行為の禁止」「政治的行為の制限」等）⇒適用あり

・ 職務上の服務（「職務命令に従う義務」「職務専念義務」等）⇒適用なし

（７） 派遣手続き等

① 職員の同意

・ 派遣される職員に業務内容等の取決め内容を明示し、職員の同意を得なけれ

ばならない。

    ・ 職員の同意の確認は、法律上の規定はないが、文書によることが適当。

② 取決め事項

・ 報酬その他の勤務条件

（地方公共団体が給与を支給する場合はその支給割合等）

・ 従事すべき業務

・ 派遣の期間

・ 職務への復帰に関する事項

・ 条例で定める事項

（福利厚生に関する事項、業務の従事状況の連絡に関する事項等）

   ③ 報告

     任命権者は、派遣職員の処遇の状況等及び職務に復帰した職員の復帰後の処遇

の状況等に関する報告書を、毎年度、市町村長に提出することとされている。

    ※ 報告については法律上の義務付けはないが、長が職員派遣の状況等を把握し

人事管理や制度運用の適正化を確保するために、条例及び規則（準則）におい

て規定したものである。

（８） 派遣期間満了後の扱い

派遣期間満了後には、地方公共団体の職務に復帰する。

（９） 派遣職員が職務に復帰する場合

下記の場合で、派遣を継続することができないか又は適当でないと認める場合

・ 派遣職員が派遣先団体の役職員の地位を失った場合

・ 当該派遣が派遣法、派遣条例の規定に適合しなくなった場合

・ 派遣先団体との取決めに反することとなった場合

・ 派遣職員が心身の故障により業務に堪えない場合若しくは適格性を欠く場合

・ 派遣職員が心身の故障により長期療養が必要な場合若しくは刑事事件に関し

て起訴された場合

・ 派遣職員が災害により生死不明若しくは所在不明となった場合

・ 派遣職員に違法行為若しくは全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があっ

た場合

（10） 職務復帰時の職員の処遇

派遣職員の職務復帰時の任用、給与等に関する処遇、退職時の退職手当の取

扱いについて、部内の職員との均衡を失することのないよう、条例で定めると

ころにより必要な措置を講じ、適切な配慮をしなければならない。

① 給与

・ 派遣期間中の派遣先の業務に係る災害若しくは通勤災害により休職にされ

たときは、職務復帰後も、休職の期間中、給与の全額を支給する。

通知平12.7.12

派遣法2②

通知平12.7.12

派遣法2③

派遣条例8

派遣規則4

派遣法5②

派遣法5①

通知平12.7.12

派遣法9

通知平12.7.12
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・ 復帰後の職務の級及び号俸は、派遣にならなかった職員と比べ不利になら

ないよう、必要な調整を行うことができる。

ア 昇格

部内の他の職員との均衡上、特に必要があると認められるときは、職務

に応じた職務の級に昇格させることができる。

イ 昇給

部内の他の職員との均衡上、必要があると認められるときは、派遣期間

を 100/100 以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したもの

とみなしてその職務の級に復帰した日及びその日後における最初の昇給日

又はそのいずれかの日に、その職員の号俸を調整することができる。

② 退職手当

退職手当組合構成団体の場合

（宮城県市町村職員退職手当組合退職手当条例による）

・ 退職手当条例の適用について、派遣先の業務に係る災害や通勤災害は公

務における公務災害、通勤災害とみなす。

・ 派遣期間（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律（平成３年法律第 76号）に規定する育児休業の期間を除く）

は在職期間から除算されない。

・ 派遣職員が派遣先団体から退職手当等の支払いを受けた場合は、当該退

職手当等の計算の基礎となった期間は在職期間から除算する。

・ 派遣職員が派遣期間中に退職した場合に支給する退職手当の算定の基礎

となる給料月額は、派遣がなかったものとした場合に受けるべき給料月額

に相当する額とする。

※ 退職手当の事務を独自に処理している団体は退職手当に関する条例に、他

の職員との均衡を図るための規定を設ける必要がある。

（11） 共済組合

派遣先団体の業務を公務とみなし、適用される。

① 手当、掛金の算定基礎となる標準報酬月額及び標準期末手当等の額

育児休業手当金、介護休業手当金の算定、厚生年金保険給付及び退職等年

金給付の額の算定、掛金及び特別掛金の算定においては、組合の運営規則で

定める標準報酬月額及び標準期末手当等の額（派遣職員が派遣されずに引き

続き当該地方公共団体に在職していたならば支給されるであろう標準報酬月

額及び標準期末手当等）により算出される。

② 負担金

・ 長期給付に要する費用⇒派遣先団体が負担

・ 組合の事務費⇒派遣職員にかかる事務費を明確に区分することが困難で

あることから、地方公共団体が負担

（12） 災害補償

・ 地方公務員災害補償法は適用されない。

・ 派遣先の災害補償制度（労働者災害保険）適用となる。

（13） 児童手当法の特例

・ 住所地の市町村長から児童手当の認定を受け、支給される。

・ 児童手当の拠出金は、派遣先団体から徴収する。

規則九－八22

規則九－八44

退手条例5の5

派遣法7

通知平12.7.12

派遣法8
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３ 退職派遣

（１） 派遣対象法人（以下、「特定法人」という。）

当該地方公共団体が出資する株式会社（いわゆる第三セクター）のうち（出資

比率は問わない）、

・ その業務の全部又は一部が地域の振興、住民の生活の向上その他公益の増進

に寄与するとともに、

・ 当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであり、

・ 当該地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要で

あるものとして、

・ 条例で定めるもの

（２） 派遣職員の業務

・ 地域の振興、住民の生活の向上その他公益の増進に寄与し、かつ、地方公共

団体の事務又は事業と密接な関連を有すると認められる業務（公益寄与業務）

・ 団体の主たる業務が公益寄与業務である場合は内部管理的な業務（会計業

務、人事業務等）も可能

（３） 派遣職員の身分

公務員としての身分（職）を離れて（退職）、派遣先団体に採用

（４） 派遣期間

    ・ ３年以内。職員の身分取扱いの安定性に配慮し、延長は不可。

共済の長期給付や退職手当において、派遣期間を通算の対象とするためには、「職

員」→「特定法人の役職員」→「職員」の期間が「引き続いている」ことが必要で

あるから、辞令上の日付等の面で身分上の空白が生じないよう留意が必要。

（５） 給与支給

     地方公共団体は、支給しない。

（６） 服務

身分上、職務上とも適用なし

（守秘義務のうち退職者に対して適用される規定を除く）

（７） 派遣手続き等

   ① 職員の同意

・ 退職派遣に関する取決めに従って当該特定法人の業務に従事することを求め

る任命権者の要請に、職員が応じることが必要

・ 退職についての本人の意思は、法律上の規定はないが、文書で確認すること

が適当

② 取決め事項

・ 報酬その他の勤務条件

・ 従事すべき業務

・ 派遣の期間

・ 職員としての採用に関する事項

・ 条例で定める事項

（福利厚生に関する事項、業務の従事状況の連絡に関する事項等）

派遣法10①②

派遣法10③

通知平12.7.12

派遣法10①

派遣法10④

派遣法10②

通知平12.7.12

派遣法10②
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（８） 派遣期間満了後の扱い

     下記の場合を除き職員として採用。この場合、条件附採用期間の適用はない。

     ・ 地方公務員法の欠格条項に該当する場合

・ 刑法その他の法令の規定に違反した場合で、懲戒免職処分を行うことが適当

と認められる場合

（９） 退職派遣者が再採用される場合

下記の場合は、特定法人に派遣された職員（以下「退職派遣者」という。）を、

職員として採用することとされている。この場合条件附採用期間の適用はない。

     ・ 退職派遣者が派遣先団体の役職員の地位を失った場合

・ 次の場合で、退職派遣者を引き続き役職員として在職させることができない      

か又は適当でないと認められる場合

       a 当該派遣が派遣法、派遣条例の規定に適合しなくなった場合

       b 派遣先団体との取決めに反することとなった場合

c 退職派遣者が心身の故障により業務の遂行に支障があり、業務に堪えな

い場合若しくは長期療養が必要な場合

d 退職派遣者が刑事事件に関して起訴された場合

e 派遣職員が災害により生死不明若しくは所在不明となった場合

f 派遣職員に違法行為若しくは全体の奉仕者たるにふさわしくない非行が

あった場合

     ・ 公務上の必要や特別の事情により退職派遣者を職員として採用することが必      

要と認められる場合

（10） 再採用時の職員の処遇

退職派遣者が職員として採用された場合の任用、給与等に関する処遇、退職時の

退職手当の取扱いについて、部内の職員との均衡を失することのないよう、条例で

定めるところにより必要な措置を講じ、適切な配慮をしなければならない。

    ① 給与

・ 派遣期間中の派遣先の業務に係る災害若しくは通勤災害により休職にされた

ときは、職務復帰後も、休職の期間中、給与の全額を支給する。

・ 復帰後の職務の級、号俸は、派遣されなかった職員と比べ不利にならない

よう必要な調整を行うことができる。

② 退職手当

退職手当組合構成団体の場合

（宮城県市町村職員退職手当組合退職手当条例による）

・ 退職派遣に引き続き職員として採用された職員の退職手当条例の適用につ

いて、派遣先の業務に係る災害や通勤災害は公務における公務災害、通勤災       

害とみなす。［注１］

・ 特定法人の退職手当（退職手当に相当する給与を含む。）に関する規程に

おいて、職員としての勤続期間を当該特定法人の役職員としての勤続期間に

通算することを定めている場合は、派遣期間は在職期間に通算する。［注２］

※ 退職手当の事務を独自に処理している団体は退職手当に関する条例に、他の

職員との均衡を図るための規定を設ける必要がある。

［注１］ 退職手当組合の退職手当条例では、退職派遣された者が不測の事態（死亡等）     

により、職員として採用されることなく退職した場合は、特定法人で退職手当を

支給することとされているので、特定法人への派遣に当たっては留意が必要であ

る。

派遣法10①⑤

派遣法10①⑤

通知平12.7.12

派遣法12①

通知平12.7.12

退手条例5の6

通知平12.7.12

退手組合

通知平14.1.15
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［注２］ 退職派遣者となっていた期間を職員の引き続いた在職期間に通算するために

は特定法人の退職手当に関する規定において、職員としての在職期間を当該特

定法人の役職員としての在職期間に通算することが規定されている必要がある

ので、事前に派遣先団体と調整する必要がある。

（11） 共済組合

特定法人又は退職派遣者は、地共済法第 140 条第１項に規定する公庫等又は公

庫等職員とみなして、同条の規定が適用される。これにより、共済組合制度の適

用は下記のとおりとなる。

① 短期給付

・ 適用されない。

・ 派遣先の健康保険制度適用。

② 長期給付

・ 地共済法の長期給付に係る規定中「公務」を派遣先団体の「業務」として､

適用される。

③ 地共済法上の福祉事業

・ 利用できない。

・ 派遣先団体に適用される健康保険による保健福祉事業を利用。

④ 手当、掛金の算定基礎となる標準報酬月額及び標準期末手当等の額

厚生年金保険給付及び退職等年金給付の額の算定、掛金及び特別掛金の算定

においては、組合の運営規則で定める標準報酬月額及び標準期末手当等の額

（派遣職員が派遣されずに引き続き当該地方公共団体に在職していたならば支

給されるであろう標準報酬月額及び標準期末手当等）により算出される。

⑤ 負担金

・ 長期給付に要する費用⇒派遣先団体が負担

・ 組合の事務費⇒地方公共団体が負担

（12） 災害補償

・ 地方公務員災害補償法は適用されない。

・ 派遣先の災害補償制度（労働者災害保険）適用。

（13） 懲戒制度の特例

     退職派遣後、再び採用された職員について、退職派遣される前に行った非違行

為に対する懲戒処分を行うことができる。

派遣法11

地共済法140

通知平12.7.12

通知平12.7.12

派遣法12②

地公法29②

191 / 213



４ その他の調整事項

（１） 定数上の取扱い

・ 派遣職員は、職を保有するが職務に従事しないことから、定数条例上は定数外

の職員として取り扱うことが可能（条例で規定することが望ましい）。

・ 職員の派遣にあたっては、派遣職員の定数管理を明確にする観点から、条例に

規定するか又は別途管理する等、取扱いを検討する必要がある。

・ 退職派遣者は、地方公務員の身分を有していないことから定数条例の対象外と

なるが、一定期間後には職員として採用されることが予定されているため、中長

期的な人事管理に支障のないよう、別途、適切に管理する必要がある。

（２） 赴任旅費の取扱い

① 派遣先団体への赴任（派遣職員→派遣先団体、退職派遣者→派遣先団体）

・ 派遣先団体に赴任するための旅費であることから、派遣先団体が支給。

・ 派遣先団体との取決めに明示する必要があると考えられる。

② 退職派遣者の採用（退職派遣者→派遣元の地方公共団体）

・ 採用に伴う赴任であることから、新規採用職員同様に地方公共団体が支給。

③ 派遣職員の職務復帰（派遣職員→派遣元の地方公共団体）

・ 自治法派遣等と同様に派遣先を「旧在勤庁」とみなして赴任旅費を支給する

旨を規則等において規定し、地方公共団体で支給することが適当。

（３） 年次有給休暇の取扱い

① 派遣職員が派遣先団体に派遣された場合

・ 労基法第39条の解釈において、派遣前の勤務と派遣期間の勤務が継続してい

るものとして取り扱われ、地方公共団体における勤務期間を通算した勤務年数

に応じた日数が付与される。

    ・ 繰越分については考慮されないため、派遣法第９条の規定に基づき、派遣職

員にとって不利益が生じないよう、繰越分も考慮した年次有給休暇が付与され

るよう、派遣先団体との取決めにおいて明示することが必要である。

② 退職派遣者が派遣先団体に派遣された場合

・ 新たな労働関係が派遣先との間に成立するので、派遣前の勤務期間は派遣先

団体での勤務期間に通算されず、派遣先での新規採用者としての日数が付与さ

れることとなる。

・ このような取扱いは退職派遣者にとって不利益となることから、派遣法第 10

条第２項の規定に基づき、①と同様に派遣先団体との取決めにより、派遣前の

勤務期間を考慮した年次有給休暇が付与されるよう措置することが必要であ

る。

③ 派遣職員が当該地方公共団体に職務復帰した場合

・ 派遣期間も職員としての身分を有していることから、派遣前から復帰後にか

けて継続勤務をしているものとして年次有給休暇を付与することとなる。

④ 退職派遣者が当該地方公共団体に採用された場合

・ 派遣期間中は職員としての身分を有しないため、新規に採用されたものとし

て年次有給休暇を付与することとなる。

・ このような取扱いは退職派遣者にとって不利益となることから、派遣法第 12

条第１項の規定に基づき、派遣前から採用後にかけて継続勤務をしているもの

通知平12.7.12

旅費法2①Ⅶ、

23～25

労基法39

通知平12.7.12

派遣法9
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として取り扱うよう、措置することが必要である。

・ この場合、規則等において、その旨規定することが必要である。

（４） 社会保険等の取扱い

派遣職員の社会保険等の適用については、概ね派遣先団体の健康保険制度や雇

用保険、労働者災害補償制度が適用となるが、派遣先団体で加入している社会保

険制度や派遣職員に対する給与負担の状況によっては適用されない場合も想定さ

れることから事前に保険者等と調整の上、対応することが必要である。
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第５ 一般職の任期付研究員

１ 任期付研究員の採用の制度化

地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律（平成 12 年法律第 51

号）により、公設試験研究機関において研究業務に従事する職員の任期を定めた採用

が制度化された。

（１） 立法目的

・ 柔軟で競争的な研究環境を実現

・ 外部人材を受け入れ、研究者の相互の交流を推進することにより、公設試験

研究機関の研究活動を活性化

（２） 採用の形態

公設試験研究機関において研究業務に従事する常勤の職員として採用

招へい研究員型 若手研究員型

要件

・ 研究業績等により当該研究分

野において特に優れた研究者と

認められている者

・ 高度の専門的知識経験を必要

とする研究業務に従事

・ 独立して研究する能力があり研究

者として高い資質を有する者

・ 当該研究分野における先導的役割

を担う研究者となるために必要な能

力のかん養に資する研究業務に従事

採用

方法
個別の選考採用 公募による選考採用

任期
５年（特別の場合は７年（ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ研究の場合10年））以内
３年（特別の場合は５年）以内

勤務

条件

・ 任期付研究員業績手当支給可

・ 裁量勤務制可
任期付研究員業績手当支給可

２ 対象機関

   地方公共団体に置かれる試験所、研究所その他の機関であって、試験研究に関する

業務を行うもの。

試験所、研究所 農業試験場、工業技術ｾﾝﾀｰ、衛生研究所等、専ら試験研究業務を

行う施設等機関

その他の機関 ・ 博物館、美術館、病院等で専ら試験研究業務を行う部門を

有する施設等機関

・ 県警鑑識課科学捜査研究所、県史編纂室等、本庁内部の部課

室等で試験研究業務を分掌して組織的に研究活動を行う機関

※ 公設民営の研究所等は含まれない。

※ 学校教育法第 2 条第 2 項に規定する公立学校は含まれない（大学教員等につい

ては「大学の教員等の任期に関する法律」の対象となることから、公立学校は除

外されている）。

３ 採用対象職員

・ 公設試験研究機関における試験研究に関する業務に従事する常勤の職員を採用

・ 機関の長や管理的業務に従事する職員（機関の長を補佐し機関の業務を整理する次

長・副所長及び相当職、公設試験研究機関の支所の長等）、非常勤職員は対象外

任期付研究員法   

(地公)1

任期付研究員法  

(地公)2

任期付研究員法

(地公)3

通知平12.7.1

任期付研究員法

(地公)4

自治法204

任期付研究員法

(地公)6

任期付研究員法

(地公)2

通知平12.7.1

通知平12.4.27

任期付研究員法

(地公)2

通知平12.7.1
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４ 制度導入に係る基本的事項

（１） 条例の整備

・ 任期付研究員制度を導入する場合には、条例を整備する必要がある。

・ 任期付研究員の給与については、条例で定めなければならない。

（２） 任期付研究員の採用に際しての留意点

・ 任期付研究員の制度は任期の定めのない研究員の業務も含め、研究活動全体

の活性化を図ることを目的としていることから、任期付研究員の採用にあたっ

ては当該研究員に従事させるべき研究業務や任期の妥当性のみならず、既存の

研究活動に与える効果や業務への影響等についても十分に検討すべきである。

・ 当該公設試験研究機関の研究課題を踏まえ、任命権者又はその委任を受けた

試験研究機関の責任者が、公正かつ適切に選考を行うこと。

５ 招へい研究員型

（１） 要件

① 対象者   ： 当該公設試験研究機関の研究業務に必要な高度の専門的な

知識経験を有し、研究業績等により特に優れた研究者として

認められている者

② 従事する業務： 優れた研究者として認められている研究分野に係る高度の

専門的な知識経験を必要とする研究業務

（２） 採用

・ 任命権者及び委任を受けた公設試験研究機関の長が選考により採用する。

・ 個別の選考により、その者の知識経験の度、その者が従事することとなる研

究業務等を勘案して適切な人材の採用に努めること。

    ・ 採用時には、任期を明示しなければならない。

招へい研究員の再任

  招へい研究員は、一定の期間内で研究成果を挙げることを期待して、任期を定めて採

用されるものであるから、原則として再任は認められない。

  ただし、下記の場合は招へい研究員として採用される場合もあり得る。

  ・ 他の公設試験研究機関の招へい研究員の要件を満たす場合

  ・ 同一の公設試験研究機関であっても、研究内容が従前のものと異なり、招へい研

究員の要件を満たす場合

（３） 任期

・ ５年を超えない範囲で任命権者が定める。

・ 特に必要があると認める場合には、７年（特別の計画に基づき期間を定めて

実施される研究業務に従事させる場合は10年）を超えない範囲内で任期を定め

ることができる。

・ 任期が５年に満たない場合は、採用の日から５年を超えない範囲において、

任期を更新することができる。

・ 任期を更新した場合は、任期を明示しなければならない。

・ 任期の更新について、及び任期を更新する場合は本人の同意を得なければな

らないことについて条例で定めることが適当である。

・ あらかじめ５年を越える任期が定められている場合は、個別・特例的に当該

任期が定められたものであるから、任期の更新は想定されない。

任期付研究員法

(地公)3

地公法24

自治法204

通知平12.7.1

通知平12.4.27

任期付研究員法

(地公)3①Ⅰ

任期付研究員法

(地公)3

通知平12.7.1

任期付研究員法

(地公)4④

通知平12.4.27

通知平12.7.1

任期付研究員法

(地公)4①

任期付研究員法

(地公)5

通知平12.7.1
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（４） 異動

    任期付研究員の任期中の異動については、当該任期付研究員が現に占めている職

と同一の研究業務を行うことを職務内容とする職に異動させる場合その他任期を定

めた採用の趣旨に反しないものと認められる場合に限り行うことができる。

（５） 勤務条件

① 給与

・ 条例で定めること

・ 国家公務員の任期付研究員の給与に準じた措置を講ずること [注１]

② 裁量による勤務

・ 条例で定めることにより、労基法第 38 条の３の裁量労働制を導入することが

できる。 [注２]

[注１] 国家公務員の一般職の任期付研究員（招へい研究員型）の給与

１ 俸給

・ 任期中において行うこととなる研究業務にふさわしい給与を確保するため

に、簡素な号俸構成からなる俸給表を設定

招へい研究員（第一号任期付研究員）の俸給表

号 俸 1 2 3 4 5 6

俸給月額 414,000 475,000 538,000 621,000 722,000 824,000

・ 号俸は、その者が従事する研究業務に応じて、人事院規則で定める基準に従

い、各庁の長が決定する。

２ 手当

・ 勤勉手当等の業績等と密接に関連する手当や長期継続雇用を前提として支給

される扶養手当等は支給せず、通勤手当等の特に手当の形で支給することが必

要であるものに限定して支給。

（支給しない手当）

俸給の調整額、俸給の特別調整額（管理職手当）、初任給調整手当、

扶養手当、住居手当、勤勉手当

※ その他の手当については他の一般職の職員と同様に支給

・ 特に顕著な研究業績を挙げたと認められる場合、俸給月額に相当する額を、

「任期付研究員業績手当」として支給することができる。

[注２] 裁量勤務制導入に際しての留意点

１ 任期付研究員法（地公）第６条に規定する条例事項について条例で定めること

のほか、裁量勤務制をとる場合の手続きや裁量勤務制を導入する機関等について

規則等で規定する必要がある。

２ 裁量勤務制は全ての招へい研究員に当然に適用されるものではなく、研究業務

の能率的な遂行のため必要と認められる場合に適用すべきものである。

３ 裁量勤務制が適用される場合は下記の手当を支給する要件が生じないこととな

る。

時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当

通知平12.7.1

自治法204

地公法24

任期付研究員

法 (地公)6

通知平12.7.1

任期付研究員

法(国公)6①

R7.4.1施行

任期付研究員

法(国公)6③

規則二〇－〇

6①

任期付研究員

法(国公)7①

任期付研究員

法

(国公)6⑤

通知平12.7.1

規則二〇－〇

9～11
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６ 若手研究員型

（１） 要件

① 対象者   ： 独立して研究する能力があり、研究者として高い資質を有

すると認められる者（かつて当該地方公共団体に若手研究員

型の任期付研究員として採用されたことのある者を除く）

② 従事する業務： 当該研究分野における先導的役割を担う有為な研究者とな

るために必要な能力のかん養に資する研究業務

（２） 採用

・ 任命権者及び委任を受けた公設試験研究機関の長が選考により採用する。

・ 大学院の博士課程修了者やポスト・ドクトラル・フェローシップ制度（若手

研究者に一定期間研究の機会を提供する各種の特別研究員制度）経験者等を対

象に広く公募を行うとともに、専門的な研究能力や資質の適切な評価に努め、

公正な選考採用を行う必要がある。

・ 対象となる研究業務及び選考の手続を定めた採用計画に基づいて採用しなけ

ればならない。

    ・ 採用時には、任期を明示しなければならない。

若手研究員の再任

若手研究員は、有為な研究者となるために必要な能力等をかん養し、研究社会におい

て認知されるような研究成果を達成することを期待して、あらかじめ任期を定めて採用

されるものであるから、当該地方公共団体における若手研究員としての再任は認められ

ない。

ただし、若手研究員の任期を満了した者が、他の地方公共団体における若手研究員の

用件を満たす場合に、若手研究員として新たに採用されることは否定されるものではな

い。

（３） 任期

・ ３年を超えない範囲で任命権者が定める。

・ 研究業務の性質上特に必要があると認める場合には、５年を超えない範囲内

で任期を定めることができる。

・ 任期が３年に満たない場合は、採用の日から３年を超えない範囲において、

任期を更新することができる。また、特に必要があるものとして採用計画にお

いて５年を超えない範囲内で任期が予定されている場合には、採用の日から５

年を超えない範囲内において、任期を更新することができる。

・ 任期を更新した場合は、任期を明示しなければならない。

・ 任期の更新について、及び任期を更新する場合は本人の同意を得なければな

らないことについて条例で定めることが適当である。

（４） 異動

    任期中の異動については、招へい型研究員と同様、当該任期付研究員が現に占

めている職と同一の研究業務を行うことを職務内容とする職に異動させる場合そ

の他任期を定めた採用の趣旨に反しないものと認められる場合に限り行うことが

できる。

任期付研究員法

(地公)3①Ⅱ

任期付研究員法

(地公)3①

通知平12.7.1

任期付研究員法

(地公)3③

任期付研究員法

(地公)4④

通知平12.4.27

通知平12.7.1

任期付研究員法

(地公)4③

任期付研究員法

(地公)5

任期付研究員法

(地公)4④

通知平12.7.1

通知平12.7.1
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（５） 勤務条件

① 給与

・ 条例で定めること。

・ 国家公務員の任期付研究員の給与に準じた措置を講ずること。 [注]

② 勤務時間

・ 他の任期の定めのない職員と同様。

・ 招へい型研究員に適用することができる裁量勤務制は、若手研究員には適

用されない。

[注] 国家公務員の一般職の任期付研究員（若手研究員型）の給与

１ 俸給

・ 招へい研究員と同様、簡素な号俸構成からなる俸給表を設定

若手研究員（第二号任期付研究員）の俸給表

号 俸 1 2 3

俸給月額 346,000 382,000 410,000

・ 号俸は、その者が従事する研究業務に応じて、人事院規則で定める基準に

従い、各庁の長が決定する。

２ 手当

・ 招へい研究員と同様、特に手当の形で支給することが必要であるものに限

定して支給。

（支給しない手当）

俸給の調整額、俸給の特別調整額（管理職手当）、初任給調整手当、

扶養手当、住居手当、勤勉手当、管理職員特別勤務手当

※ 管理職員特別勤務手当が支給される「特定管理職員」に招へい研究

員は含まれるが、若手研究員は含まれない

※ その他の手当については他の一般職の職員と同様に支給

・ 招へい研究員と同様、特に顕著な研究業績を挙げたと認められる場合、俸

給月額に相当する額を、「任期付研究員業績手当」として支給することができ

る。

７ 任期付研究員業績手当

・ 地方公共団体は、条例で定めることにより、任期付研究員業績手当を支給するこ

とができる。

・ 任期付研究員業績手当は、採用当初に期待された以上の、特に顕著な研究業績を

挙げたと認められる任期付研究員に対して支給するものである。

・ 研究業績の評価にあたっては、専門家を交えた評価機関を設置する等により、公

正かつ適切な研究業績の評価の確保が図られる必要がある。

（参考）国家公務員の任期付研究員業績手当

対象者 12 月１日に在職する任期付研究員のうち、特に顕著な業績を挙げた

と認められるもの

支給日 12月の期末手当の支給日

支給額 その者の俸給月額に相当する額

自治法204

地公法24

通知平12.7.1

通知平12.7.1

任期付研究員法

(国公)6②

R7.4.1施行

任期付研究員法

(国公)6③

規則二〇－〇

6②

任期付研究員法

(国公)7①②

任期付研究員法

(国公)6⑤

自治法204

通知平12.7.1

規則二〇－〇

7、8

任期付研究員法

(国公)6⑤
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第６ 一般職の任期付職員

１ 特定任期付職員及び一般任期付職員（第３条関係）

（１） 採用

特定任期付

職員（第３

条第１項の

職員）

高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定期間活用して

遂行することが特に必要とされる業務に従事させる場合

一般任期付

職員（第３

条第２項の

職員）

専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合で、

下記のいずれかに該当し、期間を限って従事させることが公務

の能率的運営を確保するために必要であるとき

① 専門的な知識経験を有する職員の育成に期間を要し、適

任者を部内で確保することが一定期間困難な場合

② 必要とされる知識経験が急速に進歩する技術に係るもの

であること等、当該専門的な知識経験を有効に活用するこ

とができる期間が一定期間に限られる場合

③ ①②に準ずる場合として条例で定める場合

  ※ 採用対象となる職員は、下記の職員を除く一般職に属する全ての地方公務員。

（対象外となる職員）

   ① 任期を定めて任用することが法定されている職を占める職員

（公立大学の学長及び部局長）

② 非常勤職員

③ 公立大学の教授、准教授、講師、助教及び助手

④ 研究業務に従事する職員

（２） 採用の方法

     条例で定めるところにより、特定任期付職員及び一般任期付職員を選考により任

期を定めて採用することができる。

※ 採用に際しての留意点

① 業務上の必要性の検証

採用しようとする業務が、公務部内では直ちに得られにくい専門的な知識経

験又は優れた識見を一定期間活用することが必要な業務であるかを十分に検証

すること。

② 公正な能力の検証

採用に際しては、能力の実証に基づいた公正な採用を行うことが必要であ

る。

・ 採用しようとする業務の遂行に必要な専門的な知識経験又は優れた識見を

有する者であるかを、その者の資格、経歴、実務の経験等に基づき経歴評定

その他客観的な判定方法により公正に検証すること。

・ 客観性、透明性の確保のため、必要に応じて有識者の意見聴取、採用状況

の公表等の措置も考慮すること。

・ 必要とされる知識経験等を有する人材が広く存在しうる場合は公募による

ことも考慮すること。

任期付職員法

(地公)3①

任期付職員法

(地公)3②

任期付職員法

(地公)2①

教特法7

大学の教員等

の任期に関す

る法律8

任期付研究員

法(地公)7

任期付職員法

(地公)3①②

通知平14.6.14

通知平14.6.14
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（３） 任期

・ ５年を超えない範囲で任命権者が定める。

・ 任期が５年に満たない場合は、採用の日から５年を超えない範囲において、任

期を更新することができる。

・ 採用する場合又は任期を更新した場合は、任期を明示しなければならない。

   １ 任期の設定

職員の任期は当該職員の身分保障に配慮しつつ、その者に従事させる業務の遂行

に必要な期間を考慮して定めること。

２ 任期の更新

任期を更新する場合にはあらかじめ任期付職員の同意を得なければならない旨を

条例で定めることが適当であり、また、同意は文書で行うことが適当である。

３ 任期満了及び再任

・ 任期付職員は任期の満了により当然に退職する。

・ 任期満了後の再任については想定しておらず、特に任期の上限である５年を超

えて再任することは法の趣旨にそぐわないものである。

・ 任期を満了した者が、他の地方公共団体における任期付職員の要件を満たす場

合に、他の地方公共団体の任期付職員として採用されることは差支えない。

（４） 任用の制限

・ 任期付職員は、原則としてその任期を通じて採用時に占めていた職にのみ採用

される。

・ 組織の改廃、業務の遂行が予定より早期に終了した等の場合で、当該職員の専

門的な知識経験又は優れた識見を活用できる業務と同一の業務を職務の主な内容

とする他の職に任用する場合等、任期を定めた採用の趣旨に反しないと認められ

る場合に限り他の職に任用することができる。

（５） 勤務条件等

① 給与

・ 条例で定めること

・ 国家公務員の任期付職員の給与に準じた措置を講ずること [注]

・ 顕著な業績を挙げた特定任期付職員に「特定任期付職員業績手当」を支給可

[注] 国家公務員の一般職の任期付職員の給与

１ 特定任期付職員の給与

① 俸給

・ 任期中において行うこととなる業務にふさわしい給与を確保するため

に、簡素な号俸構成からなる俸給表を設定

特定任期付職員の俸給表

号 俸 1 2 3 4 5 6 7

俸給月額 392,000 440,000 492,000 555,000 634,000 740,000 864,000

・ 号俸は、その者が従事する業務に応じて、人事院規則で定める基準に従

い、各庁の長が決定する。

任期付職員法

(地公)6①、7

①

任期付職員法

(地公)6③、7

④

通知平14.6.14

知平14.6.14

自治法204

地公法24

任期付職員法

(国公)7④

通知平14.6.14

通知平14.6.14

任期付職員法

(国公)7①

R7.4.1施行

規則二三－〇6
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② 手当

・ 長期継続雇用を前提として支給される扶養手当等は支給せず、通勤手当

等の特に手当の形で支給することが必要であるものに限定して支給。

（支給しない手当）

俸給の調整額、俸給の特別調整額（管理職手当）、初任給調整手当、

扶養手当、住居手当

※ その他の手当については他の一般職の職員と同様に支給

    ２ 一般任期付職員の給与

他の常勤の一般職の職員と同様の俸給表を適用し、手当等も同様に支給す

る。

   ② 勤務時間、休暇

条例で定める。

※ 改めて条例を定めない場合は、地方公務員法に基づく他の一般職の常勤の職

員の勤務時間、休暇等を定めた条例が適用される。

※ 国家公務員の任期付職員の勤務時間､休暇等について、特例は設けられておら

ず、他の一般職の常勤の職員と同様「一般職の職員の勤務時間、休暇等に関す

る法律」が適用される。

③ 分限及び懲戒

地公法の規定の適用を受けるが、任期を定めて任用される職員であるから、定  

年制は適用されない。

④ 服務

      地公法の規定の適用を受ける。

営利企業の職員であった者を任用する場合には、当該営利企業との関係で公務の公正な

執行に疑念を抱かれないよう配慮すること。

  

⑤ 共済制度

任期付職員は常勤の職員であるから、地方公務員共済組合の組合員となる。

⑥ 災害補償

  任期付職員は常勤の職員であるから、地方公務員災害補償法の適用を受ける。

任期付職員法

(国公)8①

R7.4.1 施行予

定

通知平14.6.14

地公法24

通知平14.6.14

地公法28の6④

通知平14.6.14

地共済法2①Ⅰ

地公災法2①Ⅰ
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２ 任期付職員の拡大（第４条関係）

（１） 採用

第４条第１

項の職員

次の業務のいずれかに期間を限って従事させることが公務の

能率的運営を確保するために必要である場合

① 一定の期間内に終了することが見込まれる業務

② 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務

第４条第２

項の職員

法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を上記

①、②のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当

該業務以外の業務に期間を限って従事させることが公務の能率

的運営を確保するために必要であるとき

  ※ 採用対象外となる職員は、特定任期付職員及び一般任期付職員に同じ。

    ※ 「一定の期間」とは、長くとも５年程度の期間を想定するものとし、数週間程

度の短い期間は人事管理の煩雑さ等から適当でないこと。

    ※ 第４条第２項の規定は、終期が見込まれる業務に職員を従事させる際、その全

てが任期付職員であることが現実的でない場合があることを想定し、当該業務に

任期の定めのない職員を充てる一方、その見合いにおいて、本来任期の定めのな

い職員を充てることとされている恒久的な業務に任期付職員を充てることができ

ることとする趣旨であること。したがって、終期が見込まれる業務に充てた任期

の定めのない職員の数以上の数の任期付職員を恒久的な業務に充てることは認め

られないものであること。

（２） 採用の方法

     条例で定めるところにより、任期を定めて採用することができる。

※ 採用方法は、任期の定めのない職員と同様となる。また、地公法第 22 条第１項

に規定する条件付採用が適用される。

（３） 任期

・ ３年（特に３年を超える任期を定める必要がある場合として条例で定める場合

にあっては５年。）を超えない範囲で任命権者が定める。

・ 任期が３（５）年に満たない場合は、採用の日から３（５）年を超えない範囲

において、任期を更新することができる。

・ 採用する場合又は任期を更新した場合は、任期を明示しなければならない。

    ※ 「特に３年を超える任期を定める必要がある場合として条例で定める場合」と

しては、例えば４年後など３年を超え５年を超えない期間の後に廃止等により終

了することが決定している業務に職員を就ける場合が考えられ、条例で具体的な

業務を挙げて定めることが適当である。

（４） 任用の制限

一定の期間内に終了することが見込まれる他の業務に係る職に任用する場合等、

任期を定めて採用した趣旨に反しない場合に限り、その任期中、他の職に任用する

ことができる。

（５） 勤務条件等

① 給与

    ・ 給与は条例で定めるものとし、条例を定めるに当たっては制度の趣旨、地域

の実情等を踏まえ、適切な措置を講ずること。

任期付職員法

(地公)4①

任期付職員法

(地公)4②

通知平16.8.1

通知平16.8.1

任期付職員法

(地公)4①②

通知平16.8.1

任期付職員法

(地公)6②

任期付職員法

(地公)7②

任期付職員法

(地公)6③、7④

通知平16.8.1

任期付職員法

(地公)8②

自治法204

地公法24

通知平16.8.1
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     ・ 長期継続雇用を前提としない期間の限られた任用であり、かつ、特定の業務      

に従事することが想定されることから、その給料月額の決定に際して、能力の      

伸長や経験の蓄積等の要素を考慮する必要性は低く、その任用が想定される職      

に適用すべき各給料表の職務の級ごとに、職務の評価を基本とした単一号給を      

設けることが適当であること。

    ・ 公的な資格を有する者など一定の専門的な知識経験を有する人材の確保のた

め特に必要な事情が認められる場合については、任期付採用職員の給料表への

号給の増設又は同種の業務に従事する常勤職員が用いる給料表の使用を条例に

規定することにより、昇給や過去の経験を踏まえた号給の決定を行うことも否

定されないものであること。

     ・ 職務の級の決定については、その職務の複雑、困難及び責任の度に基づいて      

適切に行うこと。なお、特定任期付職員及び一般任期付職員は、専門的な知識

経験等を有する者の任期付採用であるのに対し、この任期付職員は、終期が見

込まれる等の一定の要件を満たす場合に、一般的な業務に従事することが想定

されるものであり、両制度の趣旨の相違に留意すること。

     ・ 諸手当については、任期の定めのない常勤職員と同様に支給することができ

る。

   ② 勤務時間、休暇

      任期の定めのない常勤職員と同様に取り扱われるもの。

③ 分限及び懲戒

地公法の規定の適用を受けるが、任期を定めて任用される職員であるから、定

  年制は適用されない。

④ 服務

      地公法の規定の適用を受ける。

⑤ 共済制度

常勤の職員として、地方公務員共済組合の組合員となる。

⑥ 災害補償

  常勤の職員として、地方公務員災害補償法が適用される。

（６） 定数上の取扱い

常勤の職であることから、定数条例上、定数内となる。

通知平26.7.4

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

地公法28の 6④

通知平16.8.1

通知平16.8.1

地共済法2①Ⅰ

通知平16.8.1

地公災法2①Ⅰ

通知平16.8.1

自治法172③
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３ 任期付短時間勤務職員（第５条関係）

（１） 採用

第５条第１

項の職員

短時間勤務職員を次の業務のいずれかに従事させることが公

務の能率的運営を確保するために必要である場合

① 一定の期間内に終了することが見込まれる業務

② 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務

第５条第２

項の職員

住民に対して職員により直接提供されるサービスについて、

その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提供体制を充

実し、又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を

維持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当該サー

ビスに係る業務に従事させることが公務の能率的運営を確保す

るために必要であるとき

第５条第３

項の職員

職員が次の承認を受けて勤務しない時間について短時間勤務

職員を当該職員の業務に従事させることが当該業務を処理する

ため適当であると認める場合

① 修学部分休業又は高齢者部分休業

② 介護休暇

③ 育児のための部分休業

    ※ 「短時間勤務職員」とは、地公法第22条の4第1項に規定する短時間勤務の

職を占める職員をいう。

    ※ 任期付職員法（地公）5②における「その延長した提供時間若しくは充実した

提供体制を維持する」とは、単に現状のサービスの提供時間や提供体制を維持

することはこれに当たらず、あくまでもサービスの提供時間を延長したり、又

は、提供体制を充実させた上で、その後においても延長した提供時間や充実し

た提供体制を維持するために短時間勤務職員が必要な場合をいうものであるこ

と。

      なお、短時間勤務職員を任用する時点は、サービスの時間を延長したり、又

は、提供体制を充実させる時点と同時であることを必ずしも要しないものであ

ること。

    ※ 部分休業等の承認を受けて勤務しない職員の数と採用する任期付短時間勤務

職員の数とは必ずしも一致しなければならないものではないこと。

（２） 採用の方法

     「２ 任期付職員の拡大」に同じ。

（３） 任期

     「２ 任期付職員の拡大」に同じ。

（４） 任用の制限

     「２ 任期付職員の拡大」に同じ。

（５） 勤務条件等

① 給与

     ・ パートタイム会計年度任用職員が自治法第 203 条の２により報酬を支給さ

れるのに対し、任期付短時間勤務職員は自治法第 204 条により給料及び手当

が支給される。

任期付職員法

(地公)5①

任期付職員法

(地公)5②

任期付職員法

(地公)5③

任期付職員法

(地公)2②

通知平16.8.1

通知平26.7.4

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

任期付職員法

(地公)8②

通知平16.8.1

自治法204①②
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・ 給料については、任期付短時間勤務職員が従事する職務をフルタイムで行

うものとした場合の給料月額を「２ 任期付職員の拡大」（５）①の給料月額

の決定方法により定め、これに勤務時間数に応じた割合を乗ずることにより

決定することが適当であること。

     ・ 手当の取扱いについては、へき地手当及びへき地手当に準ずる手当は支給

されないほか、次の生活関連手当及び人材確保のための手当についても支給

しないことが適当であること。

        扶養手当、住居手当、単身赴任手当、寒冷地手当、初任給調整手当、

        特例的に支給される地域手当（給与法第 11 条の 4 から第 11 条の 7 まで

の規定に相当する手当）、特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。）

     ・ 職員の退職手当に関する条例（案）（昭和28年9月10日自丙行発第49号）

第 2 条に規定する職員に該当しないものであり、退職手当は支給されないも

のであること。

     ・ その他の諸手当に関する規定の整備に当たっては、再任用短時間勤務職員

〔現行：定年前再任用短時間勤務職員〕の例（期末手当・勤勉手当の支給割

合に関する規定を除く。）を参考とすること。

     

  ② 勤務時間、休暇

     ・ 勤務時間については、週32時間以下で条例により定めること。

     ・ 採用時には、勤務時間を明示すること。

     ・ 休暇等については、再任用短時間勤務職員〔現行：定年前再任用短時間勤

務職員〕と同様に取り扱われるべきものであること。

③ 分限及び懲戒

「２ 任期付職員の拡大」に同じ。

④ 服務

・ 地公法の規定の適用を受ける。

・ 営利企業等の従事の許可については、公務に支障を来したり、公務の信用

を失墜させたりするなどのおそれがないよう十分留意しつつ、任期付短時間

勤務職員の勤務形態等を勘案して必要に応じ弾力的な運用を行うことが可能

であること。

⑤ 共済制度

・医療保険：１週間の勤務時間及び１月間の勤務日数が、同種の業務に従事す

る通常の定年前の職員の勤務時間及び勤務日数の４分の３以上（以下「４

分の３基準」という。）であるか、４分の３基準を満たさない場合であって

も次のａからｄまでの要件を全て満たす職員である場合は短期給付の適用

を受ける組合員となる。

ａ １週間の勤務時間が 20 時間以上であること

ｂ ２か月を超えて使用されることが見込まれること

ｃ 月額賃金が 88,000円以上であること

ｄ 学生でないこと

・年金保険：長期給付の適用を受ける組合員の資格を有しない。

⑥ 災害補償

  地方公務員災害補償法が適用される。

（６） 定数上の取扱い

任期付短時間勤務職員については、地方自治法上、非常勤の職に当たることか

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

通知平16.8.1

地共済法2①Ⅰ

地共済令2①Ⅵ、

Ⅶ

地共済法74②

地共済令 24 の 2

①

地公災法2①Ⅰ

地公災令1①Ⅰ

自治法172③
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ら条例で定める定数の対象とはならないが、常勤職員とは区別して、予算編成の

過程等を通じてその職員数を別途管理すべきものであること。また、本制度の導

入により行政経費が必要以上に増嵩するようなことのないよう十分な注意が必要

であること。

    

通知平16.8.1
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Ⅵ 職種による勤務条件等の特例

第１ 企業職員

１ 企業職員

（１） 企業職員とは

    地方公共団体が経営する企業のうち下記の事業に従事する職員

法定事業

［注 1］

① 水道事業（簡易水道事業を含む。［注 2］）

② 工業用水道事業

③ 軌道事業

④ 自動車運送事業

⑤ 鉄道事業

⑥ 電気事業

⑦ ガス事業                  

条例適用

事業

条例により地方公営企業法第 4 章（職員の身分取扱い）の規定が

適用される事業

  病院事業の職員について

    病院事業は地方公営企業法の財務規定等が適用されるが、同法第 4 章は適用されな   

いので、病院事業の職員は企業職員ではない。ただし、条例で財務規定等を除く法の

規定を適用することとした場合は、企業職員である。

［注１］ 「法定事業」「条例適用事業」の名称は「地方公務員制度実態調査」の   

「Ⅰ職員団体及び労働組合に関する調」第6表による。

［注２］ 地公企法第 2 条に規定する地方公営企業の中から簡易水道事業は除かれてい

るが、地公労法第3条及び17条により簡易水道事業の職員についても地公企法

第4章（職員の身分取扱い）の各規定が準用されるため。

（２） 企業職員の任命権者

・ 企業職員は管理者が任免する（当該地方公共団体の規則で定める主要な職員の

任免については、長の同意が必要）。

・ 政令で定める企業以外の比較的小規模の企業においては、条例で定めることに

より、管理者を置かないことができ、管理者を置かない場合、管理者の権限は当

該地方公共団体の長が行う。

地公企法

2①③、15

地公労法3、17

地公企法2③

地公企令1

地公企法2②

地公企令1

地公企法15①

地公企法7

地公企令8の2

地公企法8②
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（３） 地方公務員法等の一部適用除外等

適用除外となる規定 内 容

地

方

公

務

員

法

第5条 人事委員会（公平委員会）並びに職員に

関する条例の制定

第8条

(①Ⅳ､Ⅵ､③､⑤を除く)

人事委員会（公平委員会）の権限

第14条② 勤務条件に関する人事委員会の勧告

第23条の4 人事評価に関する勧告

第24条 給与、勤務時間その他の勤務条件の根本

基準[注 1]

第25条 給与に関する条例及び給与の支給[注 2]

第26条 給料表に関する報告及び勧告

第26条の2 修学部分休業

第26条の3 高齢者部分休業[注 3]

第26条の5③ 自己啓発休業期間の給与の不支給

第26条の6⑪ 配偶者同行休業期間の給与の不支給

第36条 政治的行為の制限（一部の職員には適用

される。）[注 4]

第37条 争議行為等の禁止[注 5]

第39条④ 研修に関する人事委員会の勧告

第46条～第49条 措置要求及び審査請求

第52条～第56条 職員団体

第58条 他の法律の適用除外

育休法中、給与に関する規定

任期付研究員法のうち、招へい研究員に適用される裁量勤務制の規定

行政不服審査法

［注１］ 企業職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の決定方法については２（１）及

び（２）を参照のこと。

［注２］ 企業職員の給与の種類及び基準については条例で、給与の額及び支給方法につ

いては管理者が定める規程により定められる（２（１）参照）。

［注３］ 地公法の適用ではないが、労働協約の締結により同様の部分休業制度を導入す

ることができる。

［注４］政治的行為の制限が適用される企業職員

    ① 地方公営企業の管理者及び職制上これを直接に補佐する職

    ② 地方公営企業の主たる課の課長又は職制上これを直接に補佐する職

    ③ 地方公営企業の出先機関の長又は職制上これを直接に補佐する職

地公企法39

地公企法38

通知平16.8.1

地公企法39②

地公企法 39②の規定に基づ

き地方公共団体の長が定め

る職員の基準に関する政令

昭40.8.12政令278

常勤職員に関する労基法及び船員法の

災害補償の規定の適用除外について

は、適用される。
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［注５］企業職員の争議行為の禁止

     地公法第 37 条は適用されないが、地公労法第 11 条により、下記の行為が禁止

される。

   ① 同盟罷業、怠業その他業務の正常な運営を阻害する一切の行為

    ② ①の行為を共謀すること、そそのかすこと又はあおること

   ③ 作業所閉鎖

地公企法39

地公労法11
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２ 企業職員の勤務条件等

（１） 給与

   ① 給与決定の原則

    ア 職務給の原則

      職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考

慮されるものでなければならない。

    イ 情勢適応の原則

      生計費、類似の職種の国家公務員、地方公務員並びに民間事業の従事者の給

与、企業の経営状況等を考慮して定めなければならない。

    ウ 条例主義の原則

      給与の種類及び基準は条例で定める。

   ② 給与支給の原則［注］

    通貨払い、直接払い、全額払いの原則が適用される。

    ※直接払いのみ例外は認められない。

   ③ 給与の定め方

給与の種類及び基準 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

給与の額及び支給方法 企業職員の給与に関する規程

［注］給与の重複給与禁止規定の適用除外について

企業職員には地公法第24条の規定が適用されないので、企業職員が他の職員の職

を兼ねたときは、双方から給与を受けることが可能であるが、相互に調整をするこ

とが妥当である。

（２） 勤務時間・休暇等その他の勤務条件の決定

     地公法第 24 条及び第 58 条が適用されず、労働協約又は規程等により定めること

となる。

（３） 服務

身分上の義務 信用失墜行為の禁止 あり

秘密を守る義務

政治的行為の制限 なし（一部の職員を除く）

※ 1（3）の[注 4]参照

争議行為等の禁止 あり

営利企業等の従事制限

職務上の義務 法令等及び上司の職務命令に

従う義務

職務に専念する義務

地公企法38②

地公企法38③

地公企法38④

労基法24

地公企法38④

行実昭29.5.6

地公企法39①

地公労法7

地公企法39①

地公企法39②

地公労法11
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（４） 労働関係制度の適用

団結権 労働組合を結成し、加入できる。

団体交渉権・労働協約締結権 あ り（管理運営事項は対象外）

労働委員会による斡旋・調停・仲裁制度 あ り

苦情処理機関 苦情処理共同調整会議

在籍専従の期間 7年以下で労働協約で定める期間

※ 企業職員には地公法第 52 条～第 56 条が適用されないので、職員団体を組織

することはできないが、職員団体を組織することができる職員によって組織さ

れた職員団体に加入することは可能である。ただし、企業職員が加入した職員     

団体は、地公法第53条の登録を受けることができない。

（５） 福祉及び利益の保護

   ア 共済制度及び公務災害補償

     他の一般職の職員と同じ

     ※ 地公法第58条は適用除外されているが、常勤職員には、労基法及び船員法の

災害補償に関する規定の適用除外については適用される。

   イ 利益の保護

     地公法第 46 条～第 49 条の規定が適用されず、勤務条件に関する措置要求及び不

利益処分に関する審査請求をすることができない。

（ア） 不利益処分を受けた場合の対応

・ 地公労法第13条の苦情処理共同調整会議による解決

・ 当該処分が労基法違反である場合は、労働基準監督官への申告

・ 当該処分に不服がある場合等は、行政事件訴訟法に基づく出訴

・ 不利益処分が不当労働行為に該当する場合は、労組法第27条の規定によ

る不当労働行為の救済申立て

（イ） 勤務条件に関して不服がある場合の対応

・ 団体交渉による解決

・ 地公労法第13条の苦情処理共同調整会議による解決

・ 法律上の権利の侵害に関する場合は、民事上の給付の訴えの提起

地公労法5

地公労法7

地公労法

4、14～16

地公労法13

地公労法附則④

地公法53

地公企法39①

地公企法39①

地公労法13

労基法104

行訴法3

労組法27

地公労法7

地公労法13
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第２ 単純労務職員

１ 単純労務職員

（１） 単純労務職員とは

     単純な労務に雇用される一般職に属する者をいう。

（２） 単純労務職員の範囲

     単純労務職員の範囲については、従前は「単純な労務に雇用される一般職に属す

る地方公務員の範囲を定める政令（昭和 26 年政令第 25 号）」の規定によっていた

が、同政令は昭和27年 9月 30日をもって失効した。

     しかし、今日に至るまで同政令に代わるべきものが定められていないことから、    

単純労務職員の範囲は同政令の定めるところにより解釈して差し支えないこととさ

れている。

     主たる職の範囲としては、運転技術員、電話交換員、巡視、技能員、業務員、調    

理員、看護助手、土木業務員、甲板員、清掃員がある。

（３） 地方公務員法等の一部適用除外等

   単純労務職員には地公労法及び地公企法第 38 条及び第 39 条の規定が準用され、

企業職員と同様、地方公務員法等の一部の規定が適用されない。（第１企業職員１

（３）地方公務員法等の一部適用除外等を参照)

（４） 給与・勤務時間

     単純労務職員には地公労法及び地公企法第 38 条及び第 39 条の規定が準用され、

給与及び勤務時間の決定方法については企業職員と同様となる。（第１企業職員２

（１）給与（２）勤務時間を参照）

     ※ 単純労務職員の給与の定め方

給与の種類及び基準 給与条例第23条の2

給与の額及び支給方法 単純労務職員の給与に関する規程

（５） 服務

     単純労務職員には地公労法及び地公企法第 38 条及び第 39 条の規定が準用され、

服務は企業職員と同様となる。（第１企業職員２（３）服務を参照）

（６） 労働関係制度の適用

     単純労務職員には地公労法及び地公企法第 38 条及び第 39 条の規定が準用され、

労働関係制度の適用は企業職員と同様となる。（第１企業職員２（４）労働関係制度

の適用を参照)［注］

［注］ 単純労務職員には地公法第 52 条～第 56 条が適用されるので、単純労務職員は上

記により労働組合を組織することもでき、地公法に基づき職員団体を組織すること

もできる。

（７） 福祉及び利益の保護

     単純労務職員には地公労法及び地公企法第 38 条及び第 39 条の規定が準用され、

福祉及び利益の保護に関しては企業職員と同様となる。（第１企業職員２（５）福祉

及び利益の保護を参照）

地公法57

地公労法附則⑤

行実昭38.5.8

単労給与規程1②

地公労法附則⑤

地公労法附則⑤

給与条例1

給与条例23の2

地公労法附則⑤

地公労法附則⑤

地公労法附則⑤

行実昭29.6.14

行実昭28.8.12
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２ 単純労務職員の給与

（１） 単純労務職員と給与条例

     単純労務職員については、地方公務員法第 24 条及び同法第 25 条の規定が適用さ

れないことから、その給与は「給与の種類及び基準」のみを条例で定めており、額

及び支給方法等については任命権者が別に定めることとされている。

（２） 給与の種類

     給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤    

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地    

手当及び災害派遣手当とする。［注］

［注］１ 地域手当についても条例及び単純労務職員の給与に関する規程に定めることに

より、他の一般職と同様に支給することは可能。

２ 特殊勤務手当及び給料の調整額を支給すべき職員がいる場合は、特殊勤務手当

の種類及び給料の調整額の支給対象職員の範囲等について、単純労務職員の給与

に関する規程に規定する必要がある。

（３） 給料表

     国の行政職俸給表(二)に準じている。

（４） 職務の級

     級別職務分類表に定める基準により、給料表に定める職務の級に分類する。

（５） 初任給

     職務の複雑、困難及び責任の度により職務の級を決定し、初任給基準表により号    

俸を決定する。

     なお、号俸の決定については、部内の他の職員との均衡を考慮し、その者の有す    

る学歴免許等の資格及び経験年数等を勘案し、初任給基準表に定める号俸の範囲内    

で決定することとされているが、決定にあたっては、国の職員の場合の決定方法を    

参考とすること。

（６） 昇格・降格、昇給

     一般職員の場合に同じ。ただし、職員の昇給号俸数の抑制に係る年齢については

57歳とする。

（７） その他

     上記以外の給与の取扱いについては、一般職員の例による。ただし、期末手当及

び勤勉手当の加算割合については期末手当加算表によること。
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